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概要 

大規模な宇宙システムが提案されるなかで，軽量かつ高収納率で大面積の構造を実現可

能なスピン型膜構造が注目を集めている．スピン型膜構造の利用においては，そのスピン

軸方向の目標方向への指向による姿勢変更が重要となる．特に地球周回軌道での利用にお

いては，軌道角速度での姿勢変更による地球指向が重要な技術課題となる．従来の姿勢変

更手法として，衛星の筐体にトルクを与える手法と膜構造に太陽輻射圧を与える手法が挙

げられる．筐体にトルクを与える手法では，軌道角速度での姿勢変更に必要なトルクを作

用することができるが，慣性により膜構造に変形が生じる恐れがある．太陽輻射圧を与え

る手法では，大きさや方向の調節が可能なトルクを膜構造に作用させることで膜構造の形

状の維持に寄与できるが，トルクが弱く軌道角速度での姿勢変更は難しい．以上のように，

従来の姿勢変更手法では，軌道角速度での姿勢変更と膜構造の形状維持の両方を達成する

ことは困難である． 

本研究では，筐体に搭載した磁気トルカによるトルク，および膜構造に配置した電線を

流れる電流と地磁場との干渉による磁気トルクを用いた姿勢変更手法を提案する．提案手

法では，筐体と膜構造のそれぞれに，変更可能で比較的強い磁気トルクを加えることがで

きるため，形状の維持と軌道角速度での姿勢変更が達成できる．この姿勢変更や形状の維

持は，地球周回軌道において膜構造の運動に対して電磁力が与える影響を理解することで

検討が可能となるが，軌道運動する膜構造の電磁力の影響はまだ解明されていない．また，

磁気トルクは地磁場方向にトルクを発生できないため，姿勢変更にて要求されるトルクを

そのまま出力することはできない． 

本研究は，電磁力を用いたスピン型膜構造の姿勢変更手法を提案し，提案手法を用いた

際の地球周回軌道における膜構造の運動の解明，および地磁場による電磁力制約下での姿

勢変更則の構築を目的とする．本研究ではまず，スピン型膜構造を有する人工衛星のダイ

ナミクスをモデル化した．膜構造の運動の解明においては，ダイナミクスモデルのモード

分解により得られる運動モードを解析することで，膜構造の運動に対する筐体の姿勢運動

の影響を明らかにした．さらに，膜構造の運動に対する重力・電磁力の影響を，モード座

標で表現された重力・電磁力のモデルにより解析することにより，運動モードと関連づけ

て明らかにした．姿勢変更則の構築においてはまず，ダイナミクスモデルを用いて，形状

を維持しつつ地球指向を行うために必要なトルクを定式化した．そして，このトルクを実

現するための磁気トルカの磁気モーメント，および電線の電流による制御則を構築した．

また，地球指向時に電磁トルクの方向制約により生じる姿勢運動を打ち消すため，疑似逆

行列を用いた，地磁場の変動を考慮した姿勢変更則を構築した．そして構築した姿勢変更

則の有効性を数値解析により示した． 
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Nomenclature 
𝐴 ：面積, m2 

𝑩E ：衛星周りの地磁場ベクトル, T 

𝑐 ：減衰係数, Ns/m 

𝑪 ：座標変換行列, - 

𝒅 ：方向ベクトル, - 

𝒅I ：電流方向ベクトル, - 

𝐸 ：ヤング率, Pa 

𝑭eE, 𝑭ein ：電流と地磁場の干渉，電流間の干渉により生じる電磁力，N 

𝑭ele, 𝑭grav ：電磁力，重力, N 

𝑭stre
b  ：平衡点における膜構造と電線の剛性による力，N 

𝑭mem, 𝑭wire ：膜構造，電線の剛性・減衰による力, N 

𝑭md ：膜構造の構造減衰による力, N 

𝑭mh, 𝑭wh ：膜構造，電線の引張り・圧縮剛性による力, N 

𝑭wb ：電線の曲げ剛性による力, N 

𝑔 ：座屈モデルパラメータ, - 

𝑔E ：地上での重力加速度, m s2⁄  

ℎ ：厚さ, m 

𝑖o ：軌道傾斜角, rad 

𝐼 ：電流, A 

𝑰 ：慣性モーメント，kgm2 

𝐽 ：断面二次モーメント, m4 

𝑘 ：ばね定数, N/m 

𝑲P, 𝑲d, 𝑲I ：姿勢変更則におけるゲイン，s−2, s−1, s−3 

𝑙 ：長さ, m 

𝐿 ：線分要素 

𝑚 ：質量, kg 

𝒎 ：磁気モーメント, Am2 

𝑛o ：円軌道の軌道角速度, rad/s 

𝒏wb ：電線の曲げ方向ベクトル, - 

𝑁 ：要素番号の集合 

𝑃 ：質点 

𝒓 = (𝑥, 𝑦, 𝑧) ：位置ベクトル, m 

𝒓e ：平衡点での位置ベクトル, m 

𝑆 ：面要素 

𝑡 ：時間, s 

𝑻ele
b , 𝑻grav

b , 𝑻mem
b  ：筐体に作用する磁気トルク，重力傾斜トルク，膜構造から受けるトル

ク，Nm 

𝑻wb ：電線の曲げモーメント, Nm 

𝑤 ：電線要素 

𝒚 = (𝑦1, 𝑦2, … ) ：拘束モード座標, - 

𝒛 = (𝑧1, 𝑧2, … ) ：非拘束モード座標, - 

𝜶 ：オイラー角，rad 

𝛿𝛼,𝛽 ：クロネッカーのデルタ, - 

𝛿𝒓, 𝛿𝜶, 𝛿𝝎 ：位置ベクトル，オイラー角，角速度の変動分，m, rad, rad/s 

𝜖 ：ニュートン・ラプソン法の収束判定パラメータ, m 
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𝜁 ：減衰比, - 

𝜅 ：地上での重力に対する遠心力の比, - 

𝝀 ：固有値行列, - 

𝜇0 ：真空の透磁率, H/m 

𝜇E ：地球の重力定数, m3/s2 

𝜈 ：ポアソン比, - 

𝜙 ：電線要素間の角度, rad 

𝜙o ：軌道位相角, rad 

𝜱 ：モード行列，固有ベクトル行列, - 

𝜔s ：スピン角速度，rad/s 

𝝎 ：角速度ベクトル，rad/s 

𝛺o ：昇交点赤経, rad 

 

Superscripts 

b ：機体座標系 

h ：局所垂直局所水平座標系 

in ：慣性座標系 

o ：軌道面座標系 

T ：転置行列 

+ ：疑似逆行列 

 

Subscripts 

0 ：自然長，基準点 

b ：衛星筐体 

c ：拘束モードモデル 

E ：地球のパラメータ 

Eb ：地球中心に対する筐体重心 

EC ：地球中心に対する衛星重心 

hb ：局所垂直局所水平座標系から機体座標系への回転 

ib ：慣性座標系から機体座標系への回転 

io ：慣性座標系から軌道面座標系への回転 

(𝑖, 𝑗) ：要素番号 

m ：膜構造のパラメータ 

ob ：軌道面座標系から機体座標系への回転 

oh ：軌道面座標系から局所垂直局所水平座標系への回転 

s ：衛星全体 

u ：非拘束モードモデル 

um ：面外振動モード 

ua ：回転振動モード 

ur ：面外並進・回転モード 
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uh ：面内並進モード 

w ：電線のパラメータ 
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略語表 
DCM ：Direct Cosine Matrix 

LVLH ：Local-Vertical-Local-Horizontal 

MTQ ：Magnetic Torquer 

RCD ：Reflectivity Control Device 

RW ：Reaction Wheel 

SSPS ：Space Solar Power Systems 
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第1章 序論 

本章では，本研究の背景，目的，および本論文の構成について述べる．宇宙空

間にて大面積の構造を実現する手法として，スピン型膜構造が注目を集めている．

スピン型膜構造の利用においては，膜構造の法線方向を目標方向へ指向するため

の姿勢変更手法がしばしば求められる．特に地球周回軌道では，膜構造の形状を

維持しつつ軌道角速度でスピン軸方向を変更することで，デバイスの機能を維持

しつつ地球指向が可能となる．本研究は，電磁力を用いた新たな姿勢変更手法を

提案し，提案手法を使用する時の地球周回軌道での膜構造の運動を明らかにした

うえで，電磁力による姿勢変更則を構築することを目的とする． 

1.1. 背景 

1.1.1. 宇宙空間における展開膜面構造物の需要 

人類の宇宙開発は年々進んでおり，多岐にわたるミッションが提案・実証されている

（図 1-1）．このなかで，宇宙太陽光発電システム（SSPS）[1,2]，大型アンテナ[3]，サンシー

ルドといった，100 m2を超えるような大面積の構造からなる宇宙システムが提案されてい

る．このような宇宙システムでは，一般的には打ち上げ時の質量や容積を小さくすること

で，打ち上げコストを抑えることができる．そのため，打ち上げ時には軽量かつ低容積で，

軌道上で大面積の構造を人工衛星に搭載することで，このような宇宙システムの実現に寄

与することができる． 

人工衛星への大面積構造の搭載を軽量かつ低容積で実現する方法の一つとして，宇宙展

開膜面構造物の使用が挙げられる．宇宙展開膜面構造物は厚さ数～数十μmの樹脂フィルム

で構成されており，同面積の従来構造物と比較し軽量である．また宇宙展開膜面構造物は

容易に折りたたむことができ，打ち上げ時には衛星筐体に収納し宇宙空間で展開すること 

 

  

図 1-1 大面積構造からなるミッション例（左：SSPS[1,2]，右：大型アンテナ[3]

（©JAXA）） 
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で，衛星容積の増加を抑えつつ大面積を実現できる．この特徴により，空気抗力や太陽輻

射圧といった宇宙環境による力を積極的に利用して衛星の加減速を行う，ソーラーセイル

やドラッグセイルといったデバイスが提案・実証された． 

本研究では，ソーラーセイルやドラッグセイルで最も一般的な，衛星筐体が中心に配置

され宇宙展開膜面構造物が筐体周りに展開される構成について扱う．このような膜構造の

例として，ブーム型膜構造とスピン型膜構造が挙げられる．ブーム型膜構造では，コンベ

ックステープや CFRP 円筒といった屈曲可能なブームが取り付けられる．収納時にブーム

に蓄えられたひずみエネルギーの開放による弾性力や，モーターからのトルクを用いたブ

ームの伸展により膜構造を展開する[4–9]（図 1-2）．展開後はブームの剛性により膜構造の形

状を維持する．この手法では，空気抗力などの比較的強い宇宙環境による力や展開後の筐

体の姿勢運動による慣性力が働いた状態でも，構造のみにより形状の維持が可能である． 

NASA が 2010 年に打ち上げた NanoSail-D2[4,5]や東北大学が 2016 年に打ち上げた

FREEDOM[6]などにより，本構造の軌道上での展開が実証された． 

スピン型膜構造では，衛星の回転により生じる遠心力を用いて膜構造を展開する（図 

1-3）．展開後は遠心力によって生じる幾何剛性を用いて膜構造の形状を維持する[10–12]．ス

ピン型膜構造の四隅には先端質量と呼ばれる重りが取り付けられ，より強い遠心力を生じ

させる．この手法は構造部材による膜構造形状の維持が不要であり，ブーム型膜構造と比

較して軽量な膜構造を得られる．また，膜構造のサイズが大きいほど遠心力は強くなるこ

とから，ソーラーセイルやSSPSといった，より大面積を必要とするデバイスへの応用が期

待されている．スピン型膜構造については，JAXA が 2010 年に打ち上げた IKAROS により

軌道上での実証が行われた[10,11]． 

これらの膜構造を比較すると，ブーム型膜構造はスピンをせずとも膜構造の形状の維持

ができ，3 軸の姿勢安定が可能である．一方で膜構造の面積が大きくなるにつれ，必要な

ブームが長くなり，衛星の質量が増加する．さらに膜構造に作用する宇宙環境による力が

強くなり，ブームが屈曲し膜構造が変形する恐れがある．スピン型膜構造は膜構造の面積

が大きくなる場合でもブームによる質量増加がなく，遠心力によるより強い幾何剛性によ

る形状の維持が期待できる．一方で，スピンの要求から姿勢変更の自由度が低下する．そ

のため，適切な姿勢変更則の構築によってこの課題を解決することで，スピン型膜構造を

用いた，より軽量で大面積の膜構造の実現に寄与できる． 

1.1.2. スピン型膜構造の運動解析に関する研究動向 

1990 年代よりスピン型膜構造の運動解析が多く行われている．膜構造の運動は展開時と

展開後に大きく分けられる．展開時の膜構造の運動に対して，実験による解析と数値解析

が行われた．実験による解析では，奥泉らや新宅らによる小型膜構造の展開実験[15–17]，お

よび気球やサウンディングロケットを用いた大型膜構造の展開実験[18,19]を用いた運動の解

明が行われた．数値解析では，有限要素法や多粒子法をベースとして構築されたダイナミ

クスモデルの運動の解明が行われた[15,16,20-24]．展開後の膜構造の運動については，主に理 
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図 1-2 ブーム型膜構造及びブームの例（NanoSail-D[5,13]） 

 

 

図 1-3 スピン型膜構造の例（IKAROS[14] （©JAXA）） 

 

論解析および数値解析による解明が行われた[25,26]． 

このように膜構造自体の運動の解析例は多く存在し理解が進んでいる一方で，膜構造の 

運動に対する衛星筐体の姿勢運動の影響は解析例が少なく，膜構造と筐体の連成運動は十

分理解されていない．例えば中条らは，パルス的なトルクを用いた筐体の角運動量方向の

変化により生じる膜構造の振動について，多粒子法をベースにしたモデルの解析により議

論しているが[27]，連続的な姿勢変更については議論していない．さらに従来研究では主に

惑星間軌道を前提とした検討がなされており，宇宙環境の影響として太陽輻射圧に着目し

た検討が行われているが[28]，地球周回軌道における宇宙環境を考慮した検討例は少なく，

十分理解されていない．以上から地球周回軌道でのスピン型膜構造の利用に向けて，展開

後の運動のさらなる理解が望まれている． 

1.1.3. 膜構造を有する人工衛星の姿勢変更 

スピン型膜構造を有する人工衛星（展開膜衛星）の運用時には，膜構造のスピン軸方向
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の目標方向への指向による，姿勢変更・維持がしばしば必要となる．この姿勢変更時は，

膜構造に搭載したデバイスの機能を維持するため，膜構造の形状が維持されていることが

望ましい．また地球周回軌道では，軌道角速度でのスピン軸方向の変更により，例えば，

SSPS における送電時やアンテナにおける通信時の，膜構造の地球指向に寄与できる． 

従来研究では，筐体にトルクを与える手法や膜構造に太陽輻射圧を与える手法が提案・

実証された．筐体にトルクを与える手法では，リアクションホイール（RW）やスラスタ

といった姿勢変更デバイスを用いて筐体のスピン軸方向を変更する．この時，遠心力や膜

構造の弾性力により膜構造のスピン軸方向は筐体のスピン軸方向に追従し，衛星全体の姿

勢変更が行われる．スピン型膜構造を有する IKAROS では，気液平衡スラスタによる筐体

へのトルクを用いた姿勢変更が行われた[29]．また従来研究にてこの手法は，ブーム型膜構

造を有する衛星にて主に検討されてきた．この検討では膜構造は剛体として仮定され，通

常の人工衛星で利用されている姿勢変更則の適用が考えられてきた[30,31]．RW やスラスタ

は比較的強いトルク（10−1 Nm オーダー[32]）を筐体に加えることができ，軌道角速度での

姿勢変更ができると期待される．一方で，本手法では筐体のみにトルクを加えるため，膜

構造の慣性により変形が生じる恐れがある．また RW のサチュレーションやスラスタの燃

料の枯渇が起きうるため，長時間にわたる姿勢変更は難しい． 

膜構造に太陽輻射圧を与える手法では，衛星の重心𝐶mと太陽輻射圧の光圧中心𝐶pの位置

のずれにより生じるトルクにより姿勢変更を行う．スピン型膜構造においては，太陽光の

反射率を変更可能な可変反射率デバイス（RCD）を用いて，𝐶pを動的に移動させる手法が

検討された（図 1-4，図 1-5）．この手法は IKAROS にて使用され，その有効性が実証され

た[33]．従来研究においては膜構造の形状や，太陽方向による膜構造内の太陽輻射圧の分布

が姿勢運動に与える影響が議論された[34–36]．またRCDを用いた場合の姿勢変更則の検討も

なされた[37,38]．太陽輻射圧によるトルクは RW やスラスタによるトルクと比較して弱く，

RCD を用いた手法では姿勢変更に時間を要する．例えば IKAROS では 0.5 deg のスピン軸

の回転に 1 日を要した[33]．その後，RCD を用いた手法での姿勢変更速度の向上が検討され

たが[38]，それでも 12.1 deg/dayであり軌道角速度での姿勢変更は達成されていない．また，

RCD を用いた手法では筐体に作用する太陽輻射圧は変更できず，膜構造と筐体の姿勢運動

が同期せず膜構造に変形が生じる恐れがある．このように筐体へのトルクや太陽輻射圧で

は軌道角速度での姿勢変更および膜構造の形状の維持が難しく，新たな原理による姿勢変

更が求められる． 

1.2. 研究目的と意義 

1.2.1. 電磁力を用いたスピン型膜構造を有する人工衛星の姿勢変更 

本研究では新たな姿勢変更原理として電磁力に着目した，展開膜衛星の姿勢変更手法を

提案する．電磁力により筐体と膜構造の両方に対して，太陽輻射圧と比較して103倍程度

のトルクを加えることができると見込まれる．そのため提案手法により，形状を維持しつ 
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図 1-4 RCD による姿勢変更手法[33] 

 

図 1-5 IKAROSで用いられた RCD[33] 

 

つ軌道角速度での姿勢変更の達成が期待されるが，筐体と膜構造に作用する電磁力の差に

より双方の姿勢運動が同期せず，膜構造に変形が生じる恐れがある． 

1.2.2. 研究の目的 

本研究では地球周回軌道での膜構造の利用に向けた，電磁力を用いた姿勢変更手法を提

案し，地球周回軌道での膜構造の運動の解明および姿勢変更則の構築を行う．本研究では

特に以下を研究の目的とする． 

1. 地球周回軌道での膜構造の運動の解明 

地球周回軌道でのスピン型膜構造の運動の理解により，姿勢変更時における形状の維持

のために必要な電磁力の定式化が可能となる．しかし，従来研究では，連続的に姿勢変更

する筐体の姿勢運動や，地球周回軌道にて支配的となる電磁力および重力の膜構造の運動

に対する影響は検討されていない．そのため本研究では，これらの膜構造の運動への影響

を明らかにする． 

2. 電磁力による展開膜衛星の姿勢変更則の構築 

提案手法において出力可能な磁気トルクの方向は，地磁場方向に制約を受ける．そのた

め，ダイナミクスから求めた姿勢変更のための要求トルクを衛星に加えることは通常でき
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ない．衛星周りにおける地磁場方向は軌道運動によって変動するため，この磁気トルクの

出力可能方向は時々刻々と変化する．そこで本研究では，地磁場の変動を積極的に利用し

た姿勢変更則を構築し，提案手法における姿勢変更の可能性を議論する． 

1.2.3. 研究の意義 

従来研究にて検討された膜構造の姿勢変更手法では，膜構造の形状維持と軌道角速度で

の姿勢変更の両方を行うことは難しい．これに対して，本研究が提案する電磁力を用いた

姿勢変更手法は，形状維持と軌道角速度での姿勢変更の両方を達成しうる手法である．そ

のため提案手法により，地球周回軌道での膜構造の利用拡大ならびにSSPSや高容量アンテ

ナといった社会的に意義のあるミッションへの貢献が期待できる．さらに地球周回軌道で

の膜構造の運動に関する知見が少ないなかで，本研究は筐体の姿勢運動，重力，および電

磁力の影響を明らかにし，新たな知見をもたらす．特に，これまで検討されていなかった

膜構造の運動に対する電磁力の影響を解明することで，太陽電池の搭載などにより膜構造

上を流れる電流の，膜構造の運動に対する影響の評価が可能となる．姿勢運動においては，

従来研究にて剛体として扱われていた膜構造を柔軟体として扱い，膜構造の運動の姿勢運

動への影響を明らかにするという点で，新たな知見をもたらす．以上のように，本研究を

通して得られた知見をもとに，宇宙空間での展開膜衛星の運動のさらなる理解が可能とな

る．また提案手法の原理はブーム型膜構造にも適用可能であり，ブーム型膜構造を有する

衛星の姿勢変更にも寄与できる． 

1.3. 本論文の構成 

本論文では，第 1 章にて本研究の背景として，展開膜衛星の姿勢変更おける課題，およ

び研究目的・意義について述べた． 

第 2 章では本研究で提案する電磁力を用いた姿勢変更手法の概要，従来手法との比較，

提案手法における課題，および課題解決に向けた本研究の方針をまとめる． 

第 3 章では膜構造の運動の解明や姿勢変更則の構築に向けた，衛星のダイナミクスのモ

デル化を行う．まず膜構造のダイナミクスを多粒子法によって，筐体のダイナミクスを剛

体の運動としてそれぞれモデル化する．これらのモデルは数値解析におけるダイナミクス

モデルとして使用する．次に筐体と膜構造のカップリングを定式化し，両者の運動を考慮

した展開膜衛星のダイナミクスモデルを導出する．その後，展開膜衛星のダイナミクスモ

デルの線形化およびモード分解により展開膜衛星の運動モードを導出し，モード座標にて

ダイナミクスを表現する． 

第4章では第3章で構築したモード座標で表現されたダイナミクスモデルの解析により，

膜構造の運動に対する筐体の姿勢運動，重力および電磁力の影響を明らかにする．まず第

3 章で得られた展開膜衛星の運動モードを膜構造および筐体の運動に注目して分類するこ

とにより，膜構造の運動に対する筐体の姿勢運動の影響を明らかにする．また得られた運
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動モードや振動数に注目し，実験で得られた膜構造の運動と数値解析で得られた運動を比

較する．その後モード座標で表現された重力，電磁力のモデル式から，各運動モードへの

重力と電磁力の影響を明らかにする． 

第 5 章では第 3 章で構築したダイナミクスモデルを用いて，地球周回軌道における提案

手法での姿勢変更則を構築する．そして構築した姿勢変更則の数値解析により，展開膜衛

星の姿勢変更に対する電磁力の利用可能性について議論する． 

第 6章では本研究において得られた知見をまとめ，今後の課題について述べる．  
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第2章 電磁力を用いた展開膜衛星の姿勢変更 

本章では，提案手法である電磁力を用いた姿勢変更手法の概要，従来手法との

比較，提案手法における課題とその解決方針について述べる．膜構造に直接，電

磁力を作用させることで，形状の維持と軌道角速度でのスピン軸方向の変更が同

時に達成できると期待される．しかし地球周回軌道における膜構造の運動が未解

明であること，および磁気トルクが地磁場方向に制約を受けることが課題となる．

本研究では，理論解析と数値解析による膜構造の運動の解明，および軌道運動に

よる地磁場方向の変動を利用した姿勢変更則の構築により課題を解決する． 

2.1. 提案手法の概要 

第 1 章で述べた通り，地球周回軌道上を運動するスピン型膜構造を有する人工衛星では，

軌道角速度でのスピン軸方向の変更のために十分な大きさのトルクを衛星に加えることで，

膜構造の地球指向が可能となる．また，筐体と膜構造の両方に変更可能なトルクを加える

ことで，膜構造の形状の維持が可能となる．従来手法で用いられた原理ではこれらを満足

できず，新たな原理を用いた姿勢変更が望まれる． 

本研究では稲守らより提案されたコンセプトを参考に，展開膜衛星の，電磁力を用いた

姿勢変更手法を提案する（図 2-1）[39]．提案手法では人工衛星の筐体に磁気トルカ（MTQ，

図 2-2）を，膜構造にループ状の電線を配置する．そして MTQ および電線を流れる電流か

ら生じる磁気モーメントと，地球が発生させる磁場（地磁場）との干渉により磁気トルク

を衛星に作用させ，スピン軸方向の変更による姿勢変更を行う．提案手法では膜構造の大

面積を利用することで，大きな磁気モーメントの出力が可能であり，姿勢変更のために十 

 

 

図 2-1 電磁力を用いた姿勢変更手法の概要 
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図 2-2 MTQ の例 

 

分なトルクを出力できる．実際，0.1 rad/s でスピンをする IKAROS サイズの衛星の高度

1000 km における円軌道での姿勢変更を考えると，提案手法では MTQ と電流により

6.7 × 102 Am2の磁気モーメントを出力することで姿勢変更に十分なトルクを加えることが

可能であると見積もられる1．これは膜構造に 3.0 A の電流を流すことで達成可能である．

また，MTQ の磁気モーメントおよび電流を変化させることで提案手法における磁気トルク

の方向や大きさが変更可能であり，膜構造の形状の維持に寄与できる．加えて提案手法で

は，電線により膜構造の外周部の質量が内部と比較して大きくなるため，電線を先端質量

の代わりとすることができる． 

2.2. 提案手法と従来手法の比較 

提案手法と従来手法の比較を表 2-1 に示す．提案手法は太陽輻射圧と比較して103倍程度

の大きさの，方向や大きさを変更可能なトルクを筐体と膜構造の双方に作用可能であると

見込まれる．また本研究にて提案手法は地球周回軌道を前提としているが，微弱磁場を持

つ惑星間軌道においても利用できる可能性がある．一方で，電磁力は地磁場方向に制約を

受けるため，姿勢変更に要求されるトルクの出力はできない． 

2.3. 提案手法の課題 

第 1 章で述べた通り従来研究では，主に惑星間軌道を前提として膜構造の運動が議論さ

れてきた．一方で提案手法は地球周回軌道を前提としている．これらの軌道の軌道角速度

を比較すると，軌道長半径が1.50 × 108 km (1.0 AU)の惑星間軌道では1.99 × 10−7 rad/s であ

るのに対し，軌道長半径が7.37 × 103 km の地球周回軌道では1.0 × 10−4 rad/s に達する．地

球周回軌道での地球指向ではこの角速度でのスピン軸方向の変更が要求され，惑星間軌道 

 
1 筐体の慣性モーメントを diag (62.9, 62.9, 94.4) kgm2，膜構造のサイズを15.0 × 15.0 m2，密度を

1420 kg/m3，厚さを 7.50 μmとした． 
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表 2-1 提案手法と従来手法の比較 

 電磁力 

（提案手法） 

筐体への 

トルク[29] 

太陽輻射圧[33] 

想定軌道 地球周回軌道 惑星間軌道 惑星間軌道 

姿勢変更 

 

トルクの大きさ 10−2 Nm 10−1 Nm[32] 10−5 Nm 

姿勢による制約 地磁場方向に

制約 

制約なし 太陽方向に制約 

形状維持 
力の作用点 筐体＋膜構造 筐体のみ 筐体＋膜構造 

力の変更可能性 変更可 変更可 膜構造のみ変更可 

その他 
長期間の利用可能性 利用可 期限あり 利用可 

消費リソース 電力 電力＋推進剤 電力 

 

での姿勢変更と比較してより大きなトルクが通常，求められる．また，姿勢変更時はスピ

ン角速度に同期したトルク方向の変更が必要であり，その時定数と膜構造の運動の時定数

は近い．このように地球周回軌道では膜構造の運動に近い時定数で比較的大きいトルクを

作用させるため，膜構造の運動に対する筐体の姿勢運動の影響が大きくなる．そのため，

この影響を考慮して筐体の姿勢運動と膜構造の運動を同期させることで膜構造の形状の維

持が可能となるが，惑星間軌道を前提としていた従来研究ではこの影響は十分議論されて

いない．また，地球周回軌道においては 800 – 6000 km の高度で電磁力や重力が優位となる

が（図 2-3）2，膜構造の運動に対する電磁力や重力の影響も従来研究では未解明である．

このように，地球周回軌道における膜構造の運動は従来研究において十分議論されておら

ず，提案手法での地球指向の実現のためには，この運動の解明が必要である． 

磁気トルクは地磁場に対し垂直方向にのみ出力可能であり，姿勢変更に要求されるトル

クの出力は通常できない（図 2-4）．加えて提案手法では，筐体の姿勢運動と膜構造の運

動が同期しないことにより生じる膜構造の変形が，姿勢運動に影響を与えうる．そのため 

 

 

図 2-3 地球周回軌道における宇宙環境により作用するトルクと軌道高度との関係 

 
2 各トルクの計算式は文献[40]を参照した．磁気モーメントは6.70 × 102 Am2とし，太陽輻射圧，空気抗力

ともに CmCp距離は1.0 × 10−2 mとした．また大気密度モデルには等温大気モデルを使用した[41]． 
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図 2-4 磁気トルクの地磁場方向への制約 

 

提案手法を用いた姿勢変更では，磁気トルクの方向制約を考慮し，筐体と膜構造を協調的

に運動させるような姿勢変更則の構築が望まれる． 

以上をまとめると本研究で解決すべき課題は以下の 2項目となる． 

課題①：膜構造の運動に対する筐体の姿勢運動，電磁力，および重力の影響の解明 

課題②：磁気トルクの方向制約と筐体・膜構造の協調動作を考慮した姿勢変更則の構築 

2.4. 本研究の検討方針 

前節で述べた課題①にアプローチするため，本研究では，筐体の姿勢運動と膜構造の運

動のカップリングを考慮した，展開膜衛星のダイナミクスのモデル化を行う．本研究では

軌道上における衛星の運動を，衛星の重心位置に対する相対運動としてモデル化をする．

そして得られたモデルの線形化およびモード分解により衛星の運動モードを導出し，モー

ド座標でダイナミクスを記述する．この運動モードおよびモード座標で記述されたダイナ

ミクスモデルの解析により，膜構造の運動に対する筐体の姿勢運動の影響を解明する．ま

た，電磁力および重力をモード座標にてモデル化し，モード座標で記述されたダイナミク

スモデルに対する影響を解析することで，膜構造の運動に対する電磁力および重力の影響

を明らかにする． 

地球周回軌道上の，膜構造を有さない人工衛星の軌道力学や姿勢力学において，衛星に

対する地球中心の方向の変化を考慮する場合や軌道上での複数物体の相対運動を扱う場合，

局所垂直局所水平座標系（Local-Vertical-Local-Horizontal frame, LVLH 座標系）と呼ばれる

動座標系がしばしば利用される[42]．この座標系では衛星重心を原点とし，地球方向を一つ

の座標軸としているため，衛星重心に対する地球中心方向が常に固定される．そのため地

球の重力が作用する系において，運動の取り扱いが容易になる．例えば従来研究において

Geomagnetic field
Earth

Orbit

Required torque

Magnetic torque
Realizable surface

of magnetic torque
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は，衛星のランデブー・ドッキングや重力下での衛星のスピン安定性解析などの検討にて

用いられている[43,44]．この特徴をいかして本研究では，LVLH 座標系を基準として衛星の

ダイナミクスのモデル化を行う．そして得られたモデルから，筐体と膜構造の運動を協調

させつつ地球指向を達成するために要求されるトルクを定式化する．そしてこのトルクに

基づき，MTQ が生じる磁気モーメントと電線を流れる電流を算出する．しかしこの時，地

磁場方向による電磁力の制約により要求トルクを出力することは通常できない．そこで軌

道運動による，衛星周りでの地磁場の変化を利用した姿勢変更則を合わせて構築する．以

上により前節で述べた課題②を解決する． 

2.5. 研究の方法 

本研究ではモード座標で表現された展開膜衛星のダイナミクスモデルを用いて，理論解

析と数値解析による膜構造の運動の解明，および姿勢変更則の構築を行う．2.4 節で示した

ように，衛星のダイナミクスモデルは LVLH 座標系を基準に構築される．まず剛体の運動

として筐体のダイナミクスモデルと，多粒子法を用いて膜構造のダイナミクスモデルをモ

デル化する．これらのモデルは数値解析にて使用される．次にこれらモデルをもとに，両

者の運動を考慮した衛星のダイナミクスモデルを得る．そして衛星のダイナミクスモデル

の線形化およびモード分解により，衛星の運動モードを得る．この運動モードを用いて，

理論解析で使用する，モード座標で表現されたダイナミクスモデルを求める．このモデル

は姿勢変更則の構築においても使用する． 

地球周回軌道における膜構造の運動の解明では運動モードの解析により，膜構造の運動

に対する筐体の姿勢運動の影響を明らかにする．ここでは得られた衛星の運動特性や振動

数に注目し，実験で得られた膜構造の運動と数値解析で得られた運動を比較する．その後，

膜構造の運動に対する電磁力や重力の影響を明らかにする．また数値解析により，得られ

た知見の一般性について議論する．姿勢変更則の構築では，衛星のダイナミクスモデルの

解析により得られた知見から，筐体の運動と膜構造の運動を同期させながら地球指向を達

成するためのトルクを定式化する．そしてこのトルクに基づき，磁気モーメントおよび電

流の導出方法を構築する．また磁気トルクの制約により生じるスピン軸方向の誤差に対応

するため，地磁場方向の変化を利用した，疑似逆行列を用いた姿勢変更則を構築する．得

られた姿勢変更則の数値解析により，電磁力の姿勢変更への利用可能性について議論する． 
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第3章 展開膜衛星のダイナミクスのモデル化 

本章では，本研究の研究対象であるスピン型膜構造を有する人工衛星のダイナ

ミクスのモデル化を行う．本研究では多粒子法を用いた膜構造のダイナミクスの

モデル化，および剛体の運動として筐体のダイナミクスのモデル化を行う．次に，

両者の間のカップリング項を導出し，膜構造と筐体の両者の運動を同時に考慮し

た展開膜衛星のダイナミクスのモデル化を行う．その後モード分解を行うことで

運動モードを導出し，衛星のダイナミクスをモード座標で記述する． 

3.1. ダイナミクスのモデル化方針 

提案手法は筐体に作用する磁気トルク，および膜構造に作用する電磁力を用いて姿勢変

更を行う．姿勢変更時は膜構造の変形を防ぐため，筐体の姿勢運動と膜構造の運動の協調

が重要となる．そのため本章では，膜構造の運動の解析と姿勢変更則の構築に向けた，筐

体の姿勢運動と膜構造の運動の両者を考慮したダイナミクスモデルを構築する．本章では，

まず膜構造の運動と筐体の姿勢運動をそれぞれモデル化する（3.2 節，3.3 節）．その後，両

者の運動の干渉を記述するカップリング項を導出し，両者のダイナミクスモデルに組み込

むことで，スピン型膜構造を有する人工衛星の運動をモデル化する（3.4 節）．その後，構

築した展開膜衛星のダイナミクスモデルの線形化およびモード分解によって，衛星の運動

モードを導出する．そして得られた運動モードを用いて，ダイナミクスをモード座標にて

表現する（3.5 節）．本研究の数値解析では，3.2 節，3.3 節で求める筐体と膜構造のダイナ

ミクスモデルを用いる．また理論解析では，3.5 節で求めるモード座標で表現されたダイナ

ミクスモデルを用いる． 

本研究では，正方形形状で 4 つの電線ループが配置された膜構造を有する，展開膜衛星

について扱う（図 3-1）．筐体はスピン軸周りで対称な直方体形状とし，膜構造と 8 点で接

続されているとする．また，電線が膜構造に対して大きい質量をもつため，先端質量は取

り付けられていないとする．変形をしていない膜構造の平面内の任意の方向を面内方向，

平面に対し垂直方向を面外方向とする．筐体の慣性主軸のうち 1 軸は面外方向を，残りの

2 軸は面内方向を向いているとする．そして面外方向と一致する，筐体の慣性主軸方向を

スピン軸方向と呼称し，理想状態ではこの軸周りに角速度を持つとする．電流はスピン軸

に対して時計周りの電流を正とする．衛星の軌道運動はケプラー運動を仮定し，地球の重

力の影響のみ受けるとする． 

本研究では慣性座標系，軌道面座標系，LVLH 座標系，および機体座標系を使用する

（図 3-2）．慣性座標系(𝑂E– 𝑥
in𝑦in𝑧in)は地球の中心𝑂Eを原点とし，𝑥in軸を J2000.0 の平均春

分点方向，𝑧in軸を J2000.0 の平均赤道面の法線方向とする右手系である．軌道面座標系

(𝑂s–𝑥
o𝑦o𝑧o)は衛星の重心𝑂sを原点とし，𝑥o軸を地球中心に対する衛星の軌道の昇交点方向，  
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図 3-1 衛星モデル 

 

 

図 3-2 使用する座標系 

 

𝑧o軸を衛星の軌道面の法線方向とする右手系である．LVLH 座標系(𝑂s– 𝑥
h𝑦h𝑧h)は衛星の重

心𝑂sを原点とし，𝑥h軸を軌道面法線方向，𝑧h軸を地球中心方向とする右手系である．また，

機体座標系(𝑂s– 𝑥
b𝑦b𝑧b )は衛星の重心𝑂sを原点とし，𝑧b軸をスピン軸方向，𝑥b, 𝑦b軸を慣性

主軸方向とする右手系である． 

衛星の軌道運動はケプラー運動を仮定しているため，慣性座標系から軌道面座標系への

座標変換行列（DCM）は衛星の軌道の昇交点赤経𝛺oおよび軌道傾斜角𝑖oを用いて式(3-1)の

ように表される． 

 

𝑪io = [

cos𝛺o sin𝛺o 0
− sin𝛺o cos 𝑖o cos𝛺o cos 𝑖o sin 𝑖o
sin𝛺o sin 𝑖o −cos𝛺o sin 𝑖o cos 𝑖o

] (3-1) 

また軌道面座標系から LVLH 座標系への DCM は，軌道角速度𝑛oおよび軌道位相角（𝑡 = 0

での昇交点からの角度）𝜙oを用いて式(3-2)のように表される． 

 

𝑪oh = [

0 0 1
−sin(𝑛o𝑡 + 𝜙o) cos(𝑛o𝑡 + 𝜙o) 0

− cos(𝑛o𝑡 + 𝜙o) − sin(𝑛o𝑡 + 𝜙o) 0
] (3-2) 

以上のように座標系を定義し，ダイナミクスのモデル化を行う． 

  

Body

Membrane

Earth

Orbit

-
: Inertial frame

-
: Orbital frame -

: LVLH frame

-
: Body frame
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3.2. 多粒子法を用いた膜構造ダイナミクスのモデル化 

本節では膜構造のダイナミクスのモデル化を行う．地上での膜構造を対象とした実験の

難しさから，従来研究では膜構造の運動の数値解析に向けた，有限要素法（FEM）や多粒

子法（MPM）をベースとしたダイナミクスのモデル化が検討された．FEMを用いる場合は

しわや折り目といった膜構造に特有な現象が注目され，モデル化や解析が行われた[45,46]．

また宮崎らによりエネルギ・モーメンタム法（EMM）をベースとした数値的に安定なモデ

ルが構築された[47-49]．MPMは膜構造を質点・ばね・ダンパ系で置き換えるモデル化手法で

ある[15,16,50,51]．MPM では膜構造を非常にシンプルなモデルに近似をしており，FEM と比較

して精度が低下するが，計算コストが低く，計算コードの構築が容易になるといった利点

がある．また白澤によりスピン型膜構造の二次展開にて生じる膜構造の回転や振動につい

て，その大域的な運動は FEM と MPM でよく一致したことが示されている[52]．そのため姿

勢変更など長時間の数値解析において，MPM の使用により時間の短縮化が期待できる． 

本研究では MPMを採用し，膜構造のダイナミクスのモデル化を行う．図 3-3に示すよう

に MPM では膜構造を，その慣性を表す質点と剛性・減衰を表すばね，ダンパを組み合わ

せて近似する．MPM における質点とばねの配置については様々検討されている[53,54]る．そ

のなかで本研究は膜構造の形状の自由度を高めるため，奥泉らにより構築された三角形要

素を採用する[50]．加えて本研究では，電線の剛性を表す並進ばねと回転ばねを質点間に配

置する．また，各質点に作用する電磁力と重力のモデル化を行う． 

本モデルでは質点の配列を考え，𝑖行𝑗列の質点を𝑃𝑖,𝑗とする．また𝑃𝑖,𝑗，𝑃𝑖+1,𝑗，𝑃𝑖,𝑗+1，

𝑃𝑖+1,𝑗+1で囲む四角形の中心にも質点𝑃𝑖+1/2,𝑗+1/2をおく．質点𝑃𝑖,𝑗から𝑃𝑖+1,𝑗に伸びる線分要

素を𝐿𝑖+,𝑗，𝑃𝑖,𝑗から𝑃𝑖,𝑗+1に伸びる線分要素を𝐿𝑖,𝑗+とする．さらに𝑃𝑖,𝑗から𝑃𝑖+1/2,𝑗+1/2方向，

𝑃𝑖,𝑗から𝑃𝑖−1/2,𝑗−1/2方向に伸びる線分要素をそれぞれ𝐿𝑖+,𝑗+，𝐿𝑖−,𝑗−とする（図 3-4）．𝐿𝑖+,𝑗か

らみて𝑗 + 1側に配置する面要素（𝑃𝑖,𝑗，𝑃𝑖+1,𝑗，𝑃𝑖+1/2,𝑗+1/2で囲む面要素）を𝑆(𝑖+,𝑗)+，𝐿𝑖+,𝑗か

らみて𝑗 − 1側に配置する面要素（𝑃𝑖,𝑗，𝑃𝑖+1,𝑗，𝑃𝑖+1/2,𝑗−1/2で囲む面要素）を𝑆(𝑖+,𝑗)−とする．

同様に𝐿𝑖,𝑗+からみて𝑖 + 1側に配置する面要素（𝑃𝑖,𝑗，𝑃𝑖,𝑗+1，𝑃𝑖+1/2,𝑗+1/2で囲む面要素）を

𝑆(𝑖,𝑗+)+，𝐿𝑖,𝑗+からみて𝑗 − 1側に配置する面要素（𝑃𝑖,𝑗，𝑃𝑖,𝑗+1，𝑃𝑖−1/2,𝑗+1/2で囲む面要素）を

𝑆(𝑖,𝑗+)−とする． 

MPMにおいて膜構造のダイナミクスは，各質点の運動方程式としてモデル化される．本

研究では慣性座標系にて膜構造のダイナミクスをモデル化することで軌道運動を考慮する．

質量𝑚𝑖,𝑗の質点𝑃𝑖,𝑗の運動方程式は，地球中心からの質点の位置𝒓𝑖,𝑗
inを用いて式(3-3)のように

表される． 

 𝑚𝑖,𝑗

𝑑2𝒓𝑖,𝑗
in

𝑑𝑡2
= 𝑭mem(𝑖,𝑗)

in + 𝑭wire(𝑖,𝑗)
in + 𝑭ele(𝑖,𝑗)

in +𝑭grav(𝑖,𝑗)
in = 𝑭𝑖,𝑗

in  (3-3) 

以下より各力のモデル化を行う． 
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図 3-3 多粒子法における膜構造モデル概要図 

 

 

図 3-4 多粒子法における質点，線分要素，面積要素[55] 

 

3.2.1. 膜構造の剛性および減衰のモデル化 

膜構造の剛性・減衰による力𝑭mem(𝑖,𝑗)
in は，膜構造の引張り・圧縮剛性および構造減衰に

よる力𝑭mh(𝑖,𝑗)
in ，𝑭md(𝑖,𝑗)

in より式(3-4)のように表される． 

 𝑭mem(𝑖.𝑗)
in = 𝑭mh(𝑖,𝑗)

in + 𝑭md(𝑖,𝑗)
in  (3-4) 

𝑭mh(𝑖,𝑗)
in ，𝑭md(𝑖,𝑗)

in は並進ばね，ダンパによる力として考える．𝑃𝑖,𝑗と接続する全ての線分

要素において，それぞれのばね・ダンパによる力を加えることで式(3-5)，(3-6)のように計

算する． 



 29 / 109 

 

 𝑭mh(𝑖,𝑗)
in = ∑ 𝑭mh(𝑖,𝑗)𝐿𝑚,𝑛

in

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝐿𝑃𝑖𝑗

 (3-5) 

 𝑭md(𝑖,𝑗)
in = ∑ 𝑭md(𝑖,𝑗)𝐿𝑚,𝑛

in

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝐿𝑃𝑖𝑗

 (3-6) 

ここで𝑁𝐿𝑃𝑖𝑗は質点𝑃𝑖,𝑗と接続する全ての線分要素の集合である．また𝑭mh(𝑖,𝑗)𝐿𝑚,𝑛
in ，

𝑭md(𝑖,𝑗)𝐿𝑚,𝑛
in はそれぞれ線分要素𝐿𝑚,𝑛でのばね，ダンパによる力である．𝐿𝑚,𝑛での圧縮による

変位の大きさが式(3-7)の臨界長 𝑙cr(𝑚,𝑛)より大きくなる場合，膜構造の座屈により

𝑭mh(𝑖,𝑗)𝐿𝑚,𝑛
in は変位によらず一定となるとする． 

 𝑙cr(𝑚,𝑛) = 𝑙𝑚,𝑛 − 𝑔
𝜋2ℎmem

2

12𝑙𝑚,𝑛
 (3-7) 

ここで𝑔はチューニングのためのパラメータである．線分要素𝐿𝑚,𝑛での𝑭mh(𝑖,𝑗)𝐿𝑚,𝑛
in と

𝑭md(𝑖,𝑗)𝐿𝑚,𝑛
in はそれぞれ式(3-8)と式(3-9)で表される． 

 
𝑭mh(𝑖,𝑗)𝐿𝑚,𝑛
in = {

𝑘𝑚,𝑛(𝑙𝑚,𝑛 − 𝑙0(𝑚,𝑛))𝒅𝑚,𝑛
in  (𝑙𝑚,𝑛 > 𝑙0(𝑚,𝑛) − 𝑙cr(𝑚,𝑛))

−𝑘𝑚,𝑛𝑙cr(𝑚,𝑛)𝒅𝑚,𝑛
in  (𝑙𝑚,𝑛 ≤ 𝑙0(𝑚,𝑛) − 𝑙cr(𝑚,𝑛))

 (3-8) 

 𝑭md(𝑖,𝑗)𝐿𝑚,𝑛
in = 𝑐𝑚,𝑛𝑙�̇�,𝑛𝒅𝑚,𝑛

in  (3-9) 

ここで𝑙𝑚,𝑛，𝑙0(𝑚,𝑛)はそれぞれ𝐿𝑚,𝑛の長さ，自然長とし，𝒅𝑚,𝑛
in は𝑃𝑖,𝑗を始点とする𝐿𝑚,𝑛上の単

位方向ベクトルとする．また𝑘𝑚,𝑛, 𝑐𝑚,𝑛は𝐿𝑚,𝑛上のばね係数およびダンパの減衰係数とする． 

𝑘𝑚,𝑛, 𝑐𝑚,𝑛は，面要素𝑆(𝑚,𝑛)+，𝑆(𝑚,𝑛)−のそれぞれが𝐿𝑚,𝑛に寄与する引張り・圧縮剛性と構

造減衰の効果から求める．線分要素𝐿𝑖,𝑗+を例とし面要素𝑆(𝑖,𝑗+)+が𝐿𝑖,𝑗+に与える効果を考え

る．ここで𝑆(𝑖,𝑗+)+における質点𝑃𝑖,𝑗，𝑃𝑖,𝑗+1，𝑃𝑖+1 2⁄ ,𝑗+1 2⁄ をそれぞれ𝑃1，𝑃2，𝑃3，線分要素

𝐿𝑖+,(𝑗+1)−，𝐿𝑖+,𝑗+，𝐿𝑖,𝑗+をそれぞれ𝐿1，𝐿2，𝐿3とする．𝐿1，𝐿2，𝐿3におけるばね係数𝑘1，𝑘2，

𝑘3は，面要素の各辺方向の引張り・圧縮により蓄えられるひずみエネルギーより設定し式

(3-10)，(3-11)のように表される．また𝐿1，𝐿2，𝐿3上のダンパの減衰係数𝑐1，𝑐2，𝑐3は減衰

比𝜁を用いて式(3-12)のように表される． 

 

(
𝑘1
𝑘2
𝑘3

) = 𝑲−1 (
1
1
1
) , (𝑲)𝛼𝛽 =

𝑎𝛼𝛽
2 𝑙𝛽

2

𝐸mℎm𝐴123
 (3-10) 

 
𝑎𝛼𝛽 = 1 −

4(1 + 𝜈m)𝐴123
2

𝑙𝛼2𝑙𝛽
2 (1 − 𝛿𝛼𝛽) (3-11) 

 

𝑐𝛼 = 2𝜁 √𝑘𝛼
𝑚𝛽 +𝑚𝛾

2
   (𝛼, 𝛽, 𝛾 = 1, 2, 3) (3-12) 

ここで𝐴123は面要素𝑆(𝑖,𝑗+)+の面積である． (𝑲)𝛼𝛽を行列𝑲の𝛼行𝛽列の要素とし，𝑙𝛼，𝑙𝛽を線

分要素𝐿𝛼，𝐿𝛽の長さとする．また，𝛼, 𝛽, 𝛾は線要素番号である．𝑆(𝑖,𝑗+)−についても，𝑃𝑖,𝑗，

𝑃𝑖,𝑗+1，𝑃𝑖−1 2⁄ ,𝑗+1 2⁄ をそれぞれ𝑃1
′，𝑃2

′，𝑃3
′，線分要素𝐿𝑖−,(𝑗+1)−，𝐿𝑖−,𝑗+，𝐿𝑖,𝑗+をそれぞれ𝐿1

′，

𝐿2
′ ，𝐿3

′ として同様に求め，𝐿1
′，𝐿2

′ ，𝐿3
′ のばね係数𝑘1

′，𝑘2
′，𝑘3

′および減衰係数𝑐1
′，𝑐2

′，𝑐3
′を

得る．そして𝑘𝑖,𝑗+は，ばね係数を𝑘3および𝑘3
′とする二つのばねの並列接続，𝑐𝑖,𝑗+は減衰係

数𝑐3および𝑐3
′の二つのダンパの並列接続としてそれぞれ式(3-13)，式(3-14)で表される． 
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図 3-5 膜構造面要素のモデル[55]

 

 

 𝑘𝑖,𝑗+ = 𝑘3 + 𝑘3
′  (3-13) 

 𝑐𝑖,𝑗+ = 𝑐3 + 𝑐3
′  (3-14) 

質点𝑃𝑖,𝑗と接続する他の線分要素においても，同様に引張り・圧縮剛性と構造減衰の力を計

算し，式(3-5)，(3-6)より𝑭mh(𝑖,𝑗)
in ，𝑭md(𝑖,𝑗)

in を求める．以上のように膜構造の剛性・減衰によ

る力𝑭mem(𝑖,𝑗)
in を求める． 

 

3.2.2. 電線の引張り剛性および曲げ剛性のモデル化 

質点𝑃𝑖,𝑗に作用する電線剛性の力𝑭wire(𝑖,𝑗)
in は，電線の引張り・圧縮剛性による力𝑭wh(𝑖,𝑗)

in ，

曲げ剛性による力𝑭wb(𝑖,𝑗)
in により式(3-15)より求められる． 

 𝑭wire(𝑖.𝑗)
in = 𝑭wh(𝑖,𝑗)

in + 𝑭wb(𝑖,𝑗)
in  (3-15) 

電線は膜構造スケールに対して十分細く線分として表すことができるとし，電線要素𝑤は

線分要素上に配置されるとする． 

まず引張り・圧縮剛性による力𝑭wh(𝑖,𝑗)
in について考える．質点𝑃𝑖,𝑗に作用する𝑭wh(𝑖,𝑗)

in は並

進ばねによる力として捉え，𝑃𝑖,𝑗と接続する全ての電線要素の並進ばねによる力を足し合わ

せることで得られる．  

 𝑭wh(𝑖,𝑗)
in = ∑ 𝑭wh(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛

in

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑤𝑃𝑖𝑗w

 (3-16) 

ここで𝑁𝑤𝑃𝑖𝑗wは𝑃𝑖,𝑗と接続する全ての電線要素の要素番号の集合とする．また𝑭wh(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛
in は

𝑤𝑚,𝑛上の並進ばねによる力とする．例として電線要素𝑤𝑖,𝑗+について考える（図 3-6）．𝑤𝑖,𝑗+

上の並進ばねにより𝑃𝑖,𝑗に作用する力𝑭wh(𝑖,𝑗)𝑤𝑖,𝑗+
in は式(3-17)のように表される[56]． 

 
𝑭wh(𝑖,𝑗)𝑤𝑖,𝑗+
in =

𝐸w𝐴w(𝑙𝑖,𝑗+ − 𝑙0(𝑖,𝑗+))

𝑙0(𝑖,𝑗+)
𝒅𝑖,𝑗+
in  (3-17) 

ここで𝐴wは電線の断面積，𝑙𝑖,𝑗+，𝑙0(𝑖,𝑗+)は電線要素𝑤𝑖,𝑗+の長さと自然長である． 

次に電線の曲げ剛性の効果を考える．曲げ剛性の効果は電線要素間の質点に配置される

回転ばねにより電線要素に作用する弾性トルクとして表現する．電線要素が曲がらないと

いう仮定のもと，このトルクは両端の質点に作用する偶力として分配できる．図 3-6のよ 

𝑘1𝑘2

𝑘3

𝑚1

𝑚3

𝑚2

𝑐2
𝑐1

𝑐3

𝑙1
𝑙2

𝑙3

𝑆 𝑖,𝑗+ +
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図 3-6 電線の引張り剛性，曲げ剛性のモデル概要図[55] 

 

うな電線を考えると，𝑃𝑖,𝑗に作用する曲げ剛性による力𝑭wb(𝑖,𝑗)
in を求める際は𝑃𝑖,𝑗，𝑃𝑖,𝑗+1，

𝑃𝑖,𝑗−1周りに配置される回転ばねを考慮する．𝑃𝑖,𝑗に作用する力𝑭wb(𝑖,𝑗)
in は式(3-18)のように表

される． 

 𝐹wb(𝑖,𝑗)
in = ∑ 𝐹wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑚,𝑛

in

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑃𝑃𝑖𝑗w

 (3-18) 

ここで𝑁𝑃𝑃𝑖𝑗wは考慮するべき回転ばねが配置された質点番号の集合とする．𝑭wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑚,𝑛
in は

𝑃𝑚,𝑛で隣接する電線要素間の回転ばねにより𝑃𝑖,𝑗に作用する力である．例として𝑃𝑖,𝑗とつなが

る電線要素𝑤𝑖,(𝑗−1)+，𝑤𝑖,𝑗+について考える（図 3-6）．𝑃𝑖,𝑗周りの回転ばねにより𝑤𝑖,(𝑗−1)+，

𝑤𝑖,𝑗+に作用するトルク𝑻wb(𝑖,(𝑗−1)+)𝑃𝑖,𝑗
in ，𝑻wb(𝑖,𝑗+)𝑃𝑖,𝑗

in は式(3-19)，(3-20)のように表される． 

 
𝑻wb(𝑖,(𝑗−1)+)𝑃𝑖,𝑗
in = −

𝐸w𝐽w(𝑖,𝑗)(𝜙𝑖,𝑗 − 𝜙0(𝑖,𝑗))

𝑙0(𝑖,(𝑗−1)+)
𝒏wb(𝑖,𝑗)
in  (3-19) 

 
𝑻wb(𝑖,𝑗+)𝑃𝑖,𝑗
in =

𝐸w𝐽w(𝑖,𝑗)(𝜙𝑖,𝑗 − 𝜙0(𝑖,𝑗))

𝑙0(𝑖,𝑗+)
𝒏wb(𝑖,𝑗)
in  (3-20) 

ここで 𝐽w(𝑖,𝑗)は𝑃𝑖,𝑗の位置での電線の断面二次モーメント，𝜙𝑖,𝑗，𝜙0(𝑖,𝑗)は𝑤𝑖,(𝑗−1)+，𝑤𝑖,𝑗+間

の角度および平衡角とする．また，𝒏wb(𝑖,𝑗)
in は𝑤𝑖,(𝑗−1)+から𝑤𝑖,𝑗+への回転軸方向を表す． 

 
𝒏wb(𝑖,𝑗)
in =

𝒅𝑖,(𝑗−1)+
in × 𝒅𝑖,𝑗+

in

|𝒅𝑖,(𝑗−1)+
in × 𝒅𝑖,𝑗+

in |
 (3-21) 

𝑃𝑖,𝑗−1，𝑃𝑖,𝑗，𝑃𝑖,𝑗+1に作用する力𝑭wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗
in ，𝑭wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑖,𝑗

in ，𝑭wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗
in は，求めた弾性トルク

から式(3-22)-(3-24)のように求められる． 

 
𝑭wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗
in = −

𝑻wb(𝑖,(𝑗−1)+)𝑃𝑖,𝑗
in × 𝒅(𝑖,(𝑗−1)+)

in

𝑙𝑖,(𝑗−1)+
 (3-22) 

 
𝑭wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗
in =

𝑻wb(𝑖,𝑗+)𝑃𝑖,𝑗
in × 𝒅(𝑖,𝑗+)

in

𝑙𝑖,𝑗+
 (3-23) 

 𝑭wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑖,𝑗
in = −(𝑭wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗

in + 𝑭wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗
in ) (3-24) 

以上のように電線の剛性による力を求めることができる． 

 

3.2.3. 電線に作用する電磁力のモデル化 

質点𝑃𝑖,𝑗に作用する電磁力𝑭ele(𝑖,𝑗)
in は，地磁場による電磁力𝑭eE(𝑖,𝑗)

in と電線の相互磁場による

𝑃𝑖,𝑗

𝑃𝑖,𝑗+1

𝑤𝑖, 𝑗−1 +

𝑤𝑖,𝑗+

𝒅𝑖,𝑗+
in

𝑭wire 𝑖,𝑗+1
in

𝒅𝑖, 𝑗+1 +
in

𝑭wire 𝑖,𝑗
in

𝑭wire 𝑖,𝑗−1
in

𝒅𝑖, 𝑗−1 +
in

𝑃𝑖,𝑗−1
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電磁力𝑭ein(𝑖,𝑗)
in から式(3-25)より得られる． 

 𝑭ele(𝑖.𝑗)
in = 𝑭eE(𝑖,𝑗)

in + 𝑭ein(𝑖,𝑗)
in  (3-25) 

まず地磁場による電磁力𝑭eE(𝑖,𝑗)
in について考える．𝑭eE(𝑖,𝑗)

in は質点𝑃𝑖,𝑗と接続する電線要素ごと

に地磁場による電磁力を計算することで，式(3-26)のように表される． 

 𝑭eE(𝑖,𝑗)
in = ∑ 𝑭eE(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛

in

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑤𝑃𝑖𝑗𝑤

 (3-26) 

ここで𝑁𝑤𝑃𝑖𝑗𝑤は𝑃𝑖,𝑗と接続する全ての電線要素の要素番号の集合である．また𝑭eE(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛
in は

地磁場により𝑤𝑚,𝑛が𝑃𝑖,𝑗に及ぼす電磁力である．𝑭eE(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛
in はローレンツ力から以下となる． 

 
𝑭eE(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛
in =

𝐼𝑙𝑤𝑚,𝑛(𝒅I(𝑚,𝑛)
in × 𝑩E

in)

2
 (3-27) 

ここで𝑙𝑤𝑚,𝑛は電線要素𝑤𝑚,𝑛の長さ，𝒅I(𝑚,𝑛)
in は𝑤𝑚,𝑛の電流方向の単位ベクトルである．また

𝑩E
inは衛星の軌道位置での地磁場ベクトルであり，地磁気ダイポールで近似的に表すことで

式(3-28)のようにモデル化される[58]． 

 𝑩E
in = −

𝜇0
4𝜋|𝒓EC|5

{(𝒓EC
in ⋅ 𝒓EC

in )𝒎E
in − 3(𝒎E

in ⋅ 𝒓EC
in )𝒓EC

in } (3-28) 

ここで𝒓ECは地球中心に対する衛星重心の位置ベクトルである．質点𝑃𝑖,𝑗と接続する他の電

線要素についても同様に地磁場による電磁力を計算することができる． 

次に相互磁場による電磁力𝑭ein(𝑖,𝑗)
in について考える．𝑭ein(𝑖,𝑗)

in は質点𝑃𝑖,𝑗と接続する電線要

素ごとに相互磁場による電磁力を計算することで，式(3-29)のように表される． 

 𝑭ein(𝑖,𝑗)
in = ∑ 𝑭ein(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛

in

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑤𝑃𝑖𝑗

 (3-29) 

ここで𝑭ein(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛
in は，相互磁場により𝑤𝑚,𝑛が𝑃𝑖,𝑗に及ぼす電磁力である．𝑭ein(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛

in は𝑤𝑚,𝑛

以外の電線要素ごとに相互磁場による電磁力を計算することで，式(3-30)のように表す[57]． 

 𝑭ein(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛
in = ∑ 𝑭ein(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛𝑤𝑘,𝑙

in

(𝑘,𝑙)∈𝑁𝑤𝑤𝑚𝑛

 (3-30) 

𝑁𝑤𝑤𝑚𝑛は𝑤𝑚,𝑛以外の全ての電線要素の要素番号の集合である．また𝑭ein(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛𝑤𝑘,𝑙
in は𝑤𝑘,𝑙が

発する磁場により𝑤𝑚,𝑛が𝑃𝑖,𝑗に及ぼす電磁力である．例として電線要素𝑤𝛼,𝛽+が𝑤𝑖,𝑗+に及ぼ

す電磁力ついて考える（図 3-7）．𝑤𝑖,𝑗+，𝑤𝛼,𝛽+上に座標軸𝑠e(𝑖,𝑗+), 𝑠e(𝛼,𝛽+)を配置する．𝑤𝛼,𝛽+

が生じる磁場により𝑤𝑖,𝑗+に作用する電磁力𝑭e𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+
in ，電磁トルク𝑻e𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+

in は，Biot-

Savart 則より式(3-31)，(3-32)のように表される． 
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図 3-7 電磁力の計算時の電線配置とその座標系[55] 

 

 
𝑭e𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+
in = −

𝜇0𝐼
2

4𝜋
∫ ∫ 𝒅I(𝑖,𝑗+)

in
𝑠e(𝛼,𝛽+)1

𝑠e(𝛼,𝛽+)0

𝑠e(𝑖,𝑗+)1

𝑠e(𝑖,𝑗+)0

× (
𝒓in(𝑠e(𝑖,𝑗+)) − 𝒓

in(𝑠e(𝛼,𝛽+))

|𝒓(𝑠e(𝑖,𝑗+)) − 𝒓(𝑠e(𝛼,𝛽+))|
3 × 𝒅I(𝛼,𝛽+)

in )𝑑𝑠e(𝛼,𝛽+) 𝑑𝑠e(𝑖,𝑗+) 

(3-31) 

 
𝑻e𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+
in = −

𝜇0𝐼
2

4𝜋
∫ ∫ 𝑠e(𝑖,𝑗+)𝒅𝐈(𝑖,𝑗+)

in
𝑠e(𝛼,𝛽+)1

𝑠e(𝛼,𝛽+)0

𝑠e(𝑖,𝑗+)1

𝑠e(𝑖,𝑗+)0

× (
𝒓in(𝑠e(𝑖,𝑗+)) − 𝒓

in(𝑠e(𝛼,𝛽+))

|𝒓(𝑠e(𝑖,𝑗+)) − 𝒓(𝑠e(𝛼,𝛽+))|
3 × 𝒅I(𝛼,𝛽+)

in )𝑑𝑠e(𝛼,𝛽+) 𝑑𝑠e(𝑖,𝑗+)

− 𝑠e(𝑖,𝑗+)0𝑭e(𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+)
in  

(3-32) 

ここで𝒓(𝑠e(𝑖,𝑗+)), 𝒓(𝑠e(𝛼,𝛽+))はそれぞれ電線要素𝑤𝑖,𝑗+，𝑤𝛼,𝛽+上のある点の位置ベクトル，𝜇

は透磁率とする．質点𝑃𝑖,𝑗 , 𝑃𝑖,𝑗+1に作用する力𝑭ein(𝑖,𝑗)𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+
in , 𝑭ein(𝑖,𝑗+1)𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+

in は，電磁力，

電磁トルクから以下のように得られる． 

 
𝑭ein(𝑖,𝑗+1)𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+
in =

𝑻e𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+
in

𝑠e(𝑖,𝑗+)1 − 𝑠e(𝑖,𝑗+)0
 (3-33) 

 𝑭ein(𝑖,𝑗)𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+
in = 𝑭e𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+

in − 𝑭ein(𝑖,𝑗+1)𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+
in  (3-34) 

以上のように電磁力を求めることができる． 

3.2.4. 重力のモデル化 

質点𝑃𝑖,𝑗に作用する重力𝑭grav(𝑖,𝑗)
in は式(3-35)のようにモデル化する． 

 
𝑭grav(𝑖,𝑗)
in = −𝜇E

𝑚𝑖,𝑗𝒓𝑖,𝑗
in

|𝒓𝑖,𝑗|
3  (3-35) 

 

  

𝑭ele(𝑖,𝑗)𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+
in

 

𝑭ele(𝑖,𝑗+1)𝑤𝑖,𝑗+𝑤𝛼,𝛽+
in

 

𝑤𝑖,𝑗+ 

𝑤𝛼,𝛽+ 

𝑃𝑖,𝑗 

𝑠e(𝑖,𝑗+) 

𝒅I(𝛼,𝛽+)
in

   
𝑠e(𝛼,𝛽+) 

𝒅I(𝑖,𝑗+)
in

 

𝑠e(𝛼,𝛽+)0 

𝑠e(𝛼,𝛽+)1 

𝑠e(𝑖,𝑗+)0 

𝑠e(𝑖,𝑗+)1 

𝑃𝑖,𝑗+1 
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3.3. 筐体のダイナミクスのモデル化 

筐体の並進運動は運動方程式により式(3-36)のようにモデル化される． 

 
𝑚b�̈�Eb

in = −𝜇E
𝑚b𝒓Eb

in

|𝒓Eb|3
+ ∑ 𝑭𝑚,𝑛

in

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑃b

 (3-36) 

ここで𝑚bは筐体の質量，𝒓Ebは慣性座標系での筐体重心の位置ベクトル，𝑁𝑃bは筐体と膜構

造の接続点に位置する質点の集合である． 

筐体の姿勢運動は，筐体に対する角運動量保存則から式(3-37)のようにモデル化する

（図 3-8）． 

 𝑰b�̇�ib
b +𝝎ib

b × 𝑰b𝝎ib
b = 𝑻ele

b + 𝑻grav
b + 𝑻mem

b = 𝑻b
b (3-37) 

磁気トルク𝑻ele
b は筐体に搭載された MTQ の磁気モーメント𝒎bと地磁場との干渉により生

じ，式(3-38)のようにモデル化される． 

 𝑻ele
b = 𝒎b

b ×𝑩E
b (3-38) 

重力傾斜トルク𝑻grav
b は式(3-39)のようにモデル化される[40]． 

 
𝑻grav
b = −

3𝜇E
|𝒓Eb|5

𝒓Eb
b × 𝑰b𝒓Eb

b  (3-39) 

膜構造から作用するトルク𝑻mem
b は，筐体と膜構造の接続点に作用する力およびトルクから

式(3-40)のように表される． 

 𝑻mem
b = ∑ {(𝒓𝑚,𝑛

b − 𝒓Eb
b ) × 𝑭𝑚,𝑛

b + 𝑻wbb𝑃𝑚,𝑛
b }

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑃b

 (3-40) 

ここで𝑻wbb𝑃𝑚,𝑛は質点𝑃𝑚,𝑛周りの電線の曲げ剛性を表す回転ばねが筐体に及ぼすトルクであ

る． 

重力傾斜トルクや磁気トルクは筐体の姿勢によるため，筐体の姿勢キネマティクスをモ

デル化する．筐体の姿勢は LVLH 座標系から機体座標系への 3-1-2 系のオイラー角𝜶hb =

[𝛼hb1 𝛼hb2 𝛼hb3]
Tを用いて表す．𝜶hbを用いて LVLH 座標系から機体座標系への DCM は式

(3-41)のようになる[59]． 

𝑪hb = [
cos𝛼hb2 cos𝛼hb3 − sin𝛼hb1 sin 𝛼hb2 sin 𝛼hb3 cos𝛼hb3 sin 𝛼hb1 sin 𝛼hb2 + cos𝛼hb2 sin𝛼hb3 −cos𝛼hb1 sin𝛼hb2

−cos𝛼hb1 sin𝛼hb3 cos𝛼hb1 cos𝛼hb3 sin𝛼hb1
cos𝛼hb3 sin𝛼hb2 + cos𝛼hb2 sin 𝛼hb1 sin 𝛼hb3 −cos𝛼hb2 cos𝛼hb3 sin𝛼hb1 + sin𝛼hb2 sin 𝛼hb3 cos𝛼hb1 cos𝛼hb2

] 

(3-41) 

式(3-41)を用いて慣性座標系から機体座標系への DCM 𝑪ibは式(3-42)のように表される． 

 𝑪ib = 𝑪hb𝑪oh𝑪io (3-42) 

ここで式(3-43)の関係を用いることにより，筐体の慣性座標系に対する角速度ベクトルを，

オイラー角を用いて式(3-44)のように表すことができる[59]． 

 [𝝎ib
b ]

×
= 𝑪ib�̇�ib

T  (3-43) 

 

𝝎ib
b = [

cos𝛼hb2 0 −cos𝛼hb1 sin 𝛼hb2
0 1 sin𝛼hb1

sin 𝛼hb2 0 cos𝛼hb1 cos 𝛼hb2

] �̇�hb + 𝑛o [
− cos𝛼hb1 sin𝛼hb2

sin 𝛼hb1
cos𝛼hb1 cos𝛼hb2

] (3-44) 
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図 3-8 筐体に作用する力・トルク 

 

ここで[𝝎ib
b ]

×
は𝝎ib

b での外積を示す表す交代行列である．この行列は任意のベクトル𝒂 =

[𝑎1 𝑎2 𝑎3]
Tに対して式(3-45)のように表される． 

 
[𝒂]× = [

0 −𝑎3 𝑎2
𝑎3 0 −𝑎1
−𝑎2 𝑎1 0

]  (3-45) 

式(3-44)が筐体の姿勢キネマティクスとなる．本研究における数値解析は，以上のように

得られた多粒子法を用いた膜構造のダイナミクスモデル，および筐体のダイナミクスモデ

ルを用いて行った． 

3.4. 膜構造と筐体の姿勢とのカップリングを考慮した拘束モードモデルの導

出 

3.4.1. モデル導出の概要 

 衛星の運動の解析のためダイナミクスのモード分解を行う．膜構造は薄く，かつ展張状

態を維持しつつ姿勢変更を行うとし，理論解析においてはダンパによる減衰および座屈の

効果は考慮しない．また，電流から生じる磁場は地磁場と比較し十分小さいとし，地磁場

との干渉による電磁力のみ考慮する．加えて衛星の軌道角速度はスピン角速度と比較して

十分小さいとする．また，膜構造の変形や LVLH 系に対するスピン軸の回転，および姿勢

変更における角速度の変動を微小とする． 

本節では 3.2 節，3.3 節で接続点での境界力によって表された筐体と膜構造のダイナミク

スのカップリングを，筐体の角速度および膜構造の質点位置を用いて表現する．次にモー

ド分解に向けたダイナミクスの線形化を行う．その後，膜構造の運動のモード分解を行う

ことで，拘束モードモデルと呼ばれる，筐体と膜構造の運動モードのカップリングが表現

されたダイナミクスモデルを得る． 

Geomagnetic field

Body

Gravity gradient torque

Magnetic torque

Force applied by

the membrane

MTQ
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3.4.2. 機体座標系での膜構造ダイナミクスの表現 

膜構造のダイナミクスを機体座標系で表現することで，筐体の姿勢運動が膜構造の運動

に与える影響を慣性力として表す．質点要素𝑃𝑖,𝑗の位置ベクトル𝒓𝑖,𝑗
inを地球中心に対する衛

星重心の位置ベクトル𝒓EC
in と衛星重心に対する𝑃𝑖,𝑗の位置ベクトル𝒓C(𝑖,𝑗)

b を用いて表すと式

(3-46)のようになる． 

 𝒓𝑖,𝑗
in = 𝒓EC

in + 𝑪ib
T 𝒓C(𝑖,𝑗)

b  (3-46) 

ここで𝒓ECは地球中心に対する衛星の重心の位置ベクトルである．式(3-46)を式(3-3)に代入

し整理すると式(3-47)のようになる． 

 𝑚𝑖,𝑗(�̈�C(𝑖,𝑗)
b + 2𝝎ib

b × �̇�C(𝑖,𝑗)
b +𝝎ib

b × (𝝎ib
b × 𝒓C(𝑖,𝑗)

b ) + �̇�ib
b × 𝒓C(𝑖,𝑗)

b )

= 𝑭mem(𝑖,𝑗)
b + 𝑭wire(𝑖,𝑗)

b + 𝑭eE(𝑖,𝑗)
b + 𝑭grav(𝑖,𝑗)

b −𝑚𝑖,𝑗𝑪ib�̈�EC
in  

(3-47) 

式(3-47)において左辺の第二項，第三項が機体座標系の回転によるコリオリ力および遠心

力を示し，第四項が筐体の角速度の変化により生じる慣性力を表す．|𝒓EC| ≫ |𝒓C(𝑖,𝑗)|であ

るため|𝒓C(𝑖,𝑗)|の 2次以上の項を 0に近似すると，式(3-35)より𝑭grav(𝑖,𝑗)
b は式(3-48)のように近

似される． 

 
𝑭grav(𝑖,𝑗)
b ≅ −

𝑚𝑖,𝑗𝜇E
|𝒓EC|3

{𝒓EC
b + 𝒓C(𝑖,𝑗)

b −
3(𝒓EC ⋅ 𝒓C(𝑖,𝑗))

|𝒓EC|2
𝒓EC
b } (3-48) 

一方で�̈�EC
in は重力による衛星全体に作用する加速度であるため式(3-49)のようになる． 

 �̈�EC
in = −

𝜇E
|𝒓EC|3

𝒓EC
in  (3-49) 

式(3-48)，(3-49)より式(3-47)は式(3-50)，(3-51)のように整理される． 

 𝑚𝑖,𝑗(�̈�C(𝑖,𝑗)
b + 2𝝎ib

b × �̇�C(𝑖,𝑗)
b +𝝎ib

b × (𝝎ib
b × 𝒓C(𝑖,𝑗)

b ) + �̇�ib
b × 𝒓C(𝑖,𝑗)

b )

= 𝑭mem(𝑖,𝑗)
b + 𝑭wire(𝑖,𝑗)

b + 𝑭eE(𝑖,𝑗)
b + 𝑭gC(𝑖,𝑗)

b  
(3-50) 

 
𝑭gC(𝑖,𝑗)
b = −

𝑚𝑖,𝑗𝜇E
|𝒓EC|

3
{𝒓C(𝑖,𝑗)

b −
3(𝒓EC ⋅ 𝒓C(𝑖,𝑗))

|𝒓EC|
2

𝒓EC
b } (3-51) 

以上のように機体座標系における膜構造のダイナミクスがモデル化される． 

3.4.3. 筐体の姿勢ダイナミクスに対する膜構造の運動の影響のモデル化 

衛星の姿勢運動および膜構造の運動によって生じる，筐体と膜構造の接続点での境界力

により，両者間で角運動量が交換される．慣性座標系における筐体と膜構造の総角運動量

の保存則から，式(3-52)が成り立つ． 

 
𝑑

𝑑𝑡
(𝑪ib

T 𝑰b𝝎ib
b +∑𝑚𝑖,𝑗𝒓𝑖,𝑗

in × �̇�𝑖,𝑗
in

𝑖,𝑗

)

= 𝑻ele
in + 𝑻grav

in +∑𝒓𝑖,𝑗
in × (𝑭eE(𝑖,𝑗)

in + 𝑭grav(𝑖,𝑗)
in )

𝑖,𝑗

 

(3-52) 

式(3-52)に式(3-46)を代入することで，式(3-53)を得る． 

 𝑰b�̇�ib
b +𝝎ib

b × 𝐼b𝝎ib
b +∑𝑚𝑖,𝑗𝒓C(𝑖,𝑗)

b × {�̈�C(𝑖,𝑗)
b + 2𝝎ib

b × �̇�C(𝑖,𝑗)
b

𝑖,𝑗

+𝝎ib
b × (𝝎ib

b × 𝒓C(𝑖,𝑗)
b ) + �̇�ib

b × 𝒓C(𝑖,𝑗)
b }

= 𝑻ele
b + 𝑻grav

b +∑𝒓𝑖,𝑗
b × (𝑭eE(𝑖,𝑗)

b + 𝑭gC(𝑖,𝑗)
b )

𝑖,𝑗

 

(3-53) 
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式(3-53)の右辺において，角運動量の交換により接合点での境界力が打ち消される．よっ

て式(3-53)の左辺の第三項以降と右辺により，筐体へ作用する磁気トルクと重力傾斜トル

クに加え，膜構造の運動が筐体の姿勢運動に与える影響が表現される． 

3.4.4. ダイナミクスの線形化 

モード分解に向け，衛星のダイナミクスモデルの線形化を行う．線形化では質点位置，

オイラー角，および角速度を，スピン軸方向と𝑧h軸方向が一致しているとき（平衡点）の

値とそこからの微小変動の和で表現し，微小量の 2 次以降の項を 0 に近似する．角速度ベ

クトル𝝎ib
b を，スピン角速度ベクトル𝝎ib0

b = [0,0,𝜔s]
Tと微小な変動角速度δ𝝎ib

b を用いて式

(3-54)のように表す． 

 𝝎ib
b = 𝝎ib0

b + δ𝝎ib
b  (3-54) 

このとき�̇�ib
b = δ�̇�ib

b となる．多粒子法における膜構造の質点の位置ベクトル𝒓𝑖,𝑗
b を，平衡点

での各質点の位置ベクトル𝒓e(𝑖,𝑗)
b = [𝑥e(𝑖,𝑗)

b  𝑦e(𝑖,𝑗)
b  𝑧e(𝑖,𝑗)

b ]
T
および平衡点からの微小な変位ベク

トル𝛿𝒓𝑖,𝑗
b = [δ𝑥𝑖,𝑗

b  δ𝑦𝑖,𝑗
b  δ𝑧𝑖,𝑗

b ]
T
を用いて式(3-55)のように表現する． 

 𝒓C(𝑖,𝑗)
b = 𝒓e(𝑖,𝑗)

b + 𝛿𝒓𝑖,𝑗
b  (3-55) 

このとき�̇�𝑖,𝑗
b = 𝛿�̇�𝑖,𝑗

b ，�̈�𝑖,𝑗
b = 𝛿�̈�𝑖,𝑗

b となる．平衡点では膜構造および電線の剛性による力と遠

心力が釣り合う．式(3-47)において軌道運動により変動する電磁力𝑭ele(𝑖,𝑗)
b および重力

𝑭grav(𝑖,𝑗)
b を𝟎とし，𝛿𝒓𝑖,𝑗

b = 𝛿�̇�𝑖,𝑗
b = 𝟎，δ𝝎ib

b = δ�̇�ib
b = 𝟎として式(3-54)，(3-55)を代入すると

式(3-56)のようになる． 

 𝑚𝑖,𝑗𝝎ib0
b × (𝝎ib0

b × 𝒓e(𝑖,𝑗)
b ) = 𝑭mem(𝑖,𝑗)e

b + 𝑭wire(𝑖,𝑗)e
b  (3-56) 

ここで𝑭mem(𝑖,𝑗)e，𝑭wire(𝑖,𝑗)eはそれぞれ平衡点にて質点𝑃𝑖,𝑗に作用する，膜構造および電線

の剛性による力である．式(3-56)を全質点に拡張することで式(3-57)–式(3-60)を得る． 

 𝑴𝑺(𝝎ib0
b )𝑺(𝝎ib0

b )𝒓e
b = 𝑭stre

b  (3-57) 

 𝑴 = diag(𝑚1,1, 𝑚1,1, 𝑚1,1,𝑚1,2, 𝑚1,2, 𝑚1,2, … ) (3-58) 

 𝒓e
b = [𝒓e(1,1)

bT  𝒓e(1,2)
bT … ]

T
 (3-59) 

 𝑭stre
b = [𝑭mem(1,1)e

bT + 𝑭wire(1,1)e
bT  𝑭mem(1,2)e

bT + 𝑭wire(1,2)e
bT … ]

T
 (3-60) 

ここで𝑺(𝝎ib0
b )は[𝛚ib0

b ]
×
を対角に並べた行列であり，式(3-61)のように表される． 

 

𝑺(𝝎ib0
b ) =

[
 
 
 
 
[𝛚ib0

b ]
×

𝟎3×3 ⋯ 𝟎3×3

𝟎3×3 [𝛚ib0
b ]

×
𝟎3×3

⋮ ⋱ ⋮
𝟎3×3 𝟎3×3 ⋯ [𝛚ib0

b ]
×]
 
 
 
 

   (3-61) 

式(3-57)を𝒓e
bについて解くことで平衡点での各質点の位置ベクトルを得る．式(3-57)は解析

的には解けないため，ニュートン・ラプソン法を用いて数値的に解く．まず，式(3-62)の

ように関数𝒇(𝒓e
b)を定義する． 

 𝒇(𝒓e
b) = 𝑴𝑺(𝝎ib0

b )𝑺(𝝎ib0
b )𝒓e

b − 𝑭stre
b = 𝟎 (3-62) 

そして式(3-63)を繰り返し計算し，式(3-64)で表される収束条件を満たしたときの𝒓ek
b が式

(3-57)の数値解である． 
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 𝒓ek
b = 𝒓e(k−1)

b − 𝑱𝑘−1
−1 𝒇(𝒓e(k−1)

b ) (3-63) 

 |𝒓ek
b − 𝒓e(k−1)

b | < 𝜖 (3-64) 

ここで𝑱𝑘は𝒇(𝒓ek
b )のヤコビアン，𝒓ek

b は kステップ目の𝒓e
bである． 

式(3-55)を用いて膜構造の引張り・圧縮剛性および電線の剛性による力の線形化を行う．

膜構造の剛性による力は，式(3-5)，式(3-8)より式(3-65)のように線形化される． 

 𝑭mh
b ≅ 𝑭mhe

b + 𝑨mhδ𝒓
b (3-65) 

ここで𝑭mh
b = [𝑭mh(1,1)

bT , 𝑭mh(1,2)
bT , … ]

T
，δ𝒓b = [δ𝒓1,1

bT , δ𝒓1,2
bT , … ]

T
である．電線の剛性による力

は式(3-16)–(3-18)および式(3-22)–(3-24)より，式(3-66)，(3-67)のように線形化される． 

 𝑭wh
b ≅ 𝑭whe

b + 𝑨whδ𝒓
b (3-66) 

 𝑭wb
b ≅ 𝑭wbe

b + 𝑨wbδ𝒓
b (3-67) 

ここで𝑭wh
b = [𝑭wh(1,1)

bT , 𝑭wh(1,2)
bT , … ]

T
，𝑭wb

b = [𝑭wb(1,1)
bT , 𝑭wb(1,2)

bT , … ]
T
である．なお式(3-65)–

(3-67)の導出については補遺 A.1，A.2 に示す．式(3-65)–(3-67)において右辺第 1 項は，平衡

点における膜構造および電線の剛性による力であり，右辺第二項はこれらの力の変動分で

ある．式(3-60)から式(3-68)が成り立つため，平衡点における膜構造と電線の剛性による力

は各質点に作用する遠心力により打ち消される． 

 𝑭stre
b = 𝑭mhe

b + 𝑭whe
b + 𝑭wbe

b  (3-68) 

以上のように，膜構造および電線の剛性による力を線形化する． 

𝛼hb1，𝛼hb2を微小とし，𝛼hb3をスピン角速度により生じるスピン角𝛼hb30と微小な変動分

δ𝛼hb3により表すことで，オイラー角𝜶hbは式(3-69)–(3-72)のように表される． 

 𝜶hb = 𝜶hb0 + δ𝜶hb (3-69) 

 𝜶hb0 = [0,0, 𝛼hb30]
T (3-70) 

 𝛼hb30 = 𝜔s𝑡 + 𝜙α0 (3-71) 

 δ𝜶hb = [𝛼hb1, 𝛼hb2, 𝛿𝛼hb3]
T (3-72) 

ここで𝜙α0は𝛼hb30の初期値である．式(3-69)–(3-72)を式(3-41)に代入し，二次以上の微小量

の 0 への近似およびsin 𝛼hb1 ≈ 𝛼hb1，cos 𝛼hb1 ≈ 1（他の微小量についても同様）の代入に

より，𝑪hbは式(3-73)–(3-75)のように表される． 

 𝑪hb = 𝑪hb0 + δ𝑪hb (3-73) 

 
𝑪hb0 = [

cos𝛼hb30 sin 𝛼hb30 0
− sin𝛼hb30 cos 𝛼hb30 0

0 0 1
] (3-74) 

 δ𝑪hb

= [

−δ𝛼hb3 sin 𝛼hb30 δ𝛼hb3 cos𝛼hb30 −𝛼hb2
−δ𝛼hb3 cos 𝛼hb30 δ𝛼hb3 sin𝛼hb30 𝛼hb1

𝛼hb2 cos𝛼hb30 + 𝛼hb1 sin𝛼hb30 −𝛼hb1 cos𝛼hb30 + 𝛼hb2 sin 𝛼hb30 0
] 

(3-75) 

また，式(3-69)–(3-72)を式(3-44)で表される姿勢キネマティクスに代入することで，角速度

の変動分𝛿𝝎ib
b はオイラー角を用いて式(3-76)–(3-78)のように表される． 

 𝛿𝝎ib
b = δ�̇�hb + 𝑛o𝝎ibt

b + 𝑨αδ𝜶hb (3-76) 

 𝝎ibt
b = [cos𝛼hb30 , − sin 𝛼hb30 , 0]

T (3-77) 

 

𝑨α = [

0 −𝜔s −𝑛o sin𝛼hb30
𝜔s 0 −𝑛o cos𝛼hb30

𝑛o sin𝛼hb30 𝑛o cos𝛼hb30 0
] (3-78) 
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そして式(3-54)，(3-55)，(3-65)–(3-67)，(3-76)を式(3-47)，(3-53)に代入することで，線形化

された衛星のダイナミクスが式(3-79)–(3-115)のように得られる．なお𝜔s ≫ 𝑛oであり𝑛o
2を 0

に近似した． 

 𝑰sδ�̈�hb + (𝑨ααd0 + 𝑛o𝑨ααdt)δ�̇�hb + (𝑨αα0 + 𝑛o𝑨ααt)δ𝜶hb + 𝑨αrddδ�̈�
b

+ (𝑨αrd0 + 𝑛o𝑨αrdt)δ�̇�
b + (𝑨αr0 + 𝑛o𝑨αrt)δ𝒓

b

= 𝑻ele
b + 𝑻grav

b +∑𝒓C(𝑖,𝑗)
b × (𝑭eE(𝑖,𝑗)

b + 𝑭gC(𝑖,𝑗)
b )

𝑖,𝑗

− 𝑛o𝑰s�̇�ibt
b

− (𝝎ib0
b + 𝑛o𝝎ibt

b ) × 𝑰s(𝝎ib0
b + 𝑛o𝝎ibt

b ) 

(3-79) 

 𝑴δ�̈�b + (𝑨rrd0 + 𝑛o𝑨rrdt)δ�̇�
b + (𝑨rr0 + 𝑛o𝑨rrt)δ𝒓

b + 𝑨rαddδ�̈�hb
+ (𝑨rαd0 + 𝑛o𝑨rαdt)δ�̇�hb + (𝑨rα0 + 𝑛o𝑨rαt)δ𝜶hb

= 𝑭eE
b +𝑭gC

b −𝑴𝑺(𝑛o�̇�ibt
b )𝒓e

b − 𝑛o𝑴(𝑺(𝝎ib0
b )𝑺(𝝎ibt

b ) + 𝑺(𝝎ibt
b )𝑺(𝝎ib0

b )) 𝒓e
b 

(3-80) 

 

𝑰s = 𝑰b +∑𝑚𝑖,𝑗 [

𝑦e(𝑖,𝑗)
2 + 𝑧e(𝑖,𝑗)

2 0 0

0 𝑥e(𝑖,𝑗)
2 + 𝑧e(𝑖,𝑗)

2 0

0 0 𝑥e(𝑖,𝑗)
2 + 𝑦e(𝑖,𝑗)

2

]

𝑖,𝑗

= [

𝐼T 0 0
0 𝐼T 0
0 0 𝐼S

] 

(3-81) 

 
𝑨ααd0 = [

0 (𝐼S − 2𝐼T)𝜔s 0

−(𝐼S − 2𝐼T)𝜔s 0 0
0 0 0

] (3-82) 

 

𝑨ααdt = [

0 0 −𝐼S sin𝜔s𝑡
0 0 −𝐼S cos𝜔s𝑡

𝐼S sin𝜔s𝑡 𝐼S cos𝜔s𝑡 0
] (3-83) 

 

𝑨αα0 = [
(𝐼S − 𝐼T)𝜔s

2 0 0

0 (𝐼S − 𝐼T)𝜔s
2 0

0 0 0

] (3-84) 

 

𝑨ααt = [

0 0 −𝐼S𝜔s cos𝜔s𝑡
0 0 𝐼S𝜔s sin𝜔s𝑡

𝐼S𝜔s cos𝜔s𝑡 −𝐼S𝜔s sin𝜔s𝑡 0
] (3-85) 

 𝑨αrdd = 𝑨rαdd
T = [𝑨αrdd(1,1) 𝑨αrdd(1,2)⋯] (3-86) 

 𝑨αrdd(𝑖,𝑗) = 𝑚𝑖,𝑗[𝒓e(𝑖,𝑗)
b ]

×
 (3-87) 

 𝑨αrd0 = [𝑨αrd0(1,1) 𝑨αrd0(1,2)⋯] (3-88) 

 

𝑨αrd0(𝑖,𝑗) = 𝑚𝑖,𝑗 [

0 0 0
0 0 0

2𝜔s𝑥e(𝑖,𝑗)
b 2𝜔s𝑦e(𝑖,𝑗)

b 0
] (3-89) 

 𝑨αrdt = [𝑨αrdt(1,1) 𝑨αrdt(1,2)⋯] (3-90) 

 𝑨αrdt(𝑖,𝑗)

= 2𝑚𝑖,𝑗 [

𝑦e(𝑖,𝑗)
b sin𝜔s𝑡 𝑦e(𝑖,𝑗)

b cos𝜔s𝑡 0

−𝑥e(𝑖,𝑗)
b sin𝜔s𝑡 −𝑥e(𝑖,𝑗)

b cos𝜔s𝑡 0

0 0 𝑥e(𝑖,𝑗)
b cos𝜔s𝑡 − 𝑦e(𝑖,𝑗)

b sin𝜔s𝑡

] 
(3-91) 

 𝑨αr0 = [𝑨αr0(1,1) 𝑨αr0(1,2)⋯] (3-92) 

 

𝑨αr0(𝑖,𝑗) = 𝑚𝑖,𝑗 [

0 0 𝑦e(𝑖,𝑗)
b 𝜔s

2

0 0 −𝑥e(𝑖,𝑗)
b 𝜔s

2

0 0 0

] (3-93) 

 𝑨αrt = [𝑨αrt(1,1) 𝑨αrt(1,2)⋯] (3-94) 
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𝑨αrt(𝑖,𝑗)

=𝑚𝑖,𝑗 [

𝜔s𝑦e(𝑖,𝑗)
b cos𝜔s𝑡 𝜔s(𝑥e(𝑖,𝑗)

b cos𝜔s𝑡 − 2𝑦e(𝑖,𝑗)
b sin𝜔s𝑡) 0

𝜔s(−2𝑥e(𝑖,𝑗)
b cos𝜔s𝑡 + 𝑦e(𝑖,𝑗)

b sin𝜔s𝑡) 𝜔s𝑥e(𝑖,𝑗)
b sin𝜔s𝑡 0

0 0 𝜔s(𝑥e(𝑖,𝑗)
b cos𝜔s𝑡 − 𝑦e(𝑖,𝑗)

b sin𝜔s𝑡)

] 

 (3-95) 

 

𝑨rrd0 = [

𝑨rrd0(1,1) 𝟎3×3 ⋯

𝟎3×3 𝑨rrd0(1,2)

⋮ ⋱

] (3-96) 

 𝑨rrd0(𝑖,𝑗) = 𝑚𝑖,𝑗[𝝎ib0
b ]

×
 (3-97) 

 

𝑨rrd0 = [

𝑨rrdt(1,1) 𝟎3×3 ⋯

𝟎3×3 𝑨rrdt(1,2)

⋮ ⋱

] (3-98) 

 𝑨rrdt(𝑖,𝑗) = 𝑚𝑖,𝑗[𝝎ib𝑡
b ]

×
 (3-99) 

 𝑨rr0 = 𝑨rr0in + 𝑨rr0str (3-100) 

 

𝑨rr0in = [

𝑨rr0in(1,1) 𝟎3×3 ⋯

𝟎3×3 𝑨rr0in(1,2)

⋮ ⋱

] (3-101) 

 

𝑨rr0in(𝑖,𝑗) = 𝑚𝑖,𝑗 [
−𝜔s

2 0 0

0 −𝜔s
2 0

0 0 0

] (3-102) 

 𝑨rr0str = 𝑨mh +𝑨wh +𝑨wb (3-103) 

 

𝑨rrt = [

𝑨rrt(1,1) 𝟎3×3 ⋯

𝟎3×3 𝑨rrt(1,2)

⋮ ⋱

] (3-104) 

 
𝑨rrt(𝑖,𝑗) = 𝑚𝑖,𝑗 [

0 0 0
0 0 0

2𝜔s cos𝜔s𝑡 −2𝜔s sin𝜔s𝑡 0
] (3-105) 

 𝑨rαd0 = [𝑨rαd0(1,1)
T  𝑨rαd0(1,2)

T ⋯]
T
 (3-106) 

 

𝑨rαd0(𝑖,𝑗) = 𝑚𝑖,𝑗 [

0 0 −2𝜔s𝑥e(𝑖,𝑗)
b

0 0 −2𝜔s𝑦e(𝑖,𝑗)
b

0 0 0

] (3-107) 

 𝑨rαdt = [𝑨rαdt(1,1)
T  𝑨rαdt(1,2)

T ⋯]
T
 (3-108) 

 𝑨rαdt(𝑖,𝑗)

= 2𝑚𝑖,𝑗 [

−𝑦e(𝑖,𝑗)
b sin𝜔s𝑡 𝑥e(𝑖,𝑗)

b sin𝜔s𝑡 0

−𝑦e(𝑖,𝑗)
b cos𝜔s𝑡 𝑥e(𝑖,𝑗)

b cos𝜔s𝑡 0

0 0 𝑥e(𝑖,𝑗)
b cos𝜔s𝑡 − 𝑦e(𝑖,𝑗)

b sin𝜔s𝑡

] 
(3-109) 

 𝑨rα0 = [𝑨rα0(1,1)
T  𝑨rα0(1,2)

T ⋯]
T
 (3-110) 

 

𝑨rα0(𝑖,𝑗) = 𝑚𝑖,𝑗 [

0 0 0
0 0 0

𝜔s
2𝑦e(𝑖,𝑗)

b −𝜔s
2𝑥e(𝑖,𝑗)

b 0
] (3-111) 

 𝑨rαt = [𝑨rαt(1,1)
T  𝑨rαt(1,2)

T ⋯]
T
 (3-112) 



 41 / 109 

 

𝑨rαdt(𝑖,𝑗)

= 2𝑚𝑖,𝑗𝜔s [

0 −𝑥e(𝑖,𝑗)
b cos 𝜔s𝑡 + 𝑦e(𝑖,𝑗)

b sin 𝜔s𝑡 0

𝑥e(𝑖,𝑗)
b cos 𝜔s𝑡 − 𝑦

e(𝑖,𝑗)
b sin 𝜔s𝑡 0 0

0 0 −𝑥e(𝑖,𝑗)
b sin 𝜔s𝑡 − 𝑦e(𝑖,𝑗)

b cos 𝜔s𝑡

] 

(3-113) 

 
𝑭eE
b = [𝑭eE(1,1)

b T
 𝑭eE(1,2)
b T

⋯]
T

 (3-114) 

 
𝑭gC
b = [𝑭gC(1,1)

b T
 𝑭gC(1,2)
b T

⋯]
T

 (3-115) 

ここで𝑰sは平衡点における，膜構造と筐体を合わせた慣性モーメントを示す．式(3-79)，

(3-80)において，各式の第四項から第六項は筐体の姿勢運動と膜構造の運動のカップリン

グを表し， 𝑛oに関する項は LVLH 系から運動を見たことにより生じる慣性力を表す．また

式(3-79)，(3-80)はδ𝜶hbおよびδ𝒓bが十分小さい範囲でのみ成り立つ．以上のように筐体と

膜構造の運動のカップリングが記述された，衛星のダイナミクスモデルを得ることができ

た． 

次に膜構造の運動のモード分解により，膜構造の各運動モードと筐体の姿勢運動とのカ

ップリングを表現する．まず式(3-116)で表される一般化固有値問題を解き，モード行列𝜱c

を得る． 

 (𝑨rr0 − 𝝀c0𝑴)𝜱c = (𝝀c − 𝝀c0)𝑴𝜱c (3-116) 

ここで𝝀cは固有値が対角成分に並ぶ対角行列である．式(3-116)において𝑨rr0は正定行列で

はないため，シフティングと呼ばれる手法を用いた[63]．そして𝝀c0はシフティングにおける

シフト量である．そして得られたモード行列𝜱cを用いて変位ベクトルδ𝒓bを式(3-117)のよ

うにモード座標に変換する． 

 δ𝒓b = 𝜱c𝒚 (3-117) 

ここで𝒚は膜構造の運動のモード座標であり，拘束モード座標と呼称する．そして式

(3-117)を式(3-79)，(3-80)に代入することで，膜構造の各運動モードと筐体の運動のカップ

リングを記述した，衛星のダイナミクスモデルを式(3-118)–(3-126)のように得る． 

 
𝑴c [

δ�̈�hb
�̈�
] + (𝑪c0 + 𝑛o𝑪ct) [

δ�̇�hb
�̇�
] + (𝑲c0 + 𝑛o𝑲ct) [

δ𝜶hb
𝒚
]ｓ

= 𝑭ce + 𝑭cg + 𝑭cin 
(3-118) 

 
𝑴c = [

𝑰s 𝑨αrdd𝜱c

𝜱c
T𝑨rαdd 𝜱c

T𝑴𝜱c
] (3-119) 

 
𝑪c0 = [

𝑨ααd0 𝑨αrd0𝜱c

𝜱c
T𝑨rαd0 𝜱p

T𝑨rrd0𝜱c
] (3-120) 

 
𝑪ct = [

𝑨ααdt 𝑨αrdt𝜱c

𝜱c
T𝑨rαdt 𝜱c

T𝑨rrdt𝜱c
] (3-121) 

 
𝑲c0 = [

𝑨αα0 𝑨αr0𝜱c

𝜱c
T𝑨rα0 𝜱c

T𝑨rr0𝜱c
] (3-122) 

 
𝑲ct = [

𝑨ααt 𝑨αrt𝜱c

𝜱c
T𝑨rαt 𝜱c

T𝑨rrt𝜱c
] (3-123) 
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𝑭ec = [
𝑻ele
b +∑𝒓𝑖,𝑗

b × 𝑭eE(𝑖,𝑗)
b

𝑖,𝑗

𝜱c
T𝑭ele

b

] (3-124) 

 

𝑭gc = [
𝑻grav
b +∑𝒓𝑖,𝑗

b × 𝑭grav(𝑖,𝑗)
b

𝑖,𝑗

𝜱c
T𝑭grav

b

] (3-125) 

 
𝑭inc = [

−𝑛o𝑰s�̇�ibt
b − (𝝎ib0

b + 𝑛o𝝎ibt
b ) × 𝑰s(𝝎ib0

b + 𝑛o𝝎ibt
b )

−𝑛o𝜱c
T𝑴{𝑺(�̇�ibt

b ) + 𝑺(𝝎ib0
b )𝑺(𝝎ibt

b ) + 𝑺(𝝎ibt
b )𝑺(𝝎ib0

b )}𝒓e
b
] (3-126) 

式(3-118)–(3-126)は一般に拘束モードモデルと呼ばれる． 

3.5. 非拘束モードモデルの導出 

拘束モードモデルでは筐体の姿勢ダイナミクスを物理座標で，膜構造のダイナミクスを

モード座標で表現したハイブリッド表現となっている．そこで拘束モードモデルをさらに

モード分解し衛星の運動モードを導出することで，衛星のダイナミクスをモード座標で表

現する．まず式(3-127)で表される一般化固有値問題を解き，固有ベクトル行列𝜱uを得る． 

 (𝑲c − 𝝀u0𝑴c)𝜱u = (𝝀u − 𝝀u0)𝑴c𝜱u (3-127) 

ここで𝝀u0はシフティングにおけるシフト量である．得られた固有ベクトル行列𝜱uを用い

て式(3-128)で表される変換を行う． 

 
[
δ𝜶hb
𝒚
] = 𝜱u𝒛 (3-128) 

そして式(3-128)を式(3-118)に代入し整理することで式(3-129)–(3-135)を得る． 

 𝑴u�̈� + (𝑪u0 + 𝑛o𝑪ut)�̇� + (𝑲u0 + 𝑛o𝑲ut)𝒛 = 𝑭u (3-129) 

 𝑴u = 𝜱u
T𝑴c𝜱u (3-130) 

 𝑪u0 = 𝜱u
T𝑪c0𝜱u (3-131) 

 𝑪ut = 𝜱u
T𝑪ct𝜱u (3-132) 

 𝑲u0 = 𝜱u
T𝑲c0𝜱u (3-133) 

 𝑲ut = 𝜱u
T𝑲ct𝜱u (3-134) 

 𝑭u = 𝜱u
T(𝑭ec + 𝑭gc + 𝑭inc) (3-135) 

式(3-129)は一般的に非拘束モードモデルと呼ばれる．また𝒛は非拘束モードモデルにおけ

るモード座標であり，非拘束モード座標と呼称する．非拘束モードモデルにおいて，

𝑴u, 𝑲u0はそれぞれ対角行列であり，これらの影響は各振動モード内で閉じていることがわ

かる．一方で𝑪u0は交代行列となり，振動モード間の相互作用を示す．これは𝑨ααd0が交代

行列であることが起因しており，オイラー角の各成分間の相互作用によるものである．以

上のように非拘束モードモデルを得た．  
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第4章 地球周回軌道における膜構造の運動の解明 

本章では，第 3 章にて求めたダイナミクスモデルを用いて，膜構造の運動の解

明を行う．本検討では非拘束モードモデルにおける各運動モードの特徴をまとめ，

膜構造の運動と筐体の姿勢運動に注目して分類することで，膜構造の運動に対す

る筐体の姿勢運動の影響を明らかにする．次に，得られた運動モードの特徴と振

動数に注目し，実験と数値解析における膜構造の運動の比較を行う．その後，膜

構造に対する重力および電磁力の影響を，分類した運動モードに紐づけて明らか

にする．検討ではモード座標で表されたダイナミクスモデルの理論解析と，筐体

および膜構造のダイナミクスモデルの数値解析の双方から考察することで，重力

および電磁力の影響をより一般的な知見としてまとめる． 

4.1. 解析における設定 

本章における検討パラメータを表 4-1 に示す．構造パラメータは，宇宙空間でスピン型

膜構造を実証した唯一の宇宙機である IKAROS を参考に設定した．また，多粒子法におけ

る膜構造の減衰率，圧縮剛性モデルの係数は奥泉らの検討を参照した[50]． 

表 4-1 検討パラメータ 

構造パラメータ 

質点数 
221 

(11 × 11 + 10 × 10) 
筐体サイズ 3.00 × 3.00 × 2.00 m3 

筐体質量 2.95 × 102 kg 

膜構造サイズ 2.25 × 102 m2 筐体慣性モーメント diag(62.9, 62.9, 94.4)kgm2 

ヤング率 
3.20 GPa (膜構造) スピン角速度 1.00 × 10−2 rad/s 

1.30 × 102 GPa (電線) 軌道パラメータ 

厚さ 
7.50 μm (膜構造) 軌道高度 1.00 × 103 km 

1.80 × 10 μm (電線) 離心率 0.00 

密度 
1.42 × 103 kg/m3(膜構造) 昇交点赤経 0.00 rad 

8.96 × 103 kg/m3 (電線) 軌道位相角 0.00 rad 

膜構造ポアソン比 3.4 × 10−1 環境パラメータ 

膜構造減衰係数 2.00 × 10−2 地磁気モーメント 7.72 × 1022 Am2 

圧縮剛性モデル係数 1.00 × 102 真空の透磁率 4𝜋 × 10−7  H m⁄  

電線平衡角 
0.00 rad (電線ループ辺) 万有引力係数 6.67 × 10−11 Nm2/kg2 

1.57 rad (電線ループ角) 地球質量 5.97 × 1024 kg 

電線幅 5.00 mm 数値計算法 4次の Runge-Kutta法 

電線質量 9.0 × 10 g 時間ステップ 5.00 × 10−4 s 

 

本章における検討の目的は，膜構造の運動に対する筐体の姿勢運動，重力，および電磁

力の影響を明らかにすることである．そこで本検討では慣性力の影響を排除するため，衛

星のダイナミクスの基準となる座標系を軌道面座標系とする．このとき慣性座標系から機

体座標系への DCMは式(4-1)のようになる． 

 𝑪ib = 𝑪hb𝑪io (4-1) 

また，オイラー角𝜶obを式(4-2)–(4-4)のようにする． 
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 𝜶ob = 𝜶ob0 + δ𝜶ob (4-2) 

 𝜶ob0 = [0,0, 𝛼ob30]
T (4-3) 

 δ𝜶ob = [𝛼ob1, 𝛼ob2, 𝛿𝛼ob3]
T (4-4) 

このときの衛星のダイナミクスモデルは，式(3-79)，(3-80)において𝑛o = 0とした場合に相

当し，式(4-5), (4-6)のようになる． 

 𝑰sδ�̈�ob + 𝑨ααd0δ�̇�ob +𝑨αα0δ𝜶ob + 𝑨αrddδ�̈�
b + 𝑨αrd0δ�̇�

b + 𝑨αr0δ𝒓
b

= 𝑻ele
b + 𝑻grav

b +∑𝒓𝑖,𝑗
b × 𝑭𝑖,𝑗

b

𝑖,𝑗

 (4-5) 

 𝑴δ�̈�b + 𝑨rrd0δ�̇�
b +𝑨rr0δ𝒓

b +𝑨rαddδ�̈�ob + 𝑨rαd0δ�̇�hb + 𝑨rα0δ𝜶hb
= 𝑭eE

b + 𝑭gC
b  

(4-6) 

式(4-5), (4-6)から得られた非拘束モードモデルを用いて，本章の検討を行う． 

4.2. 非拘束モードモデルの解析による衛星の運動モードの分類 

4.2.1. 拘束モードモデルの各運動モードにおける膜構造の運動 

表 4-1 のパラメータでのモード行列𝜱cから，膜構造上に節を一つ持つ主なモードである，

拘束モードモデルの 8 次までの各運動モードは次の 4種類に分類できる． 

・膜構造の大部分が面外同一方向に変位し，筐体が逆方向に変位するモード（4, 8 次，点

対称振動モード） 

・膜構造の一部の質点が面外の一方向へ，ほかの質点が面外のもう一方向へ変位するモー

ド（5-7 次，線対称振動モード） 

・全質点が形状を維持しつつ面外方向に平行移動するモード（3 次，面外並進モード） 

・全質点が形状を維持しつつ面内方向に平行移動するモード（1, 2次，面内並進モード） 

これらのモードの代表形状を図 4-1 に示す．面内並進モードと面外並進モードは膜構造の

平行移動を表すが，膜構造の運動は衛星重心を原点とする機体座標系で表されているため，

これらのモードは励起されず物理的には意味のないモードである．一方で，点対称振動モ

ードと線対称振動モードは膜構造の振動を表す． 

4.2.2. 非拘束モードモデルの各運動モードでの膜構造の運動と筐体の姿勢運動 

表 4-1 のパラメータにおける非拘束モードモデルの固有ベクトル行列𝜱uから，膜構造上

に節を一つ持つ主なモードである 10次まで運動モードは以下の四種類に分類できる． 

・膜構造の振動のみを表すモード𝒛um（面外振動モード,7, 10次） 

・筐体の姿勢と膜構造の振動のカップリングを表すモード𝒛ua（回転振動モード,5, 6, 8, 9 次） 

・膜構造の面外の平行移動と筐体の姿勢の面外方向の回転を表すモード𝒛ur（面外並進・回

転モード, 3, 4次） 

・膜構造の面内の平行移動を表すモード𝒛uh（面内並進モード, 1, 2次） 

また，各運動モードの形状を図 4-2に示す． 
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   (a) 点対称振動モード（4 次）       (b) 線対称振動モード（5 次） 

 

   (c) 面内並進モード（1次）        (d) 面外並進モード（3次） 

図 4-1 拘束モードモデルにおける膜構造の運動の形状例 
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 (a) 面外振動モード（7 次）     (b) 回転振動モード（5 次） 

   

     (c) 面内並進モード（1 次）     (d) 面外並進・回転モード（3次） 

図 4-2 非拘束モードモデルにおける筐体の姿勢と膜構造の形状例 

 

面外振動モードは拘束モードモデルにおける点対称振動モードにより生じるモードであ

る．10 次までの非拘束モードモデルの式から面外振動モードに相当する部分を抜き出すと

式(4-7)のようになる． 

 𝑴um�̈�um +𝑲um𝒛um = 𝑭um (4-7) 

式(4-7)において添え字umは面外振動モードに対応する部分の行列，ベクトルであることを

示す．面外振動モードのモデル式は一階微分項が存在しない．また，𝑴um，𝑲umは対角行

列である．本検討での衛星パラメータの場合，面外振動モードに分類される非拘束モード

モデルの 7 次，10 次モードの固有値は 0.00790, 0.0200 で正となる．以上のことから面外振

動モードは各モード間で独立した振動をし，その固有角振動数は対応する固有値の平方根

をとった 0.0889 rad/s, 0.141 rad/sとなる．回転振動モードは，拘束モードモデルにおける膜

構造の線対称振動モードと筐体のスピン軸の回転（𝛼ob1, 𝛼ob2）に関係するモードである．

非拘束モードモデルの式から回転振動モードに相当する部分を抜き出すと式(4-8)のように
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なる． 

 𝑴ua�̈�ua + 𝑪ua�̇�ua +𝑲ua𝒛ua = 𝑭ua (4-8) 

式(4-8)において添え字uaは回転振動モードに対応する部分の行列，ベクトルであることを

示している．回転振動モードのモデル式では𝑴ua，𝑲uaは対角行列である一方で，𝑪uaは交

代行列となり各運動モードの相互作用を表す．そこで式(4-9)に表す行列𝑨uaの固有値を得

ることで相互作用がはたらいているときの固有振動数を得る． 

 
[
�̇�ua
�̈�ua

] = [
𝟎𝟒×𝟒 𝑰𝟒×𝟒

𝑴ua
−𝟏𝑲ua 𝑴ua

−𝟏𝑪ua
] [
𝒛ua
�̇�ua

] = 𝑨ua [
𝒛ua
�̇�ua

] (4-9) 

本検討での衛星パラメータの場合，固有値は絶対値が小さい順に 0.0567i, 0.1i, 0.108i, 0.114i

となる．固有角振動数は固有値の虚部の数値であり，0.0567, 0.1, 0.108, 0.114 rad/s となる．

面外並進・回転モードは拘束モードモデルにおける膜構造の面外並進運動およびスピン軸

周りの回転運動（δ𝛼ob3）に関係するモードである．非拘束モードモデルの式から面外並

進・回転モードに相当する部分を抜き出すと式(4-10)のようになる． 

 𝑴ur�̈�ur = 𝑭ur (4-10) 

式(4-10)において添え字urは面外並進・回転モードに対応する部分の行列，ベクトルである

ことを示している．式(4-10)では二階微分項のみ存在していることから，面外並進・回転

モードは外力のみによって運動が変化する．面内並進モードは拘束モードモデルにおける

膜構造の面内方向の平行移動に関係しており，物理的な意味は持たない．以上のように，

非拘束モードモデルによる衛星ダイナミクスの表現によって，衛星の運動は四種類のモー

ドに分解してまとめることができた．  

4.3. 実験による運動解析 

4.3.1. 実験の概要 

本節では小型膜構造を用いた実験の結果と第 3 章で構築したダイナミクスモデルとの比

較を行う．本検討では特に運動中の膜構造の形状，および振動数に注目し比較を行う．宇

宙空間において膜構造は十分展張されており，その運動に対しては遠心力による幾何剛性

の効果が支配的となる．そのため実験時においても，膜構造の大部分が展張されているこ

とが望ましい． 

地上にて膜構造の運動に影響を与えうる要因として，空気抗力と重力がある．本実験で

は，真空チャンバーを用いて空気抗力の影響を無視できる程度に抑える．従来研究にて，

気圧が 100 Pa 以下の場合に空気抗力の影響が無視できることが示唆されており[60]，本研究

ではこの値を採用してチャンバー内の気圧を設定する．従来研究では空気圧を用いて重力

の補償が行われたが[61]，膜構造の一部しか支持できずスピン型膜構造にて本手法を取り入

れることは難しい．そこで本実験では，軌道上での膜構造の利用時と比較してスピン角速

度を早くし，遠心力を強めることで，重力の影響を打ち消すことを考える．このときの評

価指標として式(4-11)で表す重力加速度に対する遠心力の大きさの比𝜅を用いる． 
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 𝜅 =
𝑙ex𝜔s

2

𝑔E
 (4-11) 

ここで𝑙exは中心軸からの距離，𝑔Eは地上での重力加速度である．パラメータ𝜅は展開状態

での局所的な膜構造の傾きに相当し，この値が大きいほど展張状態が維持されていること

を示す．第 3 章で求めたダイナミクスモデルは膜構造の展張状態を維持できる任意のスピ

ン角速度にて適用でき，宇宙空間での利用時よりも高いスピン角速度での実験と比較した

としても一般性は失わない．以上の方針から，重力下で展張状態を維持できるようなスピ

ン角速度を設定し，実験を行う． 

4.3.2. 実験装置 

本実験ではステッピングモーターに取り付けられたシャフトに膜構造を取り付け，真空

チャンバー内で回転させたときに生じる膜構造の運動を観測する（図 4-3，図 4-4）．モー

ターはチャンバー外に取り付けられ，シャフトは磁性流体シールを通してチャンバー内に

差し込まれている．膜構造には 7.1 μm厚のポリイミドフィルムを使用し，電線として 35 

μm厚の銅シートが 4 ループ取り付けられている．電線，膜構造の外周および軸周辺はカプ

トンテープによりカバーされている．膜構造は正方形形状の治具に挟み込む形で軸に取り

付けられている（図 4-5）．膜構造の運動はチャンバー側面に配置したカメラ，および底面

に配置した，物体までの距離を測定可能な深度カメラにより観察した． 

本実験において膜構造サイズに対して 99 %以上の領域で𝜅 = 1を超えるためには，19.7 

rad/s のスピン角速度が必要である．本研究では実験系で可能なパラメータも考慮し，ステ

ッピングモーターの角速度を 3.0 Hz（18.8 rad/s）に設定した．このとき𝜅 = 1を超える領域

は全面積の 98.8 %となり，膜構造の大部分で遠心力が大きく展張状態が維持される．また 

 

 

図 4-3 実験装置の概要図 

Stepper motor

Magnetic fluid seal

Vacuum pump

Camera

Depth camera

Membrane

Shaft

3.0 Hz

Vacuum chamber

Air pressure： 1.7 × 10 Pa
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図 4-4 真空チャンバーの外観 

 

 

図 4-5 実験で使用した膜構造 

 

真空チャンバー内の気圧は 17 Pa であり，4.3.1 節で示した基準を下回っている．本実験

での設定パラメータと軌道上での比較を表 4-2 に示す． 

本実験の構成では中心衛星に相当する治具は軸に固定されており，実験においては，筐

体が一定角速度でスピンをするときに相当する膜構造の運動が観測される．実験開始時に

おいて膜構造は地球中心方向に垂れさがっており，この形状は 4.2.1 節にて得られた拘束モ

ードモデルにおける点対称振動モードに分類されるため，本実験で見られる運動は点対称

振動モードであると予想される．ここから本実験における評価項目として以下の項目を設

定する． 

mm

m
m

mm

Membrane

(Polyimide)

Jig

Copper sheet
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表 4-2 実験環境と軌道上環境でのパラメータ比較 

 軌道上 実験 

膜サイズ, m2 225 0.203 

回転角速度, rad/s 0.100 18.8 

重力による加速度, m s2⁄  7.46 × 10−6 9.81 

太陽輻射圧による加速度, m s2⁄  7.10 × 10−5 0.00 

𝜅 > 1となる面積の割合 100 % 98.8 % 

 

項目 1：膜構造に生じる運動が点対称振動モードか 

項目 2：膜構造に生じる運動の振動数が実験と数値解析で一致しているか 

なおシミュレーションにおいて重力により垂れさがった形状をモデル化することは難しい

ため，開いた状態からの数値解析を行う． 

4.3.3. 実験結果 

実験にて観測された膜構造の運動を図 4-6 に示す．実験では，筐体を模した膜構造の固

定部に対して膜構造の全体が上下に運動するような振動が見られた．これは点対称振動モ

ードの特徴と一致する．また深度カメラの結果から膜構造には 3.3 Hz の振動が生じたこと

がわかった（図 4-7）．次に数値解析との比較を行う．数値解析で得られた膜構造の運動も

点対称振動モードの特徴を有しており，実験で得られた運動と類似した（項目 1，図 4-8）．

また数値解析で得られた膜構造の角の質点の面外方向振動の振動数は 3.1 Hz であり実験で

の振動数と一致した（項目 2，図 4-9）．以上のことから構築したダイナミクスモデルと実

験とで，運動特性が一致していることを確認できた． 
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(a) 0.00 s                        (b) 1.00 s                        (c) 1.30 s 

 

(d) 1.38 s                        (e) 1.47 s                        (f) 1.55 s 

 

 

(g) 1.63 s                        (h) 1.80 s                        (i) 3.00 s 

図 4-6 横からのカメラにより得られた実験結果 
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(a) 0.00 s                        (b) 1.00 s                        (c) 1.30 s 

 

(d) 1.38 s                        (e) 1.47 s                        (f) 1.55 s 

 

 

(g) 1.63 s                        (h) 1.80 s                        (i) 3.00 s 

図 4-7 深度カメラ[62]により得られた，実験における膜構造の面外方向変位（膜構造の

接続点を 0.00 m，モーター側が正） 

  

0.04 m 

-0.22 m 

0.00 m 
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(a) 0.00 s                        (b) 1.43 s                        (c) 1.49 s 

   

(d) 1.55 s                        (e) 1.64 s                        (f) 1.73 s 

   

(g) 1.93 s                        (h) 2.09 s                        (i) 2.57 s 

 

図 4-8 シミュレーション結果 

 

 

図 4-9 膜構造の角の質点の面外方向振動の振動数解析結果 

4.4. 膜構造の運動に対する重力の影響の解明 

4.4.1. モード座標での重力のモデル化 

4.3 節までの検討により膜構造の運動に対する筐体の姿勢運動の影響を，衛星の運動モー

ドに紐づけて明らかにした．本節では膜構造の運動に対する，地球周回軌道において支配

的な重力の影響について，衛星の運動モードに紐づけて解明する．機体座標系において地

球に対する衛星重心の位置ベクトルは，オイラー角を用いて式(4-12)–(4-14)のように表さ

れる． 

 𝒓EC
b = 𝒓EC0

b + δ𝒓EC
b  (4-12) 
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 𝒓EC0
b = |𝒓EC| [

cos(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡)

− sin(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡)
0

] (4-13) 

 δ𝒓EC
b = |𝒓EC| [

−δ𝛼ob3 sin(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡)

−δ𝛼ob3 cos(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡)

𝛼ob1 sin(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡) + 𝛼ob2 cos(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡)
] (4-14) 

式(4-12)–(4-14)を式(3-35)，(3-39)に代入し，式(3-125)，(3-135)を計算することで，非拘束モ

ードモデルにおける重力モデルが式(4-15)のように表される．  

 
𝑭gu = {𝑨guc cos 2(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡) + 𝑨gus sin 2(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡) + 𝑨gu0}𝒛

+ 𝑭guc cos2(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡) + 𝑭gus sin 2(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡) + 𝑭gu0 
(4-15) 

なお𝑭guを得るまでの詳しい計算は補遺 A.3 に示す．式(3-71)と式(4-15)から非拘束モードモ

デルにおいて，重力は角振動数2(𝜔s − 𝑛o)[rad/s]の時変項と時不変項を持つようなモデルと

なることが分かった．また𝑨guc, 𝑨gus, 𝑨gu0なる係数を持つモード座標に依存する項と，

𝑭guc, 𝑭guc, 𝑭gu0で表されるモード座標に依存しない項に分けられることが分かった．次節よ

りこのモデルの各項を調べることで，膜構造の運動に対する重力の影響を明らかにする． 

4.4.2. モード座標での重力モデルの解析による膜構造の運動への影響評価 

表 4-1 のパラメータでの，10 次までの非拘束モードモデルにおける重力モデルの

𝑨guc, 𝑨gus, 𝑨gu0および𝑭guc, 𝑭guc, 𝑭gu0の各成分を図 4-10–図 4-13 に示す． 

 

図 4-10 10 次までの𝑨gucの各成分の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 
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図 4-11 10 次までの𝑨gusの各成分の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 

 

 

図 4-12 10 次までの𝑨gu0の各成分の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 
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図 4-13 10 次までの𝑭guc, 𝑭gus, 𝑭gu0の各成分の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 

 

図 4-10，図 4-11により，面内並進モードおよび回転振動モードの運動が，重力を介してそ

れぞれのモード内の運動に影響を与えることがわかる．4.2 節の検討により面内並進モード

の運動は生じないため，重力の影響で面内並進モードに運動が励起されることはない．回

転振動モードは重力により，回転振動モードの運動の振動数と角振動数2(𝜔s − 𝑛o)に関連

した振動成分を持つ周期外力を受ける．また𝑨guc，𝑨gusの回転振動モードに対応する非対

角項が 0 でないことから，回転振動モード内のあるモードの運動が重力を介して他のモー

ドの運動に影響を及ぼす．このように係数行列𝑨guc，𝑨gusの項により，重力は回転振動モ

ードに影響を与える． 

𝑨gu0の項により，全てのモードの運動が重力を介してそれぞれのモード内の運動に影響

を与えることがわかる．面内並進モードでは𝑨guc，𝑨gusでの議論と同様，重力により運動

は励起されない．その他のモードでは重力により，それぞれのモードの振動数の振動成分

を持つ周期外力が作用する．特に𝑨gu0において対応する非対角項が 0 でない面外並進・回

転モードおよび回転振動モードでは，重力の影響によりモード内で運動がカップリングを

する．しかし面外並進・回転モードにおいて，重力モデルの計算の過程においてδ𝛼ob30の

係数が 0 になっていることから，𝑨gu0は物理的に意味を持たない面外方向の並進運動に関

する項である．そのため面外並進・回転モードには重力は影響を及ぼさない．また

𝑭guc, 𝑭guc, 𝑭gu0は 10 次までの運動モードには影響を及ぼさないことが分かった． 

以上の議論をまとめると表 4-3 のようになる．重力モデルの解析により，微小変動領域

において重力が各運動モードに与える影響を明らかにすることができた． 

 

表 4-3 重力による各モードの挙動への影響（行：影響を与えるモード，列：影響を受け

るモード，時変：時変な係数成分を持つ，時不変：時不変な係数成分を持つ） 

 面外振動モード 回転振動モード 面内並進モード 面外並進・回転

モード 

面外振動モード 時不変 - - - 

回転振動モード - 時変＋時不変 - - 

面内並進モード - - 時変＋時不変 - 

面外並進・回転モード -  - 時不変 
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4.4.3. 数値解析による膜構造の運動への重力の影響の評価 

4.4.2 節にて得られた膜構造の運動に対する重力の影響について，数値解析によってより

一般的に議論する．数値解析では初期状態にて δ𝜶ob = [10.0 0.0 0.0]
T deg， δ𝒓b =

[0.0 0.0… ]T mとした．重力を考慮した場合の表 4-1 に示すパラメータでのシミュレーショ

ン結果を図 4-14，図 4-15に示す．また一部の結果についてフーリエ変換による周波数解析

をした結果を図 4-16，図 4-17 に示す．本シミュレーションにおいて回転振動モードには

0.0158 Hz 付近の振動成分が支配的となる振動が生じ，その振幅は微小量ではあるが変動し

た（図 4-14(a)，図 4-16(a)）．また微小ではあるが，0.0478 Hz 付近の振動成分も有した．面

外並進・回転モードには 0.0158 Hz付近の振動成分が支配的となる振動が生じ，その振幅は

微小量ではあるが変動した（図 4-14(b)，図 4-16(b)）．面内並進モードと面外振動モードは

励起されなかった（図 4-14(c)）．次に衛星の運動を物理座標で見る．オイラー角では，

𝛼ob1, 𝛼ob2が 10.0 degの振幅で振動をし，δ𝛼ob3は 0.0438 degの振幅で振動をした（図 4-15(a), 

図 4-17(a)）．また膜構造の角の質点には最大 0.00286 m の振動が生じ， 0.0157 Hzの振動成

分が支配的となった（図 4-15(b), 図 4-17(b)）．また 0.0187 Hz，0.0470 Hzの振動成分も有し

た． 

回転振動モードに生じた 0.0158 Hz付近の振動成分は，シミュレーション中にその振幅は

大きく変動せず，かつ 4.2.2 節で得られた回転振動モードの固有角振動数と一致しているこ

とから，回転振動モードの自由振動によるものである．回転振動モードが 0.0158 Hz付近の

振動成分を持つため，𝑨guc，𝑨gusの効果により回転振動モードに作用する重力の振動は，

三角関数の加法定理により 0.0155 Hz および 0.0472 Hz の成分が支配的となる．そのため

𝑨guc，𝑨gusの効果により 0.0158 Hz 付近の振動成分の振幅の変動，および 0.0478 Hz 付近の

振動成分の励起が生じたと考えられる．一方で𝑨gu0の効果は，その小ささから回転振動モ

ードに対して大きな影響を与えず，シミュレーション結果にて影響が見られなかったと考

えられる． 

面外並進・回転モードに生じる振動はその振動数が回転振動モードの支配的な振動成分

の振動数と一致しており，振幅の増減も回転振動モードの振動の増減と一致していること

から，回転振動モードの運動と関連していると考えられる．これはダイナミクスの線形化

時に微小とした，δ𝛼ob3と𝛼ob1, 𝛼ob2とのカップリングによるものであると考えられる．以

上より面外並進・回転モードでは線形化誤差の影響が大きく，重力の影響は見られなかっ

た． 

以上の結果から，4.4.2 節でのダイナミクスモデルの理論解析によって得られた膜構造の

運動に対する重力の影響が数値解析においてもみられたため，その一般性を示すことがで

きた．また面外並進・回転モードでは線形化誤差の影響により振動をすることが分かった． 
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図 4-14 重力環境下を想定したシミュレーションにおける(a)回転振動モード，(b)面外並

進・回転モード，(c)面内並進モードと面外回転モードの非拘束モード座標の履歴 

 

(a) 

(b) 

(c) 
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図 4-15 重力環境下を想定したシミュレーションにおける(a)オイラー角の変動と(b)𝑃1,1の

機体座標系𝑧軸方向変位 

 

図 4-16 重力環境下を想定したシミュレーションにおける(a)回転振動モード，(b)1 次の面

外並進モードの非拘束モード座標の履歴の振動数解析結果 

(a) 

(b) 

(a) 

(b) 
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図 4-17 重力環境下を想定したシミュレーションにおける(a)オイラー角の変動と(b)𝑃1,1の

機体座標系𝑧軸方向変位の振動数解析結果 

4.5. 膜構造の運動に対する電磁力の影響の解明 

4.5.1. モード座標での電磁力のモデル化 

4.4 節にて重力の膜構造の運動への影響が明らかにされた．本節では地球周回軌道におい

て支配的なもう一つの力である電磁力の，膜構造の運動への影響について解明する．衛星

の大きさは地球と比較して小さく地磁場は衛星周辺で一様であるという仮定のもと，衛星

まわりでの地磁場はダイポールモデル（式(3-28)）に式(4-12)を代入することで式(4-16)–

(4-20)のように表される． 

 𝑩E
b = 𝑩E0

b + 𝑨δBEδ𝜶ob (4-16) 

 𝑩E0
b =

𝜇0|𝒎E|

4𝜋|𝒓EC|3

[
 
 
 
 
1

2
sin 𝑖o (−3 sin𝜙e1 + cos𝜙e2)

1

2
sin 𝑖o (−3cos𝜙e1 + sin𝜙e2)

− cos 𝑖o ]
 
 
 
 

 (4-17) 

 

𝑨δBE

=
𝜇0|𝒎E|

4𝜋|𝒓EC|
3

[
 
 
 
 
 0 cos 𝑖o

1

2
sin 𝑖o (−3cos𝜙e1 + cos𝜙e2)

− cos 𝑖o 0
1

2
sin 𝑖o (3 sin𝜙e1 − sin𝜙e2)

1

2
sin 𝑖o (3 cos𝜙e1 − cos𝜙e2)

1

2
sin 𝑖o (−3 sin𝜙e1 + sin𝜙e2) 0 ]

 
 
 
 
 

 (4-18) 

 𝜙e1 = 𝛼ob30 − 𝑛o𝑡 − 𝜙o (4-19) 

(a) 

(b) 
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 𝜙e2 = 𝛼ob30 + 𝑛o𝑡 + 𝜙o (4-20) 

式(4-16)–(4-20)からスピン軸の方向が軌道面外方向周りで変動している場合，機体座標系

における地磁場ベクトルはオイラー角の変動δ𝜶ob30によらない成分𝑩E0
b と，δ𝜶ob30により

変動する成分𝑨δBEδ𝜶obを有することがわかる．また𝑩E0
b はδ𝜶ob = 𝟎での機体座標系におけ

る，軌道運動と衛星のスピンにより変動する𝑥b, 𝑦b軸成分𝑩E0h
b と定常な𝑧b軸成分𝑩E0v

b に分

けることができる．式(4-16)–(4-20)を式(3-27)，(3-38)に代入することで，本検討での磁気

トルク・電磁力モデルは式(4-21)，(4-22)のように求められる． 

 𝑻ele
b = 𝑻e0

b + 𝑨eααδ𝜶ob (4-21) 

 𝑭eE
b = 𝐼(𝑭eE0

b + 𝑨eErαδ𝜶ob +𝑨eErrδ𝒓
b) (4-22) 

式(4-21)，(4-22)に式(3-117)，(3-128)を代入することで，非拘束モードモデルにおける電磁

力は式(4-23)のように表される． 

なお，式(4-23)を得るまでの詳しい計算は補遺 A.4 に示す．式(4-23)において

𝑨euc, 𝑨eus, 𝑭euc, 𝑭eusは𝑩E0h
b との干渉による電磁力成分，𝑨eu0, 𝑭eu0は𝑩E0v

b との干渉による電

磁力成分である．そのため式(4-17)から，𝑖o = 0, 180 degにて𝑨euc, 𝑨eus, 𝑭euc, 𝑭eusが零行列，

零ベクトルとなり，𝑖o = 90, 270 degにて行列𝑨eu0, 𝑭eu0が零行列，零ベクトルとなる．行列

𝑨euc, 𝑨eus, 𝑨eu0およびベクトル𝑭euc, 𝑭eus, 𝑭eu0は磁気モーメント𝒎b
b = [𝑚bx

b  𝑚by
b  𝑚bz

b ]
T
の各成

分および電流値𝐼と線形の関係である．そこでスピンによる対称性から，𝒎b
bのスピン軸方

向成分とスピン軸と垂直方向成分の有無，および電流の有無に着目し，式(4-23)の各行列，

ベクトルの形を調べることで，電磁力の膜構造の運動への影響を明らかにする．なお以下

の検討では地球周回軌道にてよく用いられる太陽同期軌道を想定し，𝑖o = 99.5 degとした． 

4.5.2. スピン軸方向の磁気モーメント成分により生じる電磁力の影響 

まず磁気モーメントがスピン軸方向成分を持ち，電流が流れていない場合（𝑚bx
b =

𝑚by
b = 0.0 Am2，𝑚bz

b = 200 Am2 𝐼 = 0.0 A）の電磁力モデルの各行列，ベクトルの 10 次ま

での成分を図 4-18–図 4-21 に示す． 図 4-18，図 4-19 から𝒎b
bがスピン軸方向成分のみ有す

る場合，回転振動モードの運動が電磁力を介して面外並進・回転モードの運動に影響を及

ぼす．また図 4-20 から回転振動モード内の各モード間で相互作用が生じる．𝑭euc, 𝑭eusで表

される非拘束モード座標によらない周期電磁力により回転振動モードの運動が影響を受け

る．一方で，𝑭eu0で表される非拘束モード座標によらない定常電磁力はどのモードにも影

響を及ぼさない．また，面内並進モード，面外振動モードの運動には影響を及ぼさない． 

 

 

𝑭eu = [𝑨euc{3 cos(𝛼ob30 − 2𝑛𝑡) − cos𝛼𝑜𝑏30}
+ 𝑨eus{3 sin(𝛼ob30 − 2𝑛𝑡) − sin 𝛼ob30} + 𝑨eu0]𝒛
+ 𝑭euc{3 cos(𝛼ob30 − 2𝑛𝑡) − cos𝛼ob30}
+ 𝑭eus{3 sin(𝛼ob30 − 2𝑛𝑡) − sin 𝛼ob30} + 𝑭eu0 

(4-23) 
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図 4-18 𝑚bx
b = 𝑚by

b = 0.0 Am2，𝑚bz
b = 200 Am2 𝐼 = 0.0 Aの時の，10次までの𝑨eucの各成

分の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 

 

 

図 4-19 𝑚bx
b = 𝑚by

b = 0.0 Am2，𝑚bz
b = 200 Am2 𝐼 = 0.0 Aの時の，10次までの𝑨eusの各成

分の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 
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図 4-20 𝑚bx
b = 𝑚by

b = 0.0 Am2，𝑚bz
b = 200 Am2 𝐼 = 0.0 Aの時の，10次までの𝑨eu0の各成

分の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 

 

 

図 4-21 𝑚bx
b = 𝑚by

b = 0.0 Am2，𝑚bz
b = 200 Am2 𝐼 = 0.0 Aの時の，10次までの

𝑭euc, 𝑭eus, 𝑭eu0の各成分の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 

 

以上の結果の物理的意味を図 4-22 を用いて考察する．スピン軸方向にのみ磁気モーメン

トを出力する場合，非拘束モード座標が全て 0であっても，式(3-38)から𝑩E0h
b との干渉によ

る，スピン軸方向と𝑩E0h
b に対し垂直方向の磁気トルクが筐体に作用する．この磁気トルク

がスピン軸の回転を引き起こすことで，回転振動モードの運動が励起される（𝑭euc, 𝑭eus，

図 4-22(a)）．一方で非拘束モード座標が全て 0の場合，スピン軸方向と𝑩E0v
b は同方向となる

ため，𝒎b
bと𝑩E0v

b との干渉による磁気トルクは生じない（𝑭eu0）．面外並進・回転モードが

励起された場合，𝒎b
bと𝑩E0h

b との干渉により生じる磁気トルクの方向が機体座標系内で回転

し，回転振動モードに与える影響が変化する（𝑨euc，𝑨eus，図 4-22(b)）．回転振動モードの 
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(a) 𝑭euc, 𝑭eusの効果           (b) 𝑨euc，𝑨eusの効果 

 

(c) 𝑨eu0の効果 

図 4-22 磁気モーメントがスピン軸方向成分を持つ場合の各行列の効果の物理的意味 

 

運動が励起された場合，𝒎b
bと𝑩E0v

b との干渉による磁気トルクがスピン軸方向に対して垂直

方向を向き，回転振動モードに影響を与える（𝑨eu0，図 4-22(c)）．以上のようにスピン軸

周りに磁気モーメントを持つ場合の，衛星の運動に対する電磁力の影響をまとめることが

できた． 

4.5.3. スピン軸垂直方向の磁気モーメント成分により生じる電磁力の影響 

次に磁気モーメントがスピン軸垂直方向成分のみを持ち，電流が流れていない場合

（𝑚bx
b = 200 Am2, 𝑚by

b = 𝑚bz
b = 0.0 Am2, 𝐼 = 0.0 A）の各行列，ベクトルの 10 次までの成分

を図 4-23–図 4-26に示す．図 4-23，図 4-24から磁気モーメントがスピン軸方向に対して垂

直方向の成分のみを持つ場合，回転振動モード内および面外並進・回転モード内の各モー

ド間で電磁力を介して相互作用が生じる．また図 4-25から，回転振動モードの運動が電磁

力を介して面外並進・回転モードの運動に影響を及ぼす．図 4-26から，面外並進・回転モ

ードには非拘束モード座標によらない周期電磁力が，回転振動モードには非拘束モード座

標によらない定常電磁力が作用する．一方で，𝑭eusで表される電磁力成分は全てのモード

の影響を及ぼさない．また電磁力は，面内並進モード，面外振動モードの運動には影響を

及ぼさない． 

以上の結果の物理的意味を図 4-27 を用いて考察する．スピン軸方向に対して垂直方向の

磁気モーメント成分は，非拘束モード座標が全て 0 の場合でも𝑩E0h
b ，𝑩E0v

b と干渉し，それ

ぞれ回転振動モード，面外並進・回転モードに影響を及ぼす（𝑭euc, 𝑭eus, 𝑭eu0，図 4-27(a)）．

面外並進・回転モードの運動が励起された場合，𝑩E0h
b が機体座標系で回転することで磁気

トルクのスピン軸方向が変動し，面外並進・回転モードに影響を及ぼす（𝑨euc，𝑨eus，図 

4-27 (b)）．回転振動モードの運動が生じた時，𝑩E0h
b との干渉による磁気トルクは𝑥b–𝑦b平面 

Membrane

Body
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図 4-23 𝑚bx
b = 200 Am2, 𝑚by

b = 𝑚bz
b = 0.0 Am2, 𝐼 = 0.0 Aの時の，10 次までの𝑨eucの各成分

の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 

 

図 4-24 𝑚bx
b = 200 Am2, 𝑚by

b = 𝑚bz
b = 0.0 Am2, 𝐼 = 0.0 Aの時の，10 次までの𝑨eusの各成分

の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 
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図 4-25 𝑚bx
b = 200 Am2, 𝑚by

b = 𝑚bz
b = 0.0 Am2, 𝐼 = 0.0 Aの時の，10 次までの𝑨eu0の各成分

の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 

 

 

図 4-26 𝑚bx
b = 200 Am2, 𝑚by

b = 𝑚bz
b = 0.0 Am2, 𝐼 = 0.0 Aの時の，10 次までの

𝑭euc, 𝑭eus, 𝑭eu0の各成分の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 

 

内成分𝑻eh
b を持ち，回転振動モード影響を与える（𝑨euc，𝑨eus，図 4-27 (c)）．また，𝑩E0v

b と

の干渉によって磁気トルクはスピン軸方向成分𝑻ez
b を持ち，面外並進・回転モードにも影響

を及ぼす（𝑨eu0，図 4-27 (d)）．以上のようにスピン軸方向に対して垂直方向の磁気モーメ

ント成分を持つ場合の，膜構造の運動に対する電磁力の影響を明らかにした． 
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(a) 𝑭euc, 𝑭eus, 𝑭eu0の効果    (b) 𝑨euc，𝑨eusの効果（面外並進・回転モード） 

  

(c) 𝑨euc，𝑨eusの効果（回転振動モード）      (d) 𝑨eu0の効果 

図 4-27 磁気モーメントがスピン軸垂直方向成分を持つ場合の各行列の効果の物理的意味 

 

4.5.4. 電流により生じる電磁力の影響 

最後に磁気モーメントを出力せず，電流を流している場合（𝑚bx
b = 𝑚by

b = 𝑚bz
b = 0.0 Am2，

𝐼 = 1.0 A）の各行列，ベクトルの 10 次までの成分を図 4-28–図 4-31 に示す． 

 

図 4-28 𝑚bx
b = 𝑚by

b = 𝑚bz
b = 0.0 Am2，𝐼 = 1.0 Aの時の，10次までの𝑨eucの各成分の絶対

値（赤枠の中が10−10以上） 

Membrane

Body
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図 4-29 𝑚bx
b = 𝑚by

b = 𝑚bz
b = 0.0 Am2，𝐼 = 1.0 Aの時の，10次までの𝑨eusの各成分の絶対

値（赤枠の中が10−10以上） 

 

 

図 4-30 𝑚bx
b = 𝑚by

b = 𝑚bz
b = 0.0 Am2，𝐼 = 1.0 Aの時の，10次までの𝑨eu0の各成分の絶対

値（赤枠の中が10−10以上） 
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図 4-31 𝑚bx
b = 𝑚by

b = 𝑚bz
b = 0.0 Am2，𝐼 = 1.0 Aの時の，10次までの𝑭euc, 𝑭eus, 𝑭eu0の各成

分の絶対値（赤枠の中が10−10以上） 

 

磁気モーメントが出力されず電流のみ出力されている場合，図 4-28，図 4-29 から回転振動

モードの運動が面外並進・回転モードの運動に，面外並進・回転モードの運動が回転振動

モードの運動に電磁力を介して影響を及ぼす．また図 4-30 から回転振動モード内の各モー

ド間で相互作用が生じる．図 4-31 から，回転振動モードには非拘束モード座標によらない

周期電磁力が作用する．一方，𝑭eu0で表される非拘束モード座標によらない定常電磁力は

どのモードにも影響を及ぼさない．また，面内並進モード，面外振動モードの運動には影

響を及ぼさない． 

以上の結果の物理的意味を図 4-32 を用いて考察する．膜構造上を流れる電流は，膜構造

に変形が生じていない場合スピン軸方向の磁気モーメントとして扱うことができる．その

ため回転振動モードや面外振動モードが励起されていない時は，4.5.2 節で得られた知見が

適用できる．回転振動モードが励起された場合，膜構造の変形により電流が生じる磁気モ

ーメントはスピン軸垂直方向成分をもつ．このとき𝑩E0h
b との干渉により生じる磁気トルク

がスピン軸方向成分を持ち，面外並進・回転モードに影響を及ぼす（𝑨euc，𝑨eus，図 4-32）． 

ダイナミクスモデルの理論解析により得られた電磁力の効果まとめると表 4-4 のように

なる．このように電磁力は面外並進・回転モードと回転振動モードにのみ影響を与え，面

内並進モードや面外振動モードの運動は励起しないことが分かった．また，磁気モーメン

ト方向や電流の有無で，回転振動モードや面外並進・回転モードへの電磁力の影響が変化

することが明らかになった．  

 

図 4-32 電流を出力する場合の𝑨euc，𝑨eusの効果の物理的意味 

Magnetic moment generated

by electric current

Membrane

Body
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表 4-4 電磁力による各運動モードへの影響（行：影響を与えるモード，列：影響を受け

るモード，表内：その値が非 0 のときに影響あり） 

 軌道傾斜角 面外振動 

モード 

回転振動 

モード 

面内並進 

モード 

面外並進・ 

回転モード 

面外振動 

モード 

0 deg, 180 deg - - - - 

90deg, 270 deg - - - - 

上記以外 - - - - 

回転振動 

モード 

0 deg, 180 deg - 𝑚bz
b  - 𝑚bx

b , 𝑚by
b  

90deg, 270 deg - 𝑚bx
b , 𝑚by

b , 𝐼 - 𝐼 

上記以外 - 𝑚bx
b  , 𝑚by

b  ,  

𝑚bz
b , 𝐼 

- 𝑚bx
b , 𝑚by

b , 𝐼 

面内並進 

モード 

0 deg, 180 deg - - - - 

90deg, 270 deg - - - - 

上記以外 - - - - 

面外並進・ 

回転モード 

0 deg, 180 deg - - - - 

90deg, 270 deg - 𝑚bz
b , 𝐼 - 𝑚bx

b , 𝑚by
b  

上記以外 - 𝑚bz
b , 𝐼 - 𝑚bx

b , 𝑚by
b  

状態量に 

よらない 

電磁力成分 

0 deg, 180 deg - 𝑚bx
b , 𝑚by

b  - - 

90deg, 270 deg - 𝑚bz
b , 𝐼 - 𝑚bx

b , 𝑚by
b  

上記以外 - 𝑚bx
b  𝑚by

b , 

𝑚bz
b , 𝐼 

- 𝑚bx
b , 𝑚by

b  

 

4.5.5. 膜構造の運動に対する電磁力の影響の数値解析 

4.5.2 節–4.5.4 節までは微小変動領域での議論にとどまっているため，一般性を調べるた

めに数値解析を行う．本検討では，4.5.2節–4.5.4節の条件に対応するように，表 4-5に示す

ケースについて数値解析を行った．本シミュレーションでは初期状態にてδ𝜶ob =

[10.0 0.0 0.0]T deg，δ𝒓b = [0.0 0.0… ]T mとし，電磁力と重力を考慮した．また一部のシミ

ュレーション結果については，フーリエ変換を用いて周波数解析を行った． 

表 4-5 シミュレーションケース 

 𝑚bx
b  𝑚bz

b  𝐼 

Case 1 0.00 Am2 2.00 × 102 Am2 0.00 A 

Case 2 2.00 × 102 Am2 0.00 Am2 0.00 A 

Case 3 0.00 Am2 0.00 Am2 1.00 A 

 

Case 1 において回転振動モードは振動し，その振幅は時間経過とともに増減した（図 

4-33 (a)）．この振動は 0.0158 Hz 付近の振動成分が支配的な振動となり，加えて 0.0473 Hz

付近の振動成分を有する振動であった（図 4-35(a)）．面外並進・回転モードは振動しつつ，

振動中心が徐々に増加した（図 4-33 (b)）．この振動は 0.0315 Hzおよび 0.0318 Hz が支配的

な振動であった（図 4-35(b)）．また回転振動モードの振幅の増減に合わせて，面外並進・

回転モードの振動振幅は増減した．面外振動モードと面内並進モードは励起されなかった

（図 4-33(c)）．次に物理座標で運動を見る．𝛼1, 𝛼2は最大 39.0 degの振動が生じ，δ𝛼3は最大

27.3 deg 変動した（図 4-34(a)）．また膜構造の角の質点𝑃1,1には機体座標系において最大
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0.323 m の振動が生じた（図 4-34(b)）．この振動は 0.0157 Hz 付近の振動成分が支配的とな

り，加えて 0.0103 Hz，0.0208 Hz，0.0468 Hzの振動が生じた（図 4-36(b)）． 

シミュレーションの結果において，面外振動モードおよび面内並進モードは励起せず，

4.5.2 節で得られた知見と一致した．回転振動モードで支配的な振動成分の振動数は状態に

よらない周期的な電磁力成分𝑭euc, 𝑭eusの振動数に近く，これらの効果で回転振動モードの

振動数が増減したと考えられる．また 4.5.2 節で得られた知見から，𝑨euc，𝑨eusの効果によ

り面外並進・回転モードに作用する電磁力は三角関数の加法定理より，回転振動モードの

振動数と行列にかけられる三角関数の振動数を加算および減算した振動数成分を持つ．シ

ミュレーションにおいて回転振動モードは，0.0158 Hz 付近の振動成分が支配的な振動であ

る．このことから，面外並進・回転モードの振動で支配的な 0.0315 Hzおよび 0.0318 Hz の

振動成分は𝑨euc，𝑨eusの効果により生じたと考えられる．このようにシミュレーション結

果にて 4.5.2 節で得られた知見が確認できた一方で，δ𝛼3の振動中心の変動や回転振動モー

ドでの 0.0473 Hz 付近の振動成分といった，4.5.2 節の検討で得られなかった運動も見られ

た．本シミュレーションでは𝛼ob1が 39.0 deg まで増大しており，線形範囲を逸脱する．そ

のため，これらは線形化の誤差によるものであると考える．特に回転振動モードの 0.0473 

Hz付近の振動成分は，面外並進・回転モードで支配的な振動成分の振動数である0.0315 Hz

および 0.0318 Hz と，𝑨euc，𝑨eusにかけられる三角関数の振動数の和に近く，面外並進・回

転モードの運動が電磁力を介して回転振動モードに影響を及ぼしたと予想できる．このよ

うに数値解析により，4.5.2 節の検討で得られた線形範囲での運動特性に加え，非線形領域

での運動が確認できた． 
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図 4-33 スピン軸方向の磁気モーメントを有するときの(a)回転振動モード，(b)面外並進・

回転モード，(c)面内並進モードと面外回転モードの非拘束モード座標の履歴 

 

 

(a) 

(b) 

(c) 
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図 4-34 スピン軸方向の磁気モーメントを有するときの(a)オイラー角の変動と(b)𝑃1,1の機

体座標系𝑧軸方向変位 

 

図 4-35 スピン軸方向の磁気モーメントを有するときの(a)回転振動モード，(b)1次の面外

並進モードの非拘束モード座標の履歴の振動数解析結果 

(a) 

(b) 

(a) 

(b) 
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図 4-36 スピン軸方向の磁気モーメントを有するときの(a)オイラー角の変動と(b)𝑃1,1の機

体座標系𝑧軸方向変位の振動数解析結果 

 

Case 2において回転振動モードは，0.0158 Hz付近の振動成分が支配的な振動をした（図 

4-37(a)，図 4-39(a)）．その振動の振幅はほとんど変動しなかったが，2 次の回転振動モード

の振動中心が変動した．面外並進・回転モードは 0.0157 Hz，0.0318 Hz が支配的な振動数

となる振動が生じた（図 4-37(b)，図 4-39(b)）．また面外振動モードと面内並進モードの運

動は励起されず，4.5.3 節での検討結果と一致した（図 4-37 (c)）．次に物理座標で運動を見

る．オイラー角を見ると𝛼1, 𝛼2は最大 10.0 deg の振動が生じ，δ𝛼3は最大 0.74 deg の振動が

生じた（図 4-38(a)）．また，𝛼2は 2次の回転振動モードと同様にその振動中心が変動した．

膜構造の角の質点𝑃1,1には機体座標系の𝑧軸方向に最大 0.0315 mの振動が生じた（図 4-38(b)，

図 4-40(b)）．この振動は 0.00033 Hz 付近の振動成分が支配的となり，加えて 0.0158 Hz の振

動が生じた． 

回転振動モードに生じた 0.0158 Hz付近の支配的な振動成分は，シミュレーション中でそ

の振幅が大きく変動せず，かつ 4.2 節で得られた振動数と一致していることから，衛星の

自由振動による振動成分である．2 次の回転振動モードの振動中心の変動は，その振幅が

小さいため振動数解析の結果には表れなかった．一方で図 4-37 より，振動中心の変動の振

動数は 0.00033 Hz であり，2𝑛oに近い値となる．そのため，𝑨euc，𝑨eusの効果によって生じ

る回転振動モード内のモード間の相互作用により，振動中心が変動したと考えられる．ま

た膜構造の角の質点の変位の振動数も2𝑛oに近く，𝑨euc，𝑨eusの回転振動モードへの効果が 

(a) 

(b) 
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図 4-37 スピン軸垂直方向の磁気モーメントを有するときの(a)回転振動モード，(b)面外

並進・回転モード，(c)面内並進モードと面外回転モードの非拘束モード座標の履歴 

 

質点の振動に現れたと考えられる．また，本シミュレーションでは𝑚by
b を0.00 Am2として

いたため，𝛼ob1に対応する 1 次の回転振動モードには影響がなかったと考えられる．面外

並進・回転モードにて支配的な 0.0157 Hz，0.0318 Hz の振動成分は，𝑨eu0の効果により回

転振動モードが及ぼす電磁力の振動数，𝑭euc, 𝑭eusの振動数，および𝑨euc，𝑨eusの効果によ

り面外並進・回転モード自体が及ぼす電磁力の振動数と一致しており，これらの効果が表

れていると考えられる．このように数値解析により，4.5.3 節の検討で得られた運動特性を

確認することができた． 

(a) 

(b) 

(c) 
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図 4-38 スピン軸垂直方向の磁気モーメントを有するときの(a)オイラー角の変動と(b)𝑃1,1

の機体座標系𝑧軸方向変位 

 

図 4-39 スピン軸垂直方向の磁気モーメントを有するときの(a)回転振動モード，(b)1次の

面外並進モードの非拘束モード座標の履歴の振動数解析結果 

(a) 

(b) 

(a) 

(b) 
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図 4-40 スピン軸垂直方向の磁気モーメントを有するときの(a)オイラー角の変動と(b)𝑃1,1

の機体座標系𝑧軸方向変位の振動数解析結果 

 

Case 3において回転振動モードには，支配的な 0.0158 Hz付近の振動成分に加え，0.0473 

Hz付近の振動成分を有する振動が生じた（図 4-41(a)，図 4-43(a)）．また，振動の振幅はシ

ミュレーション中に増減した．面外並進・回転モードは振動しつつ，振動中心が徐々に増

加した（図 4-41(b)）．この振動は 0.0315 Hz 付近が支配的な振動であった（図 4-43(b)）．ま

た，回転振動モードの振幅の増減に合わせて，面外並進・回転モードの振動振幅は増減し

た．面外振動モードと面内並進モードには運動が励起されず，4.5.4 節での検討結果と一致

した（図 4-41(c)）．次に物理座標で運動を見る．オイラー角を見ると，𝛼ob1, 𝛼ob2は最大

41.7 degの振動が生じ，δ𝛼ob3は最大 33.4 deg 変動した（図 4-42(a)）．膜構造の角の質点には

機体座標系の𝑧軸方向に最大 0.416 mの振動が生じた（図 4-42(b)）．この振動は 0.0158 Hz付

近の振動成分が支配的となり，加えて 0.0103 Hz，0.0208 Hz の振動が生じた（図 4-44(b)）．

これらの振動成分の振幅の支配的な振動成分に対する大きさは，Case 1 と比較して大きく

なった． 

回転振動モードの運動は，状態によらない周期的な電磁力成分𝑭euc, 𝑭eusが作用すること

で時間経過とともに増減した．これは 4.5.4 節での解析結果にて見られた特性である．一方

で，回転振動モードの 0.0473 Hz 付近の振動成分は，Case 1 と同様に線形化の誤差により生

じたと考えられる．面外並進・回転モードにおける振動は，0.0315 Hz付近の振動成分が支

配的であり，かつ回転振動モードの振動の振幅の増減に合わせて面外並進・回転モードの 

(a) 

(b) 
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図 4-41 電流を出力する場合の(a)回転振動モード，(b)面外並進・回転モード，(c)面内並進

モードと面外回転モードの非拘束モード座標の履歴 

 

振幅が増減することから，Case 1 と同じく𝑨euc，𝑨eusによる電磁力の効果であると考えら

れる．一方で振動中心が徐々に減少していくが，これは線形化誤差によるものであると考

えられる．このように数値解析により，4.5.4 節の検討で得られた運動特性を確認すること

ができた．また線形化誤差の影響も見られた． 

 

(a) 

(b) 

(c) 
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図 4-42 電流を出力する場合の(a)オイラー角の変動と(b)𝑃1,1の機体座標系𝑧軸方向変位 

 

 

図 4-43 電流を出力する場合の(a)回転振動モード，(b)1次の面外並進モードの非拘束モー

ド座標の履歴の振動数解析結果 

(a) 

(b) 

(a) 

(b) 
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図 4-44 電流を出力する場合の(a)オイラー角の変動と(b)𝑃1,1の機体座標系𝑧軸方向変位の振

動数解析結果 

 

以上のように，Case 1–3での数値解析の結果にて，4.5.2 節–4.5.4節でのダイナミクスモ

デルの理論解析により得られた線形領域での運動特性が見られたため，その一般性が示さ

れた．一方でモデルの解析では見られなかった，線形化誤差に起因すると考えられる運動

特性も確認できた． 

本節の検討結果により，電磁力は回転振動モードおよび面外並進・回転モードに影響を

及ぼすことが分かった．これらのモードは衛星の姿勢運動にかかわるモードであるため，

本結果から電磁力の姿勢変更への利用可能性を示すことができた． 

  

(a) 

(b) 
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第5章 電磁力を用いた展開膜衛星の姿勢変更則 

本章ではスピン型膜構造を有する人工衛星における，地球指向のための姿勢変

更則を構築する．第 3 章で構築したダイナミクスモデルから，衛星にはたらく慣

性力により LVLH 座標系に対する衛星の姿勢を乱す．本検討では，この慣性力を

電磁力に打ち消すことで地球指向を達成する．しかし第 2 章で述べた通り電磁力

は地磁場方向に制約を受けるため，姿勢変更に要求されるトルクを電磁力により

達成することは難しい．そこで本研究では地磁場の変動を利用し，疑似逆行列を

用いた衛星の姿勢変更則を合わせて構築する．そして数値解析により，姿勢変更

則の有効性および提案手法による姿勢変更可能性について議論する． 

5.1. 構築する姿勢変更則の概要 

第 3章で構築したダイナミクスモデル（式(3-79)，(3-80)）を見ると，LVLH座標系を基準

とした衛星のダイナミクスには外力として電磁力，重力，および慣性力が作用する．この

慣性力は慣性座標系に対する LVLH 座標系の回転により生じ，慣性力により衛星のスピン

軸方向は LVLH 座標系内で回転する．この効果によりオイラー角𝛼hb1, 𝛼hb2は増大してゆき，

地球指向が達成できない．そこで本研究ではこの慣性力を電磁力により打ち消すことで，

𝛼hb1, 𝛼hb2の増大を抑える．しかし電磁力の地磁場方向による制約から慣性力の打ち消しに

必要なトルク成分のみを加えることは難しく，電磁力により姿勢が乱れる．そこで本研究

では電磁力の方向制約を考慮した姿勢変更則を構築し，慣性力の打ち消しと併せて用いる

ことで衛星の地球指向を達成する． 

5.2. 電磁力を用いた慣性力の打ち消しによる地球指向 

5.2.1. 慣性力を打ち消すための磁気モーメントおよび電流値の算出 

 地球指向時の非拘束モードモデルにおける外力𝑭uは，式(5-1)のように表される． 

 

𝑭u = 𝜱u
T [

𝑻ele
b + 𝑻grav

b +∑𝒓𝑖,𝑗
b × 𝑭𝑖,𝑗

b

𝑖,𝑗

− 𝑛o𝑰s�̇�ibt
b − (𝝎ib0

b + 𝑛o𝝎ibt
b ) × 𝑰s(𝝎ib0

b + 𝑛o𝝎ibt
b )

𝜱c
T {𝑭eE

b + 𝑭gC
b − 𝑛o𝑴(𝑆(�̇�ibt

b ) + 𝑺(𝝎ib0
b )𝑺(𝝎ibt

b ) + 𝑺(𝝎ibt
b )𝑺(𝝎ib0

b )) 𝒓e
b}

] (5-1) 

式(5-1)は衛星へのトルクに加え，機体座標系での膜構造への外力を記述している．そのた

め筐体と膜構造の運動の同期を考えると，𝑭u = 𝟎とするような電磁力を加えることで膜構

造の形状を維持しつつ地球指向を達成できる．式(5-1)において慣性力は𝑛oに関する一次項

になる．一方で重力は，𝑛oに関する二次項となり慣性力と比較して十分小さい．そのため

電磁力を用いて，より支配的な慣性力を打ち消すように磁気モーメントおよび電流を設定

する．また電磁力は電線上のみにしかはたらかず，全質点に作用する慣性力を打ち消すこ

とは難しい．そこで慣性力により膜構造に作用するトルクを打ち消すように電磁力を作用
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することを考える． 

式(5-1)において，慣性力は式(5-2)，(5-3)のように計算される． 

 
𝑛o𝑰s�̇�ibt

b + (𝝎ib0
b + 𝑛o𝝎ibt

b ) × 𝑰s(𝝎ib0
b + 𝑛o𝝎ibt

b ) = − [
𝐼S𝑛o𝜔s sin𝛼hb30
𝐼S𝑛o𝜔s cos𝛼hb30

0
] (5-2) 

 ∑𝑛o𝑚𝑖,𝑗𝒓e(𝑖,𝑗)
b × ([�̇�ibt

b ]
×
+ [𝝎ib0

b ]
×
[𝝎ibt

b ]
×
+ [𝝎ibt

b ]
×
[𝝎ib0

b ]
×
)𝒓e(𝑖,𝑗)

b

𝑖,𝑗

= −∑𝑚𝑖,𝑗 [

2𝑦e(𝑖,𝑗)
b 2

𝑛o𝜔s sin 𝛼hb30

2𝑥e(𝑖,𝑗)
b 2

𝑛o𝜔s cos𝛼hb30
0

]

𝑖,𝑗

 

(5-3) 

また，MTQ の磁気モーメントによる磁気トルクおよび膜構造に流れる電流にはたらく電磁

力によるトルクは，膜構造に変形が生じていないとすると式(5-4)，(5-5)のようになる． 

 𝑻ele
b = 𝒎b

b ×𝑩E
b (5-4) 

 
∑𝒓𝑖,𝑗

b × 𝑭eE
b

𝑖,𝑗

= [
0
0
𝐼𝐴w

] × 𝑩E
b (5-5) 

ここで𝐴wは電線ループで囲まれる面積である．地球指向時の機体座標系での地磁場ベクト

ルは，δ𝜶hb = 𝟎のとき式(5-6)のように表される． 

 

𝑩E
b =

𝜇0|𝒎E|

4𝜋|𝒓EC|
3
([
−cos 𝑖o cos𝛼hb30
cos 𝑖o sin𝛼hb30

0
] − [

sin 𝑖o sin 𝛼hb30 cos(𝑛o𝑡 + 𝜙o)

sin 𝑖o cos 𝛼hb30 cos(𝑛o𝑡 + 𝜙o)

2sin 𝑖o sin(𝑛o𝑡 + 𝜙o)
]) (5-6) 

式(5-6)を式(5-4)，(5-5)に代入することで式(5-7)，(5-8)を得る． 

 𝒎b
b ×𝑩E

b

=
𝜇0|𝒎E|

4𝜋|𝒓EC|
3
[

−𝑚bz
b cos 𝑖o sin 𝛼hb30 +𝑚bz

b sin 𝑖o cos𝛼hb30 cos(𝑛o𝑡 + 𝜙o) + 2𝑚by
b sin 𝑖o sin(𝑛o𝑡 + 𝜙o)

−𝑚bz
b cos 𝑖o cos𝛼hb30 −𝑚bz

b sin 𝑖o sin𝛼hb30 cos(𝑛o𝑡 + 𝜙o) − 2𝑚bx
b sin 𝑖o sin(𝑛o𝑡 + 𝜙o)

cos 𝑖o (𝑚bx
b sin𝛼hb30 +𝑚by

b cos𝛼hb30) − sin 𝑖o cos(𝑛o𝑡 + 𝜙o) (𝑚bx
b cos𝛼hb30 −𝑚by

b sin𝛼hb30)

] 
(5-7) 

 
[
0
0
𝐼𝐴w

] × 𝑩E
b = −

𝜇0𝐼𝐴w|𝒎E|

4𝜋|𝒓EC|3
[
cos 𝑖o sin𝛼hb30 − sin 𝑖o cos𝛼hb30 cos(𝑛o𝑡 + 𝜙o)

cos 𝑖o cos𝛼hb30 + sin 𝑖o sin𝛼hb30 cos(𝑛o𝑡 + 𝜙o)
0

] (5-8) 

まず式(5-2)と式(5-7)の z 軸成分を一致させるため，𝑚bx
b = 𝑚by

b = 0.00 Am2とする．そして

式(5-2)，(5-3)と式(5-7)，(5-8)の第一項を一致させるよう，式(5-9)，(5-10)のように磁気モー

メント𝑚bz
b および電流𝐼を設定する． 

 

𝑚bz
b =

4𝜋𝑛o𝜔s|𝒓EC|
3

𝜇0|𝒎E| cos 𝑖o
(𝐼S − 2∑𝑚𝑖,𝑗𝑥e(𝑖,𝑗)

b 2

𝑖,𝑗

) (5-9) 

 
𝐼 =

8𝜋𝑛o𝜔s|𝒓EC|
3

𝜇0𝐴w|𝒎E| cos 𝑖o
∑𝑚𝑖,𝑗𝑥e(𝑖,𝑗)

b 2

𝑖,𝑗

 (5-10) 

このとき式(5-7)，(5-8)の第二項，第三項により電磁力が外乱としても作用する．そのため

本手法はsin 𝑖oが小さい領域での利用が望ましい．以上のように計算した磁気モーメント，

電流により慣性力を打ち消す． 

5.2.2. 数値解析による算出式の妥当性検証 

数値解析により，5.2.1 節で計算された磁気モーメント，電流による地球指向可能性を検

証する．4.1 節で示した衛星パラメータをもとに式(5-9)，(5-10)を用いることで，地球指向
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のための磁気モーメントおよび電流は式(5-11)，(5-12)のようになる． 

 
𝑚bz
b =

488

cos 𝑖o
 (5-11) 

 
𝐼 =

2.42

cos 𝑖o
 (5-12) 

これらは𝑖oが小さい領域では，衛星システムにて十分達成可能な値である．本検討では軌

道傾斜角𝑖o = 0.00, 10.0 degの 2ケースについて数値解析を行った． 

シミュレーションでのオイラー角および膜構造の角の質点𝑃1,1の𝑧b軸方向の変位の履歴

を図 5-1–図 5-3 に示す．𝑖o = 0.00 degの場合，𝛼hb1の最大値は 0.371 deg となり地球指向を

達成できていることがわかる．また膜構造の角の質点に生じる振動は最大振幅が 0.261 mで

あり膜構造サイズの 1.7%に抑えられ，形状維持も達成した．𝑖o = 10.0 degの場合，膜構造

の角の質点に生じる振動の最大振幅は 0.330 m で膜構造サイズの 2.2 %となったが，𝛼hb1の

最大値は 14.0 deg となり，電磁力によって目標方向に対してスピン軸方向がずれることが

わかる．しかし無制御時は LVLH 座標系内でスピン軸方向が一周することを考えると，電

磁力による地球指向はある程度達成できていることがわかる． 

以上のように，ダイナミクスモデルに基づいて適切に設定された一定な磁気モーメント

および電流により，特に軌道傾斜角が小さい軌道において地球周回軌道の軌道角速度に合

わせたスピン軸の変更を達成できることを示した．このときの磁気モーメントや電流は現

実的な値であり，提案手法の実現性にも寄与する結果となった．一方で軌道傾斜角が大き

くなるにつれ電磁力が外乱としてもはたらきスピン軸方向がずれることがあるため，この

ずれを補償するような姿勢変更則が必要である． 

 

 

図 5-1 軌道傾斜角 0.0 deg の場合の𝛼hb1，𝛼hb2の履歴 



 84 / 109 

 

 

図 5-2 軌道傾斜角 10.0 deg の場合の𝛼hb1，𝛼hb2の履歴 

 

 

図 5-3 両ケースでの膜角の振動履歴 

 

5.3. 電磁力の方向制約を考慮した展開膜衛星の指向制御 

5.3.1. ムーア・ペンローズの疑似逆行列を用いた姿勢変更則 

本節では地磁場の変動を利用した，電磁力による姿勢変更則を構築する．本節の検討で

は軌道面座標系での一定方向指向を扱う．提案手法における制御入力は 3 軸の磁気モーメ

ントと膜構造に流す電流の 4 自由度であり，衛星の運動の自由度と比較して少ない．実際，

式(4-23)の電磁力モデルを制御入力に注目して書き直すと式(5-13)のようになる． 

 
𝑭eu = 𝑨euM [

𝒎b
b

𝐼
] (5-13) 

式(5-13)において𝑨euMは正方行列でなく，逆行列により𝒎b
b，𝐼を求めることはできない．

そこで本研究ではムーア・ペンローズの疑似逆行列を用いて，姿勢変更にて要求されるト

ルクと実際に作用するトルクの差を最小とする磁気モーメントおよび電流を計算する． 

ムーア・ペンローズの疑似逆行列とは𝑚× 𝑛行列𝑨に対し以下の 4 条件を満足する𝑛 ×𝑚

行列𝑨+である[64]． 

 

𝑨𝑨+𝑨 = 𝑨 

𝑨+𝑨𝑨+ = 𝑨+ 

(𝑨𝑨+)T = 𝑨𝑨+ 

(5-14) 



 85 / 109 

 

(𝑨+𝑨)T = 𝑨+𝑨 

そして疑似逆行列は式(5-15)のように求める[65]． 

 𝑨+ = 𝑨T(𝑨𝑨T)−1𝑨T(𝑨T𝑨)−1𝑨T (5-15) 

𝑨euMについて考えると，行列𝑨euM
T 𝑨euMは正則でなく式(5-15)は計算できない．そこで特異

値分解を用いて疑似逆行列を求める．𝑚× 𝑛行列𝑨の階数を𝑟とすると，行列𝑨は以下のよう

に分解できる． 

 𝑨 = 𝑼𝜮𝑽T (5-16) 

ここで𝜮は𝑚× 𝑛行列であり𝑨𝑨Tの正の固有値の平方根𝜎1, 𝜎2, … , 𝜎𝑟を用いて式(5-17)，(5-18)

のように計算される（𝑟 < 𝑛）． 

 𝜮 = [
𝜟 𝟎𝑟×(𝑛−𝑟)

𝟎(𝑚−𝑟)×𝑟 𝟎(𝑚−𝑟)×(𝑛−𝑟)
]  (5-17) 

 𝜟 = diag(𝜎1, 𝜎2, … , 𝜎r) (5-18) 

また𝑼,𝑽はそれぞれ𝑚 ×𝑚，𝑛 × 𝑛次元のユニタリ行列であり，それぞれ式(5-19)，(5-20)で

表される固有値問題を解くことで得る． 

 𝑨𝐓𝑨𝑼 = 𝜮2𝑼 (5-19) 

 𝑨𝑨𝐓𝑽 = 𝜮2𝑽 (5-20) 

ここで𝑼 = [𝑼𝑚×𝑟 𝑼𝑚×(𝑚−𝑟)], 𝑽 = [𝑽𝑛×𝑟 𝑽𝑛×(𝑛−𝑟)]とすると式(5-16)は式(5-21)のように整理さ

れる． 

 𝑨 = 𝑼𝑚×𝑟𝜟𝑽𝑛×𝑟
T  (5-21) 

𝑼𝑚×𝑟および𝑽𝑛×𝑟は列フルランクであるため，行列𝑼𝑚×𝑟
T 𝑼𝑚×𝑟および𝑽𝑛×𝑟

T 𝑽𝑛×𝑟は正則である．

そのため式(5-21)式(5-15)に代入し整理することで式(5-22)を得る． 

 𝑨+ = 𝑽𝑛×𝑟(𝑽𝑛×𝑟
T 𝑽𝑛×𝑟)

−1(𝜟𝑼𝑚×𝑟
T 𝑼𝑚×𝑟𝜟)

−1𝜟𝑼𝑚×𝑟
T  (5-22) 

このように求めた疑似逆行列を用いて，‖𝑭eu − 𝑨euM [𝒎b
bT 𝐼]

T

‖を最小とするような筐体の

磁気モーメント𝒎b
bおよび膜構造の電流𝐼は式のように求める． 

 [𝒎b
b

𝐼
] = 𝑨euM

+ 𝑭eu (5-23) 

以上のように，要求されるトルクと実際に作用するトルクの差を最小とする𝒎b
bおよび𝐼を

計算する． 

本研究では，姿勢変更のための制御則として PID フィードバック制御を用いる．この時，

非拘束モード座標を用いてフィードバックを行うことで，筐体と膜構造の運動の同期を考

慮した姿勢変更が達成できる．非拘束モードモデルでの状態量をフィードバックして姿勢

変更力は式(5-24)のように求められる． 

 𝑭eu = 𝑲p(𝒛t − 𝒛) + 𝑲d(�̇�t − �̇�) + 𝑲I∫ (𝒛𝒕 − 𝒛)𝑑𝜏
𝑡

0

 (5-24) 

ここで𝒛tは目標非拘束モード座標である．式(5-23)と式(5-24)より，提案手法における姿勢

変更則は式(5-25)のように求められる． 

 [𝒎b
b

𝐼
] = 𝑨euM

+ {𝑲p(𝒛t − 𝒛) + 𝑲d(�̇�t − �̇�) + 𝑲I∫ (𝒛𝒕 − 𝒛)𝑑𝜏
𝒕

𝒕𝟎

} (5-25) 

非拘束モード座標は，姿勢センサによる筐体の姿勢の観測，および筐体に取り付けたカメ

ラによる膜辺の変位の観測が行われているとして，式(5-26)のように推定する． 
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 𝒛ob = 𝜱u [
δ𝜶hb

𝜱ceδ𝒓edge
] (5-26) 

ここでδ𝒓edge，𝜱ceはそれぞれ膜辺の質点に対応する部分を抜き出した変位ベクトルおよび

拘束モードモデルへの変換時のモード行列である．以上の姿勢変更則を用いて，衛星の姿

勢変更シミュレーションを行う． 

5.3.2. 衛星の姿勢変更シミュレーション 

提案手法において，3 軸の磁気トルカと地磁場との干渉により生じる磁気トルクを受け

る筐体に対して，膜構造は 1 次元パラメータである電流による電磁力を受けるため制御が

しにくい．そのため姿勢変更時は膜構造の振動を小さく維持し，高次の振動を励起しない

ことが望ましい．4.2 節で得られた知見から，衛星の姿勢運動にはスピン軸の回転と膜構造

の振動に対応する回転振動モードとスピン軸周りの回転に対応する面外並進・回転モード

が関わる．ここで磁気モーメントや電流値が高い場合，電磁力により励起される運動の振

動数が高まり，高次モードが励起される．これを抑えるため𝑲dの値を大きくし，回転振動

モードに励起される運動の振動数を抑える．面外並進・回転モードは 4.2.2 節で得られた知

見から外力によってのみ変動する．そのため剛性行列を持つ他のモードと比較して線形領

域を逸脱しやすい．また 4.5 節で得られた知見から，スピン軸に対して垂直方向の磁気モ

ーメント成分や電流により面外並進・回転モードは回転振動モードに影響を及ぼす．以上

のことから面外並進・回転モードは線形領域からの逸脱によりスピン軸の回転や膜構造の

運動に予期せぬ影響を与える恐れがあり，姿勢変更時は励起されないことが望ましい． 

以上の考察から，シミュレーションにおける制御パラメータは表 4-1 に示した値を使用

する．シミュレーションでは回転振動モードに大きな振動が生じないよう，𝑲p，𝑲Iに対し

て𝑲dを大きく設定した．また面外並進・回転モードのうち，δ𝛼ob3への感度が小さい 2次の

モードのゲインを大きく設定した． 

表 5-1 シミュレーションパラメータ 

初期δ𝜶ob (10.0, 0.0, 0.0) deg 目標δ𝜶ob (0.0, 0.0, 0.0) deg 

初期δ𝒓b (0.0, 0.0, 0.0,…) m 目標δ𝒓b (0.0, 0.0, 0.0,…) m 

𝑲p diag(1.0 × 10−4, 1.0 × 10−4, 5.0 × 10−2, 0.0, 1.0 × 10−4, 1.0 × 10−4, … ) s−2 

𝑲d diag(1.0 × 10−2, 1.0 × 10−2, 1.0 × 10−1, 0.0, 1.0 × 10−2, 1.0 × 10−2, … ) s−1 

𝑲I diag(1.0 × 10−7, 1.0 × 10−7, 1.0 × 10−5, 0.0, 1.0 × 10−7, 1.0 × 10−7, … ) s−3  

 

図 5-4 に示すシミュレーションでの姿勢変更の様子から，スピン軸方向が徐々に目標方

向に指向していることが分かる．そして 3000 秒の時点で姿勢変更がほぼ終了していること

が分かる．シミュレーションでの微小オイラー角δ𝜶obおよび膜角の質点𝑃1,1のスピン軸方

向変位δ𝑧1,1
b の履歴を図 5-6 に示す．𝛼ob1, 𝛼ob2は 3300 秒で目標値との誤差が 0.1 deg 以下に

収束した（図 5-6(a)）．δ𝛼ob3はシミュレーション開始直後から増加し最大振幅が 1.67 deg と

なったが，時間経過とともに減少した．また膜角の質点𝑃1,1には，最大振幅 0.183 m の振動

が生じたが，時間経過とともに振幅は減少し姿勢変更終了後は最大 0.0254 m の振幅まで抑
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制された（図 5-6(a)）．非拘束モード座標に注目すると，回転振動モードは時間経過ととも

に減少した（図 5-5(a)）．面外並進・回転モードはシミュレーション開始直後に増加し，そ

の後時間経過とともに減少した（図 5-5(b)）．また面内並進モードおよび面外振動モードに

は運動が励起しなかった（図 5-5 (c)）．磁気モーメントは𝑚bx
b が最大1.29 × 104 Am2，𝑚by

b が

最大1.27 × 104 Am2の振幅で振動をした（図 5-7(a)）．𝑚bz
b は振動しつつ負の方向に出力さ

れ，その絶対値は最大2.05 × 102 Am2となった．また電流はスピンと逆方向周りに流れ，

その絶対値は最大1.57 × 10−1 Aとなった（図 5-7(b)）．  

シミュレーションにて𝛼ob1, 𝛼ob2が 0.0 degに収束し，かつ膜角の質点の振幅が時間経過と

ともに減少していることから，電磁力により膜構造の形状を維持しつつ姿勢変更を達成可

能であることを示した．面内並進モードと面外振動モードがシミュレーション中に励起さ

れず，また回転振動モードの収束中に面外並進・回転モードが励起されていることから，

本シミュレーションにおいても 4.5 節で示した電磁力による衛星の運動特性が見られた．

磁気モーメントは𝑚bx
b ,𝑚by

b が𝑚bz
b と比較して大きく出力されたが，これは面外並進・回転

モードに対応するゲインを大きく設定したために，4.5 節の検討におけるスピン軸垂直方向

の磁気モーメント成分での𝑭eucの効果を強くするように制御入力が計算されたためである

と考えられる．また𝑚bx
b , 𝑚by

b の大きさは本検討で扱った衛星での実現は難しく，実用時に

は姿勢変更則の改良による磁気モーメントの低減が必要となる．また，𝑚bz
b および電流値

がシミュレーション中は負の方向で推移したが，これは軌道面座標系におけるスピン軸方

向の回転のため，軌道面外方向の地磁場成分との干渉により一定方向のトルクを加えるた

めであると考えられる．また𝑚bz
b および電流値の振動は，電磁力の効果により回転振動モ

ードに作用する外乱を打ち消すためであると考えられる．またこれらの値は本検討での衛

星サイズにおいては十分許容範囲である． 

以上のように疑似逆行列を用いた姿勢変更則を用いることで，形状を維持しつつの姿勢

変更が達成できることを示した．本節の検討での地磁場の変動特性は 5.2 節における小さ

い軌道傾斜角での地磁場の変動特性とほぼ一致しており，本節の検討で得られた姿勢変更

可能性は地球指向時にも適用できる．そのためこの姿勢変更則と 5.2 節で示した一定磁気

モーメントおよび電流での地球指向則を組み合わせることで，展開膜衛星の電磁力による

地球指向を達成できると期待される． 
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(a) 0.0 s                                           (b) 250 s 

  

(c) 500 s                                            (d) 750 s 

  

(e) 1000 s                                          (f) 1500 s 

  

(g) 2000 s                                           (h) 3000 s 

図 5-4 構築した姿勢変更則によるシミュレーション結果 
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図 5-5 構築した姿勢変更則による数値解析での，(a)回転振動モード，(b)面外並進・回

転モード，(c)面内並進モードと面外振動モードの非拘束モード座標の履歴． 

 

(a) 

(b) 

(c) 
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図 5-6 構築した姿勢変更則による数値解析での，(a)オイラー角および(b)𝑃1,1の機体座標系

𝑧軸方向変位の時間履歴 

 

図 5-7 構築した姿勢変更則による数値解析での，(a)磁気モーメント，(b)電流値の時間履

歴 

(a) 

(b) 

(a) 

(b) 
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第6章 結論 

前章まででスピン型膜構造を有する人工衛星の，電磁力を用いた新たな姿勢変

更手法を提案し，地球周回軌道での膜構造の運動や姿勢変更則について議論をし

てきた．本章では本研究で明らかになった知見を列挙し，本論文のまとめとする．

また今後の展望・課題として，本研究から応用が期待される事項を列挙する． 

6.1. 本研究の成果 

本論文を構成する各章の概要と明らかになった事項について以下に列挙する． 

第 2 章では，スピン型膜構造を有する人工衛星の新たな姿勢変更手法として電磁力を用

いた手法を提案した．提案手法は原理的に膜構造の形状を維持しつつ軌道角速度でのスピ

ン軸の回転を実現し，従来手法の課題を解決しうる手法であることを示した．また膜構造

の運動に対する筐体の姿勢運動の影響の解明や地磁場方向による磁気トルクの制約を考慮

した姿勢変更則の構築といった，提案手法における課題を設定した． 

第 3 章では膜構造と筐体の運動の両者を考慮した，展開膜衛星のダイナミクスのモデル

化を行った．検討では，まず多粒子法による膜構造のダイナミクスのモデル化，および剛

体の運動として筐体のダイナミクスのモデル化を行った．このとき LVLH 座標系を基準と

することで，地球指向時のダイナミクスとしてモデル化した．次に膜構造の運動と筐体の

姿勢運動のカップリング項を導出し，衛星のダイナミクスモデルを得た．そしてこのモデ

ルに対してモード分解を行うことで得られる衛星の運動モードにより，非拘束モードモデ

ルと呼ばれる，モード座標で表現されたダイナミクスモデルを導出した． 

第 4 章では第 3 章で得られた運動モードを分類することで，筐体の姿勢運動が膜構造の

運動に与える影響を明らかにした．また得られた運動モードに注目して，実験で得られた

膜構造の運動と数値解析で得られた膜構造の運動を比較した．その後モード座標で表され

た重力と電磁力のモデルの解析により，重力と電磁力の膜構造の運動に対する影響を運動

モードに紐づけて解明した．本章で明らかになった事項を以下に列挙する 

⚫ 展開膜衛星の運動モードは面外振動モード，回転振動モード，面内並進モード，面外

並進・回転モードに分類できる．面外振動モードは膜構造の振動，面外並進・回転モ

ードは筐体のスピン軸周りの回転，回転振動モードは膜構造の振動およびスピン軸の

回転に関連するモードである．また，面内並進モードは物理的に意味を持たない． 

⚫ 実験によって膜構造に生じた運動の特性が，ダイナミクスの解析によって得られた膜

構造の運動特性と一致した．また実験で生じた膜構造の振動と数値解析にて得られた

膜構造の振動の振動数が一致した． 

⚫ 膜構造に作用する重力は非拘束モード座標に依存し，スピン角速度と軌道角速度に関

連する時変項とこれらに関連しない時不変項を持つ．また重力は全ての運動モードに
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影響を及ぼし，このうち回転振動モードへの影響により膜構造に振動が励起される．

この振動は回転振動モードの振動成分に加え，スピン角速度と軌道角速度に関連した

高次の振動成分を持つ． 

⚫ 電磁力は非拘束モード座標に依存する項としない項を持つ．これらの項はさらに，ス

ピン角速度と軌道角速度に関連する時変項と時不変項に分けられる．電磁力は面外振

動モードと面内並進モードには影響を与えない．電磁力の回転振動モードと面外並

進・回転モードへの影響は，MTQ の磁気モーメントおよび電流の有無により，その特

性が変化する．また電磁力を介して回転振動モードと面外並進・回転モードの運動が

相互作用を起こす．電磁力は回転振動モードに影響を及ぼすことが明らかになったた

め，電磁力は姿勢変更に利用可能であることを示した． 

第 5 章では第 3 章で得られたダイナミクスモデルをもとに，筐体の姿勢運動と膜構造の

運動の同期を考慮し，地球指向に向けた磁気モーメントおよび電流を定式化した．また疑

似逆行列を用いた地磁場の変動を利用した姿勢変更則を構築した．そして数値解析により

姿勢変更則の評価を行い，電磁力の姿勢変更への利用可能性を示した．本章の検討で明ら

かになった事項を以下に列挙する． 

⚫ LVLH 座標系での慣性力を考慮した地球指向則により，赤道軌道近辺では地球指向を

達成できることを示した．このとき膜構造に生じる振動は，膜構造サイズの 1.7 %に抑

えることができた．一方で，軌道傾斜角が大きい軌道においては，電磁力の方向の制

約により姿勢が乱れることが明らかになった． 

⚫ 疑似逆行列を用いた姿勢変更則により，地磁場の変動を利用して 3300秒で 10 degの姿

勢変更を達成できることを明らかにした．また構築した姿勢変更則により，姿勢変更

時に生じた膜構造の振動を膜構造サイズの 0.7%まで抑制することができた． 

6.2. 今後の展望 

最後に，本研究から得られた知見から想定される今後の展望や課題を以下にまとめる． 

⚫ 本研究で構築したダイナミクスモデル，および本研究で明らかにした膜構造の運動に

対する筐体の姿勢運動の影響の知見は，提案手法のみならずスピン型膜構造を有する

人工衛星に適用できる．そのため，この知見により従来手法の発展も期待される． 

⚫ 本研究では膜構造の運動に対する電磁力の影響を明らかにした．この知見は，例えば

太陽電池による発電時や膜構造上のデバイスへの給電時に膜構造を流れる電流の，膜

構造の運動への影響解析にも利用でき，宇宙空間におけるより詳細な膜構造の運動の

解明につながる． 

⚫ 本研究では膜構造上に 4 ループの電線を配置し，全て同じ電流を流すと想定して検討

を進めた．一方で提案手法では，電線配置を変えることで膜構造に作用する電磁力の

分布を変化させることができる．そのため電線配置を工夫することによる，高次の振

動抑制やより素早い姿勢変更といった，提案手法の性能の向上が期待される． 
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⚫ 本研究での姿勢変更において，最大1.29 × 104 Am2の磁気モーメントが出力された．

これは本研究で扱った人工衛星では実現することが難しいと考えられる．そのためゲ

インの調整や制御則の改良による磁気モーメントの低減が求められる．  
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補遺 A 式の線形化 

A.1. 膜構造の引張り・圧縮剛性の線形化 

線分要素𝐿𝑖,𝑗+により質点𝑃𝑖,𝑗に作用する膜構造の引張り・圧縮剛性による力𝑭mh(𝑖,𝑗)𝐿𝑖,𝑗+
in は式

(3-8)に式(3-55)を代入することにより式(A-1)のように線形化される． 

 
𝑭mh(𝑖,𝑗)𝐿𝑖,𝑗+
in ≅ 𝑘𝑖,𝑗+(𝑙e(𝑖,𝑗+) − 𝑙0(𝑖,𝑗+))𝒅e(𝑖,𝑗+)

b
+

𝑘𝑖,𝑗+

𝑙e(𝑖,𝑗+)
 {(𝑙e(𝑖,𝑗+) − 𝑙0(𝑖,𝑗+))𝑰3×3

+ 𝑙0(𝑖,𝑗+)𝒅e(𝑖,𝑗+)
b ⊗𝒅e(𝑖,𝑗+)

b }(δ𝒓𝑖,𝑗+1
b − δ𝒓𝑖,𝑗

b )

= 𝑭mh(𝑖,𝑗)𝐿𝑖,𝑗+e
in + 𝑨mh(𝑖,𝑗+)(δ𝒓𝑖,𝑗+1

b − δ𝒓𝑖,𝑗
b ) 

(A-1) 

これより𝑭mh(𝑖,𝑗)
in は式(A-2)のように線形化される． 

 
𝑭mh(𝑖,𝑗)
in ≅ ∑ {𝑭mh(𝑖,𝑗)𝐿𝑚,𝑛e

in + 𝑨mh(𝑘,𝑙)(δ𝒓𝑚,𝑛
b − δ𝒓𝑖,𝑗

b )}
(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑃𝑃𝑖𝑗

 (A-2) 

ここで𝑁𝑃𝑃𝑖𝑗は𝑃𝑖,𝑗に隣接する質点の集合，(𝑘, 𝑙)は質点𝑃𝑖,𝑗および𝑃𝑚,𝑛の間の線分要素の番号

である．式(A-2)から全質点に対して拡張された，線形化された膜構造の引張り・圧縮剛性

による力𝑭mh
b は式(A-3)–(A-8)のように表される． 

 𝑭mh
b = 𝑭mhe

b + 𝑨mhδ𝒓
b (A-3) 

 
𝑭mhe
b = [𝑭mh(1,1)e

in T
 𝑭mh(1,2)e
in T

… ]
T

 (A-4) 

 
𝑭mh(𝑖,𝑗)e
in = ∑ 𝑭mh(𝑖,𝑗)𝐿𝑚,𝑛e

in

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑃𝑃𝑖𝑗

 (A-5) 

 

𝑨mh = [

𝑨mh(1,1)(1,1) 𝑨mh(1,1)(1,2) ⋯

𝑨mh(1,2)(1,1) 𝑨mh(1,2)(1,2)

⋮ ⋱

] (A-6) 

 𝑨mh(𝑖,𝑗)(𝑚,𝑛) = 𝑨mh(𝑘,𝑙) ((𝑖, 𝑗) ≠ (𝑚, 𝑛)) (A-7) 

 𝑨mh(𝑖,𝑗)(𝑖,𝑗) = − ∑ 𝑨mh(𝑘,𝑙)
(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑃𝑃𝑖𝑗

 (A-8) 

 

A.2. 電線剛性の線形化 

A.2.1. 電線の引張り・圧縮剛性 

電線要素𝑤𝑖,𝑗+により質点𝑃𝑖,𝑗に作用する膜構造の引張り・圧縮剛性による力𝑭wh(𝑖,𝑗)𝑤𝑖,𝑗+
in は

式(3-17)に式(3-55)を代入することで式(A-9)のように線形化される． 

 
𝑭wh(𝑖,𝑗)𝑤𝑖,𝑗+
in ≅

𝐸w𝐴w

𝑙0(𝑖,𝑗+)
(𝑙e(𝑖,𝑗+) − 𝑙0(𝑖,𝑗+))𝒅e(𝑖,𝑗+)

b

+
𝐸w𝐴w

𝑙0(𝑖,𝑗+)𝑙e(𝑖,𝑗+)
 {(𝑙e(𝑖,𝑗+) − 𝑙0(𝑖,𝑗+))𝑰3×3

+ 𝑙0(𝑖,𝑗+)𝒅e(𝑖,𝑗+)
b ⊗𝒅e(𝑖,𝑗+)

b }(δ𝒓𝑖,𝑗+1
b − δ𝒓𝑖,𝑗

b )

= 𝑭wh(𝑖,𝑗)𝑤𝑖,𝑗+e
in + 𝑨wh(𝑖,𝑗+)(δ𝒓𝑖,𝑗+1

b − δ𝒓𝑖,𝑗
b ) 

(A-9) 

これより𝑭wh(𝑖,𝑗)
b は式(A-10)のように線形化される． 
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𝑭wh(𝑖,𝑗)
b ≅ ∑ {𝑭wh(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛e

in + 𝑨wh(𝑘,𝑙)(δ𝒓𝑚,𝑛
b − δ𝒓𝑖,𝑗

b )}
(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑃𝑃𝑖𝑗𝑤

 (A-

10) 

ここで𝑁𝑃𝑃𝑖𝑗𝑤は𝑃𝑖,𝑗に隣接し電線上にある質点の集合，(𝑘, 𝑙)は質点𝑃𝑖,𝑗および𝑃𝑚,𝑛の間の電線

要素の番号である． 式(A-10)から全質点に対して拡張された，線形化された電線の引張

り・圧縮剛性による力𝑭wh
b は式(A-11)–(A-16)のように表される． 

 𝑭wh
b = 𝑭whe

b + 𝑨whδ𝒓
b (A-11) 

 
𝑭whe
b = [𝑭wh(1,1)e

in T
 𝑭wh(1,2)e
in T

… ]
T

 (A-12) 

 
𝑭wh(𝑖,𝑗)e
in = ∑ 𝑭wh(𝑖,𝑗)𝑤𝑚,𝑛e

in

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑃𝑃𝑖𝑗𝑤

 (A-13) 

 

𝑨wh = [

𝑨wh(1,1)(1,1) 𝑨wh(1,1)(1,2) ⋯

𝑨wh(1,2)(1,1) 𝑨wh(1,2)(1,2)

⋮ ⋱

] (A-14) 

 𝑨wh(𝑖,𝑗)(𝑚,𝑛) = 𝑨wh(𝑘,𝑙) ((𝑖, 𝑗) ≠ (𝑚, 𝑛)) (A-15) 

 𝑨wh(𝑖,𝑗)(𝑖,𝑗) = ∑ 𝑨wh(𝑘,𝑙)
(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑃𝑃𝑖𝑗𝑤

 (A-16) 

 

A.2.2. 電線の曲げ剛性 

質点𝑃𝑖,𝑗周りの電線の曲げ剛性を表す回転ばねにより，質点𝑃𝑖,𝑗−1, 𝑃𝑖,𝑗 , 𝑃𝑖,𝑗+1に作用する力は

式(3-22)–(3-24)および式(3-55)から式(A-17)–(A-40)のように線形化される． 

 𝑭wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗
b ≅ 𝑭wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗e

b + 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)
b (δ𝒓𝑖,𝑗

b − δ𝒓𝑖,𝑗−1
b )

+ 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)
b (δ𝒓𝑖,𝑗+1

b − δ𝒓𝑖,𝑗
b )

= 𝑭wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗e
b + 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗−1)

b δ𝒓𝑖,𝑗−1
b

+ 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗)
b δ𝒓𝑖,𝑗

b + 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+1)
b δ𝒓𝑖,𝑗+1

b  

(A-17) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗−1)
b = −𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)

b  (A-18) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗)
b = 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)

b −𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)
b  (A-19) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+1)
b = 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)

b  (A-20) 

 𝑭wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑖,𝑗
b ≅ −𝑭wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗e

b − 𝑭wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗e
b

− (𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)
b + 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)

b ) (δ𝒓𝑖,𝑗
b

− δ𝒓𝑖,𝑗−1
b )

− (𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)
b + 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)

b ) (δ𝒓𝑖,𝑗+1
b − δ𝒓𝑖,𝑗

b )

= 𝑭wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑖,𝑗e
b + 𝑨wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗−1)

b δ𝒓𝑖,𝑗−1
b + 𝑨wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗)

b δ𝒓𝑖,𝑗
b

+ 𝑨wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+1)
b δ𝒓𝑖,𝑗+1

b  

(A-21) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗−1)
b = 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)

b + 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)
b  (A-22) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗)
b = −𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)

b − 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)
b

+𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)
b + 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)

b  
(A-23) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+1)
b = −𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)

b −𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)
b  (A-24) 
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 𝑭wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗
b ≅ 𝑭wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗e

b + 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)
b (δ𝒓𝑖,𝑗

b − δ𝒓𝑖,𝑗−1
b )

+ 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)
b (δ𝒓𝑖,𝑗+1

b − δ𝒓𝑖,𝑗
b )

= 𝑭wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗e
b + 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗−1)

b δ𝒓𝑖,𝑗−1
b

+ 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗)
b δ𝒓𝑖,𝑗

b + 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+1)
b δ𝒓𝑖,𝑗+1

b  

(A-25) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗−1)
b = −𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)

b  (A-26) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗)
b = 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)

b −𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)
b  (A-27) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+1)
b = 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)

b  (A-28) 

 
𝑭wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗e
b = −

𝐸w𝐽w(𝜙e(𝑖,𝑗) −𝜙0(𝑖,𝑗))

𝑙0(𝑖,(𝑗−1)+)𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
3 𝑙e(𝑖,𝑗+) sin𝜙e(𝑖,𝑗)

{𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2

𝒓e(𝑖,𝑗+)
b

− (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b }  

(A-29) 

 
𝑭wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗e
b = −

𝐸w𝐽w(𝜙e(𝑖,𝑗) −𝜙0(𝑖,𝑗))

𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)𝑙0(𝑖,𝑗+)𝑙e(𝑖,𝑗+)
3

sin𝜙e(𝑖,𝑗)
{(𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b

⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)
b )𝒓e(𝑖,𝑗+)

b − 𝑙e(𝑖,𝑗+)
2

𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b } 

(A-30) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)
b

= −
𝐸w𝐽w

𝑙0(𝑖,(𝑗−1)+)𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
3 𝑙e(𝑖,𝑗+)

[−
3(𝜙e(𝑖,𝑗) − 𝜙0(𝑖,𝑗))

sin𝜙e(𝑖,𝑗)
{𝒓e(𝑖,𝑗+)
b ⊗𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b

−
𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)

b

𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2

𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⊗𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b }+ 𝒂wb𝑃𝑖,𝑗 ⊗𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b

+ 𝒃wb𝑃𝑖,𝑗 ⊗𝒓e(𝑖,𝑗+)
b

+
𝜙e(𝑖,𝑗) − 𝜙0(𝑖,𝑗)

sin𝜙e(𝑖,𝑗)
{2𝒓e(𝑖,𝑗+)

b ⊗𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b − 𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b ⊗𝒓e(𝑖,𝑗+)
b

− (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )𝑰3×3}] 

(A-31) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗−1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)
b

= −
𝐸w𝐽w

𝑙0(𝑖,(𝑗−1)+)𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
3 𝑙e(𝑖,𝑗+)

[−
𝜙e(𝑖,𝑗) − 𝜙0(𝑖,𝑗)

sin𝜙e(𝑖,𝑗)
{
𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2

𝑙e(𝑖,𝑗+)
2

𝒓e(𝑖,𝑗+)
b

⊗𝒓e(𝑖,𝑗+)
b −

𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)

b

𝑙e(𝑖,𝑗+)
2

𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⊗𝒓e(𝑖,𝑗+)

b }+ 𝒃wb𝑃𝑖,𝑗

⊗𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b + 𝒄wb𝑃𝑖,𝑗 ⊗𝒓e(𝑖,𝑗+)

b

+
𝜙e(𝑖,𝑗) − 𝜙0(𝑖,𝑗)

sin𝜙e(𝑖,𝑗)
(𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2

𝑰3×3 − 𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⊗𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b )] 

(A-32) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,(𝑗−1)+)
b

= −
𝐸w𝐽w

𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)𝑙0(𝑖,𝑗+)𝑙e(𝑖,𝑗+)
3

[−
𝜙e(𝑖,𝑗) − 𝜙0(𝑖,𝑗)

sin𝜙e(𝑖,𝑗)
{
𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅  𝒓e(𝑖,𝑗+)

b

𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2

(𝒓e(𝑖,𝑗+)
b

⊗𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ) −

𝑙e(𝑖,𝑗+)
2

𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2

(𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⊗𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b )} + 𝒅wb𝑃𝑖,𝑗

⊗𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b + 𝒆wb𝑃𝑖,𝑗 ⊗𝒓e(𝑖,𝑗+)

b

+
𝜙e(𝑖,𝑗) − 𝜙0(𝑖,𝑗)

sin𝜙e(𝑖,𝑗)
(𝒓e(𝑖,𝑗+)

b ⊗𝒓e(𝑖,𝑗+)
b − 𝑙e(𝑖,𝑗+)

2
𝑰3×3)] 

(A-33) 
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 𝑨wb(𝑖,𝑗+1)𝑃𝑖,𝑗(𝑖,𝑗+)
b

= −
𝐸w𝐽w

𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)𝑙0(𝑖,𝑗+)𝑙e(𝑖,𝑗+)
3

[−
3(𝜙e(𝑖,𝑗) − 𝜙0(𝑖,𝑗))

sin𝜙e(𝑖,𝑗)
{
𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅  𝒓e(𝑖,𝑗+)

b

𝑙e(𝑖,𝑗+)
2

(𝒓e(𝑖,𝑗+)
b

⊗𝒓e(𝑖,𝑗+)
b ) − (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b ⊗𝒓e(𝑖,𝑗+)
b )} + 𝒆wb𝑃𝑖,𝑗 ⊗𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b + 𝒇wb𝑃𝑖,𝑗

⊗𝒓e(𝑖,𝑗+)
b

+
𝜙e(𝑖,𝑗) − 𝜙0(𝑖,𝑗)

sin𝜙e(𝑖,𝑗)
(𝒓e(𝑖,𝑗+)

b ⊗𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b + (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b ⋅  𝒓e(𝑖,𝑗+)
b )𝑰3×3

−2𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⊗𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )] 

(A-34) 

 
𝒂wb𝑃𝑖,𝑗 =

𝑙e(𝑖,𝑗+)
2 sin𝜙0(𝑖,𝑗) cos𝜙e(𝑖,𝑗)

{𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2 𝑙e(𝑖,𝑗+)

2 − (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅  𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )
2
} sin𝜙e(𝑖,𝑗)

× {𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2

𝒓e(𝑖,𝑗+)
b − (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b ⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)
b )𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b } 

(A-35) 

 

𝒃wb𝑃𝑖,𝑗 =
sin𝜙0(𝑖,𝑗)

sin𝜙e(𝑖,𝑗)
[

1

𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)𝑙e(𝑖,𝑗+)

−
(𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b ⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)
b ) cos𝜙e(𝑖,𝑗)

{𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2 𝑙e(𝑖,𝑗+)

2 − (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅  𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )
2
}
]

× {𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2 𝒓e(𝑖,𝑗+)

b − (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b } 

(A-36) 

 
𝒄wb𝑃𝑖,𝑗 =

𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2 sin𝜙0(𝑖,𝑗) cos𝜙e(𝑖,𝑗)

{𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2 𝑙e(𝑖,𝑗+)

2 − (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅  𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )
2
} sin𝜙e(𝑖,𝑗)

× {𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2

𝒓e(𝑖,𝑗+)
b − (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b ⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)
b )𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b } 

(A-37) 

 
𝒅wb𝑃𝑖,𝑗 =

𝑙e(𝑖,𝑗+)
2 sin𝜙0(𝑖,𝑗) cos𝜙e(𝑖,𝑗)

{𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2 𝑙e(𝑖,𝑗+)

2 − (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅  𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )
2
} sin𝜙e(𝑖,𝑗)

× {(𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )𝒓e(𝑖,𝑗+)
b − 𝑙e(𝑖,𝑗+)

2
𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b } 

(A-38) 

 

𝒆wb𝑃𝑖,𝑗 =
sin𝜙0(𝑖,𝑗)

sin𝜙e(𝑖,𝑗)
[

1

𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)𝑙e(𝑖,𝑗+)

−
(𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)

b ⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)
b ) cos𝜙e(𝑖,𝑗)

{𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2 𝑙e(𝑖,𝑗+)

2 − (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅  𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )
2
}
]

× {(𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )𝒓e(𝑖,𝑗+)
b − 𝑙e(𝑖,𝑗+)

2
𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b } 

(A-39) 

 
𝒇wb𝑃𝑖,𝑗 =

𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2 sin𝜙0(𝑖,𝑗) cos𝜙e(𝑖,𝑗)

{𝑙e(𝑖,(𝑗−1)+)
2

𝑙e(𝑖,𝑗+)
2

− (𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅  𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )
2
} sin𝜙e(𝑖,𝑗)

× {(𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b ⋅ 𝒓e(𝑖,𝑗+)

b )𝒓e(𝑖,𝑗+)
b − 𝑙e(𝑖,𝑗+)

2
𝒓e(𝑖,(𝑗−1)+)
b } 

(A-40) 

式(A-17)，(A-21)，(A-25)から全質点に対して拡張された，線形化された電線の曲げ剛性に

よる力𝑭wb
b は式(A-41)–(A-46)のように表される． 

 𝑭wb
b = 𝑭wbe

b + 𝑨wbδ𝒓
b (A-41) 
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𝑭wbe
b = [𝑭wbe(1,1)

b T
 𝑭wbe(1,2)
b T

… ]
T

 (A-42) 

 
𝑭wbe(𝑖,𝑗)
b = ∑ 𝑭wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑚,𝑛

b

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑃𝑃𝑖𝑗w

 (A-43) 

 

𝑨wb = [

𝑨wb(1,1)(1,1) 𝑨wb(1,1)(1,2) ⋯

𝑨wb(1,2)(1,1) 𝑨wb(1,2)(1,2)

⋮ ⋱

] (A-44) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗)(𝑖,𝑗) = ∑ 𝑨wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑚,𝑛(𝑖,𝑗)
b

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑃𝑃𝑖𝑗w

 (A-45) 

 𝑨wb(𝑖,𝑗)(𝑘,𝑙) = 𝑨wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑖,𝑗(𝑘,𝑙)
b + 𝑨wb(𝑖,𝑗)𝑃𝑘,𝑙(𝑘,𝑙)

b  (A-46) 

 

A.3. 重力モデルの線形化 

機体座標系における地球中心に対する衛星重心の位置ベクトル𝒓EC
b は， 

 𝒓EC
b = 𝒓EC0

b + δ𝒓EC
b  (A-47) 

 𝒓EC0
b = |𝒓EC| [

cos(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡)

− sin(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡)
0

] (A-48) 

 δ𝒓EC
b = |𝒓EC| [

−δ𝛼ob30 sin(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡)

−δ𝛼ob30 cos(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡)

𝛼ob1 sin(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡) + 𝛼ob2 cos(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡)
] (A-49) 

式(A-47)を式(3-51)に代入し式(3-115)，(3-126)，(3-135)を用いることで，非拘束モードモデ

ルにおける重力モデルが式(A-50)–(A-77)のように表される．  

 
𝑭gu = (𝑨guc cos 2(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡) + 𝑨gus sin 2(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡) + 𝑨gu0)𝒛

+ 𝑭guc cos 2(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡) + 𝑭gus sin 2(𝛼ob30 − 𝑛o𝑡) + 𝑭gu0 
(A-50) 

 𝑨guc = 𝜱u
T [

𝑨gαα 𝑨gαr𝜱c

𝜱c
T𝑨grα 𝜱c

T𝑨grr𝜱c
]𝜱u (A-51) 

 𝑨gus = 𝜱u
T [

𝑩gαα 𝑩gαr𝜱c

𝜱c
T𝑩grα 𝜱c

T𝑩grr𝜱c
]𝜱u (A-52) 

 𝑨gu0 = 𝜱u
T [

𝑪gαα 𝑪gαr𝜱c

𝜱c
T𝑪grα 𝜱c

T𝑪grr𝜱c
]𝜱u (A-53) 

 𝑨gαα = −
3𝜇E
|𝒓EC|3

[
 
 
 
 
𝐼S − 𝐼T
2

0 0

0
𝐼T − 𝐼S
2

0

0 0 0]
 
 
 
 

 (A-54) 

 𝑩gαα = −
3𝜇E
|𝒓EC|3

[
 
 
 
 0

𝐼T − 𝐼S
2

0

𝐼T − 𝐼S
2

0 0

0 0 0]
 
 
 
 

 (A-55) 

 𝑪gαα = −
3𝜇E
|𝒓EC|3

[
 
 
 
 
𝐼T − 𝐼S
2

0 0

0
𝐼T − 𝐼S
2

0

0 0 0]
 
 
 
 

 (A-56) 

 𝑨gαr = [𝑨gαr(1,1) 𝑨gαr(1,2)⋯] (A-57) 
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 𝑨gαr(𝑖,𝑗) = −
3𝜇E𝑚𝑖,𝑗

|𝒓EC|
3

[
 
 
 
 
 0 0 −

𝑦e(𝑖,𝑗)
b

2

0 0 −
𝑥e(𝑖,𝑗)
b

2
𝑦e(𝑖,𝑗)
b 𝑥e(𝑖,𝑗)

b 0 ]
 
 
 
 
 

 (A-58) 

 𝑩gαr = [𝑩gαr(1,1) 𝑩gαr(1,2)⋯] (A-59) 

 𝑩gαr(𝑖,𝑗) = −
3𝜇E𝑚𝑖,𝑗

|𝒓EC|
3

[
 
 
 
 
 0 0 −

𝑥e(𝑖,𝑗)
b

2

0 0
𝑦e(𝑖,𝑗)
b

2
𝑥e(𝑖,𝑗)
b −𝑦e(𝑖,𝑗)

b 0 ]
 
 
 
 
 

 (A-60) 

 𝑪gαr = [𝑪gαr(1,1) 𝑪gαr(1,2)⋯] (A-61) 

 𝑪gαr(𝑖,𝑗) = −
3𝜇E𝑚𝑖,𝑗

|𝒓EC|3

[
 
 
 
 
 0 0

𝑦e(𝑖,𝑗)
b

2

0 0 −
𝑥e(𝑖,𝑗)
b

2
0 0 0 ]

 
 
 
 
 

 (A-62) 

 𝑨grα = [𝑨grα(1,1)
T  𝑨grα(1,2)

T ⋯]
T

 (A-63) 

 𝑨grα(𝑖,𝑗) =
𝜇E𝑚𝑖,𝑗

|𝒓EC|3

[
 
 
 
 
 
 0

𝑧e(𝑖,𝑗)
b

2
−3𝑦e(𝑖,𝑗)

b

𝑧e(𝑖,𝑗)
b

2
0 −3𝑥e(𝑖,𝑗)

b

3

2
𝑦e(𝑖,𝑗)
b 3

2
𝑥e(𝑖,𝑗)
b 0 ]

 
 
 
 
 
 

 (A-64) 

 𝑩grα = [𝑩grα(1,1)
T  𝑩grα(1,2)

T ⋯]
T
 (A-65) 

 𝑩grα(𝑖,𝑗) =
𝜇E𝑚𝑖,𝑗

|𝒓EC|3

[
 
 
 
 
 
 𝑧e(𝑖,𝑗)

b

2
0 −3𝑥e(𝑖,𝑗)

b

0
𝑧e(𝑖,𝑗)
b

2
3𝑦e(𝑖,𝑗)

b

3

2
𝑥e(𝑖,𝑗)
b −

3

2
𝑦e(𝑖,𝑗)
b 0 ]

 
 
 
 
 
 

 (A-66) 

 𝑪grα = [𝑪grα(1,1)
T  𝑪grα(1,2)

T ⋯]
T

 (A-67) 

 𝑪grα(𝑖,𝑗) =
𝜇E𝑚𝑖,𝑗

|𝒓EC|3

[
 
 
 
 
 
 0

𝑧e(𝑖,𝑗)
b

2
−3𝑥e(𝑖,𝑗)

b

−
𝑧e(𝑖,𝑗)
b

2
0 3𝑦e(𝑖,𝑗)

b

−
3

2
𝑦e(𝑖,𝑗)
b 3

2
𝑥e(𝑖,𝑗)
b 0 ]

 
 
 
 
 
 

 (A-68) 

 𝑨grr = [

𝑨grr(1,1) 𝟎3×3 ⋯

𝟎3×3 𝑨grr(1,2)

⋮ ⋱

] (A-69) 

 𝑨grr(𝑖,𝑗) =
3𝜇E𝑚𝑖,𝑗

2|𝒓EC|3
[
1 0 0
0 −1 0
0 0 0

] (A-70) 
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 𝑩grr = [

𝑨grr(1,1) 𝟎3×3 ⋯

𝟎3×3 𝑨grr(1,2)

⋮ ⋱

] (A-71) 

 𝑩grr(𝑖,𝑗) =
3𝜇E𝑚𝑖,𝑗

2|𝒓EC|
3
[
0 −1 0
−1 0 0
0 0 0

] (A-72) 

 𝑪grr = [

𝑨grr(1,1) 𝟎3×3 ⋯

𝟎3×3 𝑨grr(1,2)

⋮ ⋱

] (A-73) 

 𝑪grr(𝑖,𝑗) =
𝜇E𝑚𝑖,𝑗

2|𝒓EC|
3
[
1 0 0
0 1 0
0 0 −2

] (A-74) 

 𝑭guc = 𝜱u
T [

𝟎3×1

𝜱c
T𝑨grr𝒓eb

] (A-75) 

 𝑭gus = 𝜱u
T [

𝟎3×1
𝜱c
T𝑩grr𝒓eb

] (A-76) 

 𝑭gu0 = 𝜱u
T [

𝟎3×1

𝜱c
T𝑪grr𝒓eb

] (A-77) 

 

A.4. 地磁場との干渉による電磁力モデルの線形化 

電線要素𝑤𝑖,𝑗+から質点𝑃𝑖,𝑗に作用する地磁場との干渉による電磁力𝑭eE(𝑖,𝑗)𝑤𝑖,𝑗+
b は式(3-27)お

よび式(3-55)から式(A-78)，(A-79)のように線形化される． 

式(A-78)を全質点に拡張することで，式(A-80)–(A-84)を得る． 

ここで𝑁𝑃wは電線上にある質点の集合，(𝑘, 𝑙)は質点𝑃𝑖,𝑗および𝑃𝑚,𝑛に接続する電線要素の番

号である．筐体に作用する磁気トルクは式(3-38)および式(3-55)から式(A-85)のように線形

 

𝑭eE(𝑖,𝑗)𝑤𝑖,𝑗+
b =

𝐼

2
{[𝒓e(𝑖,𝑗+)

b ]
×
𝑩0
b + [𝒓e(𝑖,𝑗+)

b ]
×
𝑨δBδ𝜶ob

− [𝑩0
b]
×
(𝒅𝑖,𝑗+

in ⋅  𝒅I(𝑖,𝑗+)
in )(δ𝒓𝑖,𝑗+1

b − δ𝒓𝑖,𝑗
b )}

= 𝐼 {𝑭eE(𝑖,𝑗)𝑤𝑖,𝑗+0
b + 𝑨eErα𝑤𝑖,𝑗+δ𝜶ob + 𝑨eErr(𝑖,𝑗+1)𝑤𝑖,𝑗+δ𝒓𝑖,𝑗+1

b

+ 𝑨eErr(𝑖,𝑗)𝑤𝑖,𝑗+δ𝒓𝑖,𝑗
b } 

(A-78) 

 𝒓e(𝑖,𝑗+)
b = 𝒓e(𝑖,𝑗+1)

b − 𝒓e(𝑖,𝑗)
b  (A-79) 

 𝑭eE
b = 𝐼(𝑭eE0

b + 𝑨eErαδ𝜶ob +𝑨eErrδ𝒓
b) (A-80) 

 𝑨eErα = [𝑨eErα(1,1)
T  𝑨eErα(1,2)

T ⋯]
T
 (A-81) 

 {

𝑨eErα(𝑖,𝑗) = 𝟎3×3 ((𝑖, 𝑗) ∉ 𝑁𝑃𝑤)

𝑨eErα(𝑖,𝑗) = ∑ 𝑨eErα𝑤𝑚,𝑛
(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑤𝑃𝑖𝑗

 ((𝑖, 𝑗) ∈ 𝑁𝑃𝑤)
 (A-82) 

 𝑨eErr = [

𝑨eErr(1,1)(1,1) 𝑨eErr(1,1)(1,2) ⋯

𝑨eErr(1,2)(1,1) 𝑨eErr(1,2)(1,2)

⋮ ⋱

] (A-83) 

 

{
 
 

 
 
𝑨eErr(𝑖,𝑗)(𝑚,𝑛) = 𝟎3×3 ((𝑖, 𝑗) ∉ 𝑁𝑃w ∨ (𝑚, 𝑛) ∉ 𝑁𝑃w)

𝑨eErr(𝑖,𝑗)(𝑚,𝑛) = 𝑨eErr(𝑚,𝑛)𝑤𝑘.𝑙 ((𝑖, 𝑗), (𝑚, 𝑛) ∈ 𝑁𝑃w ∧ (𝑖, 𝑗) ≠ (𝑚, 𝑛))

𝑨eErr(𝑖,𝑗)(𝑚,𝑛) = ∑ 𝑨eErr(𝑖,𝑗)𝑤𝛼,𝛽
(𝛼,𝛽)∈𝑁𝑤𝑃𝑖𝑗

((𝑖, 𝑗) = (𝑚, 𝑛) ∈ 𝑁𝑃w)
 (A-84) 
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化される． 

式(A-80)，(A-85)を用いて非拘束モードモデルにおける電磁力項は式(A-86)–(A-90)のように

線形化される． 

式(A-86)に対して式(4-16)を代入することで，非拘束モードモデルにおける電磁力項は式

(A-91)のように表される． 

また，式(A-85)を𝒎b
bに注目して書き換えると式(A-92)のようになる． 

式(A-80)，(A-92)から非拘束モードモデルでの電磁力は式(A-93)–(A-95)のようにも表される． 

 

  

 𝑻ele
b = −[𝑩0

b]
×
𝒎b
b + [𝒎b

b]
×
𝑨δBδ𝜶ob = 𝑻e0

b + 𝑨eααδ𝜶ob (A-85) 

 

𝑭eu = 𝜱u
T ([

𝑻e0
b + 𝐼𝑺reb𝑭eE0

b

𝐼𝜱c
T𝑭eE0

b
]

+ [
𝑨eαα + 𝐼𝑺reb𝑨eErα 𝐼(𝑺reb𝑨eErr + 𝑨eEαr)𝜱c

𝐼𝜱c
T𝑨eErα 𝐼𝜱c

T𝑨eErr𝜱c
] [
δ𝜶ob
𝒚
]) 

(A-86) 

 𝑺reb = [[𝒓e(1,1)
b ]

×
 [𝒓e(1,2)

b ]
×
… ] (A-87) 

 𝑨eEαr = [𝑨eEαr(1,1) 𝑨eEαr(1,2)… ] (A-88) 

 {

𝑨eEαr(𝑖,𝑗) = 𝟎3×3 ((𝑖, 𝑗) ∉ 𝑁𝑃w)

𝑨eEαr(𝑖,𝑗) = ∑ −
1

2
[𝒓𝑚,𝑛
b × 𝑩0

b]
×

(𝑚,𝑛)∈𝑁𝑤𝑃𝑖𝑗

((𝑖, 𝑗) ∈ 𝑁𝑃w)
 (A-89) 

 𝑺rebB = [[𝒓e(1,1)
b × 𝑩0

b]
×
 [𝒓e(1,2)

b ×𝑩0
b]
×
… ] (A-90) 

 

𝑭eu = [𝑨euc{3 cos(𝛼30 − 2𝑛𝑡) − cos𝛼30}
+ 𝑨eus{3 sin(𝛼30 − 2𝑛𝑡) − sin 𝛼30} + 𝑨eu0]𝒛
+ 𝑭euc{3 cos(𝛼30 − 2𝑛𝑡) − cos𝛼30}
+ 𝑭eus{3 sin(𝛼30 − 2𝑛𝑡) − sin 𝛼30} + 𝑭eu0 

(A-91) 

 𝑻ele
b = −([𝑩0

b]
×
+ [𝑨δBδ𝜶ob]×)𝒎b

b = 𝑨eαm𝒎b
b (A-92) 

 𝑭eu = 𝜱u
T [
𝑨eαm 𝑨eαI
𝟎 𝑨erI

] [𝒎b
b

𝐼
] = 𝑨euM [

𝒎b
b

𝐼
] (A-93) 

 𝑨eαI = 𝑺reb𝑭eE0
b + 𝑺reb𝑨eErαδ𝜶ob + (𝑺reb𝑨eErr + 𝑨eEαr)𝜱c𝒚 (A-94) 

 𝑨erI = 𝜱c
T(𝑭eE0

b + 𝑨eErαδ𝜶ob +𝑨eErr𝜱c𝒚) (A-95) 
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